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01 教育目的 

第１章 教育目的 

1-1 教育目的 

1-1-1 

高度な会計職業人養成を目的とした専門職大学院(以下｢会計大学院｣という｡)においては、その

創意をもって、将来の会計職業人(会計･監査に関係する業務に携わる者)が備えるべき高い倫理

観、実務に必要な学識及びその応用能力並びに会計実務の基礎的素養を涵養するために、教育目

的を明文化すること。 

＜現状の説明＞ 

1-1-1 

1. 理念 

経済活動の高度化、複雑化、グローバル化が進み、会計の社会的重要性が高まっている現在、公認

会計士は、量的な拡大と質的な向上が求められている監査証明業務の担い手として、あるいは、多様

化の一途をたどる会計業務や租税業務の担い手として、経済社会における重要な役割を担うことが強

く求められている。また、会計と監査に対する社会的な期待は、民間部門のみならず政府や地方自治

体などの公的部門からも大きくなっており、これらに対応できる公認会計士等の職業会計人の養成が、

重要な課題になっている。会計専門職専攻では、「グローバルスタンダードの視野と高度な理論に基

づく、実践的実務家教育」を理念に、こうした社会的要請に応える公認会計士等の職業会計人を養成

する。 

2. 目的 

本学の会計教育・研究の中心は、1912 年（明治 45 年）の高等学部商科開設以来、一貫して米国型

の会計を基礎とするものであり、その伝統と教育・研究水準の高さは、広く知られている。特に今日

では、グローバルな視点から取り組む本学の教育・研究姿勢が内外から注目されている。事実、本学

はこれまで財務会計、国際会計、管理会計、監査、環境会計及び公会計の領域で多くの教育・研究者

を世に送り出してきた。そして今後は、国際会計士連盟（International Federation of Accountants: 
IFAC）の国際教育基準（International Education Standards: IES）が要求する内容を尊重して、グ
ローバルな視野をもって世界に貢献し得る公認会計士等の職業会計人を育成することが、本学会計専

門職専攻の使命である。会計専門職専攻では、こうした本学の伝統や使命に基づき、「国際的なレベ

ルで世界に貢献し得る公認会計士等の職業会計人を養成する」ことを目的とする。 

3. 目標 

上記の理念と目的に従い、会計専門職専攻の目標を次のように定めている。 

(1)「建学の精神に基づく高い職業倫理を持った職業会計人の養成」 

本学のスクールモットーである「Mastery for Service」（奉仕のための練達）のスピリットを持ち、
国際経済社会の健全な発展に寄与する高い会計倫理観を持った職業会計人を養成する。 

(2)「国際的な水準で、世界に貢献し得る職業会計人の養成」 

会計に関する国際的な教育基準（IES）に従って、グローバルな視野をもった世界に貢献し得る職
業会計人を養成する。 

 

＜点検・評価＞ 

本学会計専門職専攻の２つの目標のうち、第一の「建学の精神に基づく高い職業倫理を持った職業会

計人の養成」については、カリキュラムにおける監査分野のコア科目群の必修科目として「会計倫理」
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を設置し、監査分野の専任教員が担当している。また、本学ではキリスト教主義に基づく人格の陶冶を

諮る教育の一つとして、独立研究科の大学院学生を対象とした「チャペルアワー」を授業外に設けてい

る。この「チャペルアワー」は、西宮上ケ原キャンパス大学院１号館チャペルにおいて、大学院授業期

間中に毎週１回、10:35～11:05 の時間帯に行っている。「チャペルアワー」への出席は強制されるもの

ではないが、関西学院のみならず経営戦略研究科の理念の礎である「Mastery for Service」（奉仕のた
めの練達）の理解に大きな役割を果たしている。また、大阪梅田キャンパスでの「チャペルアワー」は、

毎月第２水曜日と第４金曜日の 18:00～18:20 の時間帯に実施している。 

第二の目標である「国際的な水準で、世界に貢献し得る職業会計人の養成」については、2005 年度と

2006 年度はベーシック科目群として国際会計論、国際会計基準論、アドバンスト科目群として英文会計、

国際公会計論を設置してきた。日本の会計基準に限らず、会計基準の国際的収斂（コンバージェンス）

が加速化することをも踏まえて、特に「国際会計論」を財務会計分野のコア科目群の必修科目に変更し、

財務会計分野の専任教員が担当している。 

会計専門職専攻での教育を修了した後の進路は多岐にわたるが、修了生を対象に実施した「教育訓練

給付制度に係るアンケート調査」の結果からも、会計専門職専攻での教育効果をうかがい知ることがで

きる。このアンケート調査結果（対象：2007 年修了生）は、次のとおりである。 

 

2007年修了生　教育訓練給付制度に係るアンケート調査　まとめ

【会計専門職専攻】
アンケート提出　 47 名

設問１　　　受講開始時点において、就職していたか。
（１）就職していた　　　　　　　　　 20 名
（２）就職していなかった 27 名

設問２ 受講開始日以降に就職したか。その時期はいつ頃か。
（１）受講中及び受講修了後３ヶ月以内に就職した 6 名
（２）受講修了後３～６ヶ月以内に就職した 0 名
（３）受講修了後６～１２ヶ月以内に就職した 0 名
（４）就職していない 4 名

設問３ 受講後の処遇改善状況　等
・以前は経理だったが、受講後、経営企画室に配属された。
・授業開始時間に合わせて、就業時間の調整を考慮してくれた。
・会計知識のレベルアップによる、会計コンサルタントとしての評価向上。
・転勤を行なわない、受講条件を整えてくれた。給料等は変化なし。
・庁内公募により監査事務局へ異動後、昇進試験に合格し、主査として仕事を行っている。

設問４ キャリアアップや就職・転職に役に立つ（立った）と思うか。
5点　大変役に立つ 10 名 × 5 = 50
4点　役に立つ 11 名 × 4 = 44
3点　どちらとも言えない 3 名 × 3 = 9
2点　あまり役に立たない 0 名 × 2 = 0
1点　役に立たない 0 名 × 1 = 0

4.3 点
無回答　1人

平均

 

また、公認会計士試験論文式試験合格者は、2006 年度：４名（うち、在学生３名）、2007 年度：９名

（うち、在学生１名）であった。 

 

＜今後の方策＞ 

本会計専門職専攻の理念、目的および目標に基づいて設置している「会計倫理」と「国際会計論」の

２科目は、コア科目群の必修科目として継続する。「会計倫理」の講義では、本学のキリスト教主義教

育を活かし、建学の精神やスクールモットーである「Mastery for Service」（奉仕のための練達）につ
いて本学の大学宗教総主事による講義をも予定している。 

また、会計専門職専攻修了後の進路については、「教育訓練給付制度に係るアンケート調査」だけで
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はなく、本研究科独自の内容をも含めたものを実施していく。 

２００８年３月

関西学院大学経営戦略研究科

修了者アンケ－ト調査 

 

 このアンケ－ト調査は、本研究科修了者に対し、就職状況、処遇の状況、教育効果など

についてお伺いし、今後の自己点検・評価、第三者評価、及び教育訓練給付制度（※）の

調査に利用させていただきます。 

 本調査においてご回答いただいた内容は、統計的に処理を施した上で、本学自己評価委

員会、第三者評価機関、厚生労働省への報告以外、他の目的には使用いたしません。本調

査の趣旨をご理解いただき、下記設問への回答にご協力いただきますよう、よろしくお願

い申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

―― ◆ ―― 

 

○ 所属専攻コースに○を付けてください。 

（企業経営戦略コース、 国際経営コース、 会計専門職専攻） 

 

○ 講座の受講開始時から終了後現在に至るまでの就職状況等についてお伺いいたしま

す。 

 

 

 

     

（１） 就職していた     → 設問３へ お進み下さい 

（２） 就職していなかった  → 設問２へ お進み下さい 

 

（注） 受講開始時点において、正社員・パ－ト・アルバイト・派遣社員・自営等・呼称にかかわらず、

何らかの形で収入を伴う仕事に継続して１ヶ月以上就いていた、又は１ヶ月以上継続して就くこ

とが見込まれた場合、正社員などの身分を保障されたまま、休職中の場合は、「（１）就職してい

た」に○を付けてください。 

 （※）「教育訓練給付制度」･･･厚生労働省が、労働者の自発的な職業能力の開発及び向上の

取組みを支援し、その雇用の安定及び就職の促進を図るために、雇用保険の給付制度の一つと

して運営している制度です。この制度により教育訓練給付金の支給の対象として指定されてい

る教育訓練講座を運営している教育訓練施設は、定期的に講座の実績等を厚生労働省に報告す

ることが求められています。本調査はこの報告のために行うものです。 

設問１ 受講開始時点において、就職（下記（注）参照）していましたか。 
該当する番号に○を付けてください。 

 

 

 

 

 

（１） 受講中及び受講修了後３ヶ月以内に就職した 

（２） 受講修了後３～６ヶ月以内に就職した 

（３） 受講修了後６～１２ヶ月以内に就職した 

（４） 就職していない 

 

（注） 正社員・パ－ト・アルバイト・派遣社員・自営等・呼称にかかわらず、何らかの形で収

入を伴う仕事に継続して１ヶ月以上就いた場合、「就職」したに該当します。 

 

                           

 

○ 本講座にかかる評価についてお伺いいたします。 

 

 

 

 

 

５･････  ･････４･････  ･････３･････   ･････２･････   ･････１ 

大変役に立つ   役に立つ  どちらとも言えない あまり役に立たない 役に立たない

質問はこれで終わりです。

本調査は３月末日までに経営戦略研究科事務室へご提出下さい。

ご協力ありがとうございました。

設問３ 受講後の処遇改善の状況、職務内容の変化等について、具体的に下記にご記入

ください。（様式自由） 

設問２ （設問１で（２）と回答された方のみお答えください）受講開始日以降に就職

（下記（注）参照）されましたか。また、就職された場合、その時期はいつ頃

ですか。該当する番号に○を付けてください。 

設問４ 受講した講座は、ご自身のキャリアアップ（昇進・処遇の向上等）や就職・転

職に役に立つ（立った）講座であると思いますか。該当する項目の数字に○を

つけてください。 

 

 

＜参考資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

111 大学院要覧 2007 p.202 会計専門職専攻の理念・目的・教育目標 S01 

112 2007 年修了生 教育訓練給付制度に係るアンケート調査（文中） D01 

113 修了者アンケート調査（教育訓練給付を含む）（文中） D02 
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1-2 教育目的の達成 

1-2-1 

1-1-1 の目的が達成されるように、各会計大学院は養成しようとする会計職業人像に適った教育

を行うこと｡ 

1-2-2 

1-1-1 の目的を達成し、1-2-1 の教育を実現するために、各会計大学院は教育の理念や目的を具

体的に示し、それらと矛盾しない体系的な教育を施し、その教育を貫徹するために成績評価と

修了認定を厳格に行うこと｡ 

1-2-3 

各会計大学院は 1-2-2 が実施されているかどうかをレビューする第三者評価を尊重し、教育目

的を達成するための努力を継続して行うこと。 

□教育上の理念・目的、養成しようとする職業的会計人像等の明文化された冊子等の該当箇所（研究科概要、入学者

選抜要項、ウェブサイト等の抜粋） 

□開講授業科目一覧 

□シラバスの授業計画、科目概要など授業内容を示した箇所 

□履修モデルなど、教育課程編成のコンセプトの明示された資料 

□修了後の進路及び活動状況（関連する資格試験の受験・合格状況、修了生の就職先）が把握できる資料 

□各種資格取得状況が把握できる資料 

□進路先などの関係者に対するアンケートが実施されている場合、そのデータ等 

＜現状の説明＞ 

1-2-1 

会計専門職専攻のカリキュラム編成や教育プログラムを考えるとき、金融審議会公認会計士制度部会

報告「公認会計士監査制度の充実・強化」（2002 年（平成 14 年）12 月 17 日）での趣旨を忘れてはなら

ない。すなわち、「国際会計士連盟（IFAC）をはじめとする国際的な動向にも配慮するとともに、実務
に係る経済界の適切な協力も得て、資質を確保しつつ、受験者の負担を軽減するべく、試験制度の見直

しを行うことが適切である」というものである。 

ここで、部会報告が注目している IFACは、国際的に調和の取れた基準を設定公表することによって
会計プロフェッションの発展と強化に努めることを目的とした公認会計士の国際的組織である。会計基

準の国際的収斂（コンバージェンス）のコアに据えられている国際財務報告基準（IFRSs）の設定は国
際会計基準審議会（IASB）が担っているが、この IFRSsの設定を除く公認会計士業務に関わるあらゆ
る問題を IFACが担っている。この関連で、IFACの教育委員会（Education Committee）は、2005 年
（平成 17 年）1 月からの遵守を目指して 2003 年(平成 15 年)10 月に職業会計士のための国際教育基準

（International Education Standards for Professional Accountants: IES）を策定している。この IES
は、公認会計士等の職業会計人の教育と育成に不可欠な要素を列挙したものであり、IFACは IESを加
盟する各国の職業会計士団体（わが国の場合は日本公認会計士協会）が自己の団体に登録する職業会計

士に対する教育基準として規定化することを求めている。 

したがって、高度な会計職業人養成を目的とした会計大学院の教育課程を編成するにあたっては、新

公認会計士試験制度によって要求される試験科目と IFACの IESを勘案する必要がある。また、公認会
計士試験の試験科目として位置づけられている科目に関しては、かならず専任教員を配置することが必

要であると考えられ、特に論文試験の科目については小集団による「論文指導」が不可欠である。 

以上のことを配慮しながら、本会計専門職専攻は、教育理念と教育目的に基づいた教育目標である「建

学の精神に基づく高い職業倫理を持った職業会計人の養成」と「国際的な水準で、世界に貢献し得る職

業会計人の養成」といった特色ある人材を養成するためのカリキュラム体系を編成している。 
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1-2-2 

1.会計専門職専攻のカリキュラムは、「コア科目群」、「ベーシック科目群」及び「アドバンスト科目群」

の三つの段階の科目群から構成されている。各科目群の概要は、次のとおりである。 

①コア科目群 

コア科目群は、公認会計士等の職業会計人に求められる資質・能力を修得するために必要不可欠な

基礎的知識を学ぶための基本科目群である。 

【2005 年度・2006 年度入学生】 

コア科目群のうち、「簿記」、「財務会計論」、「管理会計論」、「原価計算論」、「会計倫理」、「監査

論」及び「企業法」（計 14 単位）は必修科目である。 

【2007 年度入学生】 

コア科目群のうち、「国際会計論」と「会計倫理」（計４単位）は必修科目である。なお、地方自

治体会計コースの行政経営専門職養成プログラムを選択する学生は、申請により、「国際会計論」

を「国際公会計論」と読み替えることができる。 

②ベーシック科目群 

ベーシック科目群は、コア科目群の科目を修得した後、アドバンスト科目群の科目を学ぶための基

礎となるものであり、会計を学習する上で基幹となる科目群である。 

③アドバンスト科目群 

アドバンスト科目群は、コア科目群とベーシック科目群の科目を学習した後、会計の学習を展開・

発展させる科目群である。職業会計人として求められるリサーチ能力、文書作成能力やプレゼンテ

ーション能力を高めるために、財務会計、管理会計及び監査の三分野においては、リポートの提出

を含む課題研究の科目を設けている。 

2.会計専門職専攻における授業方式は、講義、演習、ケーススタディ、グループワーク、個人指導及び

グループ指導など、様々な方式の組み合わせにより行っている。いずれの授業方式においても、徹底

した少人数教育を実施している。また、双方向的、多方向的で密度の高い授業を展開するため、クラ

ス規模をできるだけ少人数となるよう、一つの科目を複数クラス開講している。授業は平日昼間、平

日夜間および土曜日に行っているが、複数クラス開講しているいずれの科目についても平日昼間と平

日夜間・土曜日に授業を配置して、学生の履修の利便性を高めている。 

3.高い職業倫理を養成するため、本学のチャペルアワー等のキリスト教主義教育活動を学生生活に取り

入れると共に、「会計倫理」を必修科目としている。 

4.会計専門職専攻においては、学生の成績評価を厳密に行っている。成績評価については、次のような

原則を設けている。 

①全科目において定期試験（筆記試験またはリポート）を実施する。 

②コア科目群とベーシック科目群の科目は、経営戦略専攻との合併科目を除き、原則として筆記試験

を行う。 

③定期試験のみで成績評価を行わない。定期試験に加えて、出席状況、課題への対応、小テスト及び

授業への取り組みなどの要素を含めた総合的な評価を行う。 

④シラバスで成績評価の基準を明確にする。 

また、成績評価の結果を次のとおり表記している。 

①合格は、「A＋、A、B＋、B、C＋、C」の６段階評価とし、不合格は「F」とする。 
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01 教育目的 

②コア科目群とベーシック科目群の科目の成績評価は、相対評価とする。アドバンスト科目群の科目

の成績評価は絶対評価とし、１クラスにおける各成績評価段階（A＋～F）の割合を原則として定め
る。 

5.会計専門職専攻の修了要件は、２年以上在学し、48 単位以上を修得することとしている。ただし、入

学時の申請により、修業年限や在学期間を短縮することができる。 

6.会計専門職専攻の学生は、国内外の大学の学部からの進学者を中心に受け入れ、修了後は主に監査法

人、公認会計士事務所及び民間企業等へ就職していくことになる。したがって、本会計専門職専攻の

修了者は、就職時に会計に関わるより高度な実践的能力を必要とされる。この能力は、会計専門職専

攻の教育課程の中で養成されるものであるが、加えてより高い実践能力を卒業までに身につけさせる

目的からビジネス・インターンシップを取り入れている。本会計専門職専攻の学生にはこのビジネ

ス・インターンシップによる実習体験を奨励し、教育課程から得られる会計の能力・技術を、実際に

ビジネス社会において実践し、また実習体験から経験や知識を得ることで自己の職業会計人としての

能力や技術を向上させる機会としている。本会計専門職専攻では、2004 年度（平成 16 年度）から当

該ビジネス・インターンシップ制度を導入している。 

 

1-2-3 

教育目的に基づいた教育の実現については第三者評価によるレビューを導入しているが、これに加え

て経営戦略研究科に授業評価・FD 部会を設置し、学生と担当教員による授業評価によって体系的な教
育が実施されているかなどについてのチェック機能を担わせ、授業の質的向上に役立たせている。授業

評価・FD 部会で検討された事柄は、会計専門職専攻会議に伝達され、審議検討するシステムを導入し
ている。 

進路先などの関係者に対するアンケートは、現在のところ実施していない。 

 

＜点検・評価＞ 

会計専門職専攻のカリキュラムは、１年次に職業会計人に必要不可欠な基礎的知識を修得し、２年次

に理論学習を発展させ、より実践的な能力を身に付けるように編成している。また、職業会計人として

のバランスの取れた知識を身に付けるために、財務会計、管理会計、監査、経営・経済及び企業法の分

野別に学べる５つの分野を設定し、体系的なコア科目、ベーシック科目及びアドバンスト科目の科目群

により、段階的に５つの学びの分野を学習するようにしている。５つの各分野は、次のような学習目標

を有している。 

①財務会計 

企業等の財政状態及び経営成績を企業外部の利害関係者に報告する会計領域をいう。財務会計に関

する専門的な知識の修得はもちろん、多様な科目編成により諸外国の会計理論や自治体会計など、

幅広い知識と国際感覚を養成する。 

②管理会計 

企業の経営者・管理者の意思決定や業績評価のための内部情報をマネジメントする会計領域をいう。

予算管理や原価計算、財務分析など、経営管理を支えるための実践的な知識を修得できるカリキュ

ラムを設定している。 

③監査 

企業が資金を調達するにあたり、開示した会計情報の信頼性をチェックする会計領域をいう。監査
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01 教育目的 

論から内部統制論まで、体系的に監査の知識を修得できる科目群に加え、会計倫理によって、会計

や監査に不可欠な職業倫理観を養成する。 

④経営・経済 

情報をマネジメントする会計の背景にある実態としての経営と経済の基礎的な講義はもちろん、行

政経営論や財政学、NPO マネジメント、コーポレート・ガバナンスなど、幅広いテーマをカバー
したカリキュラムを用意している。 

⑤企業法 

会計情報の作成や監査制度と密接な関係にある会社法、金融商品取引法及び倒産処理法など、企業

に関するあらゆる問題を理解、解決するための法知識を学ぶ。法人税や地方税などの税法関係科目

も設定している。 

より具体的には、１年次は、コア科目群の財務会計、管理会計、監査、経営・経済及び企業法の各分

野において必修・選択必修となっている科目（14 単位）をまず履修する。次に、ベーシック科目群から、

次のアドバンスト科目群の科目の履修を想定し、各分野に必要とされている履修単位数を基準に履修す

る。各分野の必修・選択必修科目の修得必要単位数は、財務会計 12 単位、管理会計８単位、監査８単

位、経営・経済４単位及び企業法６単位である。２年次は、１年次から引き続いてベーシック科目群の

科目を履修すると同時に、アドバンスト科目群の科目から各分野に必要とされる履修単位数を基準に履

修する。また、経営戦略専攻の科目、他研究科科目を含め、自己の目標を実現する学習計画に基づき、

選択科目の修得必要単位数である 10 単位以上を履修するように編成している。 

財務会計、管理会計及び企業法の分野におけるコア科目群の選択必修科目として、たとえば簿記基礎、

財務会計基礎、管理会計基礎、原価計算基礎及び租税法基礎などの基礎科目を設定することで受講生の

体系的学習を可能にした。その一方で、このような科目の細分化は、教員の授業担当時間数の負担増加

とそれに伴う教育・研究時間数の確保への影響が見られる。 

また、会計専門職専攻の成績評価は、アドバンスト科目群の科目を除き、コア科目群とベーシック科

目群の科目は相対評価である。相対評価は、各科目の受講生を対象とした成績評価であるため、受講生

の資質に大きく左右される。一つの科目を年間に複数クラス開講しているが、各クラスの成績評価は独

立しており、当該科目の成績評価結果が同じであったとしても必ずしも同一レベルのものであるという

ことを保証するものではない。相対評価による成績評価のあり方について検討し、該当するすべての科

目で同一の基準によって評価することが必要である。 

 

＜今後の方策＞ 

財務会計、管理会計、監査、経営・経済及び企業法の５つの分野の設定と、コア科目群、ベーシック

科目群及びアドバンスト科目群の段階的科目の設定というカリキュラムの基本的枠組みは、教育上の理

念、目的および目標を達成する上でもっとも望ましいものである。体系的な履修のあり方と教員の授業

担当時間数の負担問題などを勘案して、このカリキュラムの基本的枠組みを損なうことなく、関連科目

の統廃合などによるスリム化を図る予定である。また、相対評価による成績評価のあり方を再検討し、

絶対評価を加味した相対評価による成績評価の導入を試みる予定である。 
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01 教育目的 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

121 大学院要覧 2007 p.202 会計専門職専攻の理念・目的・教育目標 S01 

122 学生の手引き p.4 アカウンティングスクールのカリキュラム概要 S02 

123 入学試験要項 2007 p.12,18 学生募集趣旨 S06 

124 シラバス S03 
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02 教育内容 

第２章 教育内容 

2-1 教育内容 

2-1-1 

教育課程が、社会的期待を反映し、理想とする会計職業人を養成する目的を実現することに資

するものであること｡ 

 

解釈指針 2-1-1-1 

会計大学院は、その目的のひとつに公認会計士養成があげられるが、社会からはより広範な期待が寄せられている

ことをふまえ、各会計大学院が創意工夫のうえ、教育課程を編成する｡ 

教育課程は、会計職業人の理想像を明確にし、その養成にふさわしい教育内容をもとに編成する｡ 

 

□教育上の理念・目的、養成しようとする職業的会計人像等の明文化された冊子などの該当箇所（研究科概要、入

学者選抜要項、ウェブサイト等の抜粋） 

□開講授業科目一覧 

□シラバスの授業計画、科目概要など授業内容を示した箇所 

□基礎となる学部のカリキュラム及びコース編成が把握できる資料 

 

 

＜現状の説明＞ 

2-1-1 

1. 実務家教員との連携 

実務家教員と研究者教員がカリキュラムの立案に関わることにより、実務家教員が一部にコア科目

やベーシック科目を担当し、研究者教員が実践的なアドバンスト科目を担当するなど講義内容につい

ての連携がとられている。 

2. 教育課程 

カリキュラムに関して、開設時より以下のような目標を設定している。 

①開設に向けて準備してきたカリキュラムを円滑に運営する。 

本研究科のカリキュラムの特徴であるコア、ベーシック及びアドバンストの３つの科目群の段階

に沿って履修するというモデルの運営を円滑化するために、新入生に対する履修指導、学期ごとの

履修指導の時間を設けて、学生が学習の達成度に応じた履修モデルを組めるようにサポートを行う。 

また、インターネット上でシラバスを事前に公開するなどして、学生の履修科目の登録が十分な

事前知識の下に行えるような支援も行う。 

これとは別に教務学生委員が個別の相談を受け付けることで、履修科目等についてのきめ細かい

説明を行い、学生が十分にカリキュラムと授業内容を理解した上で授業を履修することができるよ

う、教員とのコミュニケーションを促進する。 

教員に対しては授業で利用される配布資料の準備などを教務補佐が当たる。今後、実習が行われ

る科目では授業を補佐する TAの用意などの検討を行う。 
②カリキュラムに関する委員会を研究科内に設け、不断に検討を行って改善を図る。 

本研究科には全教員が参加するカリキュラム委員会が設けられており、カリキュラムの検討を行

い、適宜カリキュラムの修正を行う。 

また、受講生の多い科目のクラス数の増加を実施するなど、積極的に改善案を取り入れる。 
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02 教育内容 

＜点検・評価＞ 

解釈指針 2-1-1-1 

開設時に設定した目標（①開設に向けて準備してきたカリキュラムを円滑に運営する、②カリキュラ

ムに関する委員会を研究科内に設け、不断に検討を行って改善を図る）はいずれも、基本的に十分に展

開してきたと思われる。とくに、会計専門職専攻が提供するカリキュラムについては、2007 年度より、

①公認会計士養成、②企業経理財務担当者養成及び③地方自治体会計・行政経営専門職養成という 3つ

の目的に沿って体系的に履修できるように、コース制を導入し、併せてプログラム名も設けた。公認会

計士養成プログラムと企業経理財務担当者養成プログラムからなる「企業会計コース」と、地方自治体

会計・行政経営専門職養成プログラムからなる「自治体会計コース」である。企業会計コースは、本学

のスクールモットーである「Mastery for Service」（奉仕のための練達）のスピリットを持ち、国際経
済社会の健全な発展に寄与する高い会計倫理観を持った職業会計人を養成すると同時に、会計に関する

国際的な教育水準に従って、グローバルな視野を持った世界に貢献し得る職業会計人や企業経理財務担

当者を養成することを目的としている。自治体会計コースは、2005 年度と 2006 年度に獲得した専門職

大学院形成支援のための補助金によるプロジェクトの研究成果を踏まえて、地方自治体改革に貢献する

自治体職員、地方公務員志望者、公認会計士、税理士及びコンサルタントの養成を目的としている。 

養成する職業会計人像が「建学の精神に基づく高い職業倫理を持った職業会計人の養成」と「国際的

な水準で、世界に貢献し得る職業会計人の養成」にあることから、「会計倫理」と「国際会計」の２科

目をコア必修とするカリキュラムに改め、コア科目・ベーシック科目・アドバンスト科目の各科目群を

より体系的に履修できるように改善した。 

 

＜今後の方策＞ 

点検・評価でも述べたように、開設時に設定した２つの目標については、十分に展開してきたとの認

識を持ち、2007 年度から２コース・３プログラム制を導入したところである。このうち、第一に、公認

会計士養成プログラムについては、同試験の合格を目的とすることはもとより、「高い職業倫理」と「国

際性」が学生教育のキーワードになってくることから、既存科目である会計倫理と国際会計における教

育の徹底が求められるところである。第二に、企業経理担当者養成プログラムでは、2007 年度からアド

バンスト科目を中心に充実を図ってきたところであるが、さらに、今後は、「公認内部監査人」資格の

取得を同プログラムにおける具体的な目的のひとつに掲げて、さらに体系的な教育内容としていく。第

三に、自治体会計・行政経営専門職プログラムは、会計専門職大学院では全国唯一のコース設定である

ことから、地方自治体職員の関心が高まっているところである。2007 年度に設定した科目構成の評価も

高く、今後も、その評価に応えるべく、理論学習と実践演習のバランスを図っていく。 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

211 大学院要覧 2007 p.202 会計専門職専攻の理念・目的・教育目標 S01 
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02 教育内容 

2-1-2 

次の各号に掲げる授業科目群からの履修により、段階的な教育課程が編成されていること｡ 

(1)基本科目 

(2)発展科目 

(3)応用･実践科目 

 

解釈指針 2-1-2-1 

基本科目は、会計並びに関連諸科目についての学部レベルでの知識を確認するとともに、会計職業人として最低限

必要とされる知識を教育することを目的とする｡ 

会計分野(財務会計、管理会計、監査)、経済経営分野、IT 分野、法律分野等の各分野について、基本的な授業科

目を複数配置し、これらのうちの主要なものについては選択必修科目とすることが望まれる｡ 

解釈指針 2-1-2-2 

発展科目は、基本科目に配置された授業科目を履修していること、あるいはそれらの知識があることを前提として、

国際的に通用する会計職業人としての必要な知識を教育することを目的とする｡ 

基本科目の各授業科目に接続して発展的に授業科目を配置するとともに基本科目にない専門科目についても複数

の科目を配置する｡これらの授業科目については、各会計大学院の目標等に応じて、選択必修科目とすることが望

まれる｡ 

解釈指針 2-1-2-3 

応用･実践科目は、会計職業人としての最先端の知識を教育するための授業科目を配置するとともに、会計専門職

業の現場で典型的な判断･事例等をシミュレートした教育手法を取り入れ、独自の判断力、論理的な思考力を養成

することを目的とする｡会計倫理や監査判断等については、事例研究、ディベート、実地調査等の教育手法を取り

入れる。 

これらの授業科目については、各会計大学院が創意工夫して開設することとする｡ 

解釈指針 2-1-2-4 

それぞれの実質的内容に応じて、各授業科目が各授業科目群に適切に配置されていること｡ 

 

□開講授業科目一覧 

□シラバスの授業計画、科目概要など授業内容を示した箇所 

 

＜現状の説明＞ 

2-1-2 

1. 会計専門職専攻のカリキュラムは、「コア科目群」、「ベーシック科目群」、「アドバンスト科目群」 

３つの段階の科目群から構成されている。各科目群の概要は次のとおりである。 

①コア科目群 

コア科目群は、公認会計士等の職業会計人に求められる資質・能力を修得するために必要不可欠な

基礎的知識を学ぶための、基本科目群である。 

【2005・2006 年度入学生】 

コア科目群のうち、「簿記」、「財務会計論」、「管理会計論」、「原価計算論」、「会計倫理」、「監査

論」及び「企業法」（計 14 単位）は必修科目である。 

【2007 年度入学生】 

コア科目群のうち、「国際会計論」と「会計倫理」（計４単位）は必修科目である。なお、地方自

治体会計・行政経営専門職養成プログラムを選択する学生は、申請により「国際会計論」を「国際

公会計論」と読み替えることができる。 

②ベーシック科目群 

ベーシック科目群は、コア科目群の科目を修得した後、アドバンスト科目群の科目を学ぶための基

礎となる科目であり、会計を学習する上で基幹となる科目群である。 

③アドバンスト科目群 
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02 教育内容 

アドバンスト科目群は、コア科目群とベーシック科目群の科目を学習した後、会計の学習を展開・

発展させる科目群である。職業会計人として求められるリサーチ能力、文書作成能力やプレゼンテ

ーション能力を高めるために、財務会計、管理会計、監査及び企業法の分野においては、研究リポ

ートの提出を含む課題研究を置いている。 

 

 

 

- 12 -



02 教育内容 

 

アカウンティングスクール（会計専門職専攻）教育課程表 

＜２００５・２００６年度入学生用＞ 

コア科目群 ベーシック科目群 アドバンスト科目群  

分野 

必修 必修 

修得必要単位数 
選択必修 選択必修 

修得必要単位数 

選択 

修得必要単位数 

財務会計 簿記（２） 

財務会計論（２） 

 

４単位 

簿記原理（２） 

簿記基礎（２） 

財務会計基礎（２） 

 

簿記応用（２） 

会計基準論（２） 

●国際会計論（２） 

国際会計基準論(２) 

●英文会計（２） 

連結財務諸表論（２） 

会計制度論＜ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ論＞（２） 

公会計論（２） 

 

簿記実践       (２) ●会社法会計論＜商法会計論＞(２) 米国会計基準論    (２)  

アジア会計論     (２) 中小会社会計論    (２) 環境会計論      (２)  

企業評価論      (２) 税効果会計      (２)  

地方自治体財務会計論＜地方自治体会計論＞(２)  地方公営企業会計論＜公営企業会計論＞(２) 

非営利法人会計論   (２) ※地方自治体予算管理論＜政府会計論＞(２)  

●国際公会計論    (２) 簿記課題研究     (４) 財務会計課題研究   (４)  

公会計課題研究    (４) 企業内容開示論    (２) 

 

 

 

８単位 

 

 

管理会計 管理会計論（２） 

原価計算論（２） 

 ４単位 

管理会計基礎（２） 

原価計算基礎（２） 

予算管理論(２) 

コストマネジメント(２) 

財務分析(２)  

意思決定会計論    (２) 業績評価会計論    (２) 会計情報システム   (２)  

米国管理会計論    (２) 地方自治体原価計算論 (２)  

地方自治体管理会計論＜公管理会計論＞(２)        地方自治体財務分析  (２) 

原価計算演習     (２) 管理会計課題研究   (４) 原価計算課題研究   (４) 

 

４単位 

監査 会計倫理（２） 

監査論（２） ４単位 

 監査制度論(２) 

監査基準論(２） 

 

監査実施論      (２) 内部統制論      (２) 監査報告書論     (２)  

システム監査     (２) 監査役監査      (２) 米国監査論      (２)  

地方自治体監査論＜公監査論＞(２) 行政評価論   (２)  監査課題研究    (４) 

４単位 

経済・経営 

 

  

 

経営学（２） 

経済学（２） 

財政学（２） 

統計学（２） 

ファイナンス（２） 

経営管理論（２） 

経営財務論（２） 

●地方自治体情報ｼｽﾃﾑ＜情報ｼｽﾃﾑ＞（２）

行政経営論（２） 

 

地方財政論      (２) ●経済政策      (２) 金融機関経営     (２)  

企業ファイナンス   (２)  

経営戦略       (２) 組織管理       (２) 国際比較経営     (２) 

ＮＰＯマネジメント  (２) コーポレート・ガバナンス(２) 地方自治体ファイナンス(２)  

経営財務詳説     (２) 地方自治体ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ  (２) 行政経営事例研究   (２)  

地方自治体人事管理論 (２) 海外行政経営事情   (２) 地方自治体人材開発論 (２)  

４単位 

企業法 企業法（２） 

２単位 

租税法基礎（２） 

法人税法（２） 

民法（２） 

商法（２） 

会社法（２） 

金融商品取引法＜証券取引法＞（２） 

租税法実務（２） 

米国会社法      (２) 倒産処理法      (２) 知的財産権法     (２)  

信託法        (２) 税務会計       (２) 税務申告実務＜法人税演習＞(２)  

米国租税法実務    (２) 租税法課題研究    (４) 企業法課題研究    (４)  

企業法詳説      (２) 租税法事例研究    (２) 会社法事例研究    (２)  

地方税実務      (２)  

４単位 

実践研究     

 

 

●※ビジネスコミュニケーション(２)  会計実践演習  (２)  監査実践演習    (２) 

※財務会計事例研究   (２) ※管理会計事例研究   (２) ※公会計事例研究   (２) 

※監査事例研究     (２) ※経済学詳説＜経済学事例研究＞(２)  

※経営管理詳説＜経営学事例研究＞(２)  ※企業法要説＜企業法事例研究＞(２) 

 

 

 

 

コア科目、 

ベーシック科目、 

アドバンスト科目 

から選択 

 

１０単位 

 

小計 １４単位 ２４単位 
１０単位 

合計 ４８単位 

○○○○(2)→科目追加     2007年度から追加となる科目。2005･2006年度入学生が履修した場合、＜2005・2006年度入学生用教育課程表＞に従い該当する科目群、分野にて修了必要単位にカウントする。 
○○○○＜旧科目名＞(2)→科目名称変更 2006年度以前に＜旧科目名＞で修得した科目、2007年度以降に新科目名で修得した科目は、いずれも＜2005・2006年度入学生用教育課程表＞に従い該当する科目群、分野にて修了必要単位にカウントする。 
○○○○(2)→科目廃止     2006年度以前に修得している場合は、＜2005・2006年度入学生用教育課程表＞に従い該当する科目群、分野にて修了必要単位にカウントする。 
科目名の前の●      2007年度入学生用教育課程表、2007年度時間割・シラバス等では、科目群が変更になっているが、2005・2006年度入学生は、＜2005・2006年度入学生用教育課程表＞の科目群・分野を適用する。 
科目名の前の※      2007年度入学生用教育課程表、2007年度時間割・シラバス等では、分野が変更になっているが、2005・2006年度入学生は、＜2005・2006年度入学生用教育課程表＞の科目群・分野を適用する。
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02 教育内容 

 

アカウンティングスクール（会計専門職専攻）教育課程表 

＜２００７年度入学生用＞ 

コア科目群 ベーシック科目群 アドバンスト科目群  

分野 
必修 選択必修 選択必修 必修・選択必修

修得必要単位数

選択 

修得必要単位数 

財務会計 国際会計論（２） 簿記原理（２） 

簿記基礎（２） 

簿記（２） 

財務会計基礎（２） 

財務会計論（２） 

 

簿記応用（２） 

会計基準論（２） 

国際会計基準論(２) 

連結財務諸表論（２） 

会計制度論（２） 

国際公会計論（２） 

会社法会計論 (２) 

公会計論（２） 

 

簿記実践       (２) 英文会計        (２) 中小会社会計論    (２) 

環境会計論      (２) 企業評価論      (２) 地方自治体財務会計論 (２) 

地方公営企業会計論  (２) 非営利法人会計論   (２) 簿記課題研究     (４) 

財務会計課題研究   (４) 公会計課題研究    (４)  財務会計事例研究   (２)  

公会計事例研究    (２) 企業内容開示論    (２) 

 

１２単位 

 

管理会計  管理会計基礎（２） 

管理会計論（２） 

原価計算基礎（２） 

原価計算論（２） 

 

予算管理論(２) 

コストマネジメント(２) 

財務分析(２) 

 

 

 

意思決定会計論    (２) 業績評価会計論    (２) 会計情報システム   (２)  

地方自治体原価計算論  (２) 地方自治体管理会計論 (２) 地方自治体予算管理論 (２)  

地方自治体財務分析  (２) 管理会計課題研究   (４) 原価計算課題研究   (４)  

管理会計事例研究   (２)  

 

８単位 

監査 会計倫理（２） 監査論（２） 監査制度論(２) 

監査基準論(２） 

 

内部統制論      (２) システム監査     (２) 監査役監査      (２)   

地方自治体監査論   (２) 行政評価論      (２) 監査課題研究     (４) 

監査事例研究     (２)  

 

８単位 

経済・経営 

 

 経済学（２） 

経営学（２） 

 

経済政策 (２) 

財政学（２） 

統計学（２） 

ファイナンス（２） 

経営管理論（２） 

経営財務論（２） 

ビジネスコミュニケーション(２) 

行政経営論（２） 

 

地方財政論         (２) 経済学詳説       (２) 金融機関経営           (２) 

企業ファイナンス     (２) 経営戦略        (２)  組織管理               (２)

国際比較経営        (２) ＮＰＯマネジメント   (２)  コーポレート・ガバナンス  (２)

経営管理詳説       (２) 経営財務詳説     (２)  地方自治体ファイナンス   (２)

地方自治体情報システム  (２)  地方自治体マーケティング (２) 

行政経営事例研究     (２) 地方自治体人事管理論 (２)  海外行政経営事情      (２)

地方自治体人材開発論   (２) 

４単位 

企業法  企業法（２） 

租税法基礎（２） 

法人税法（２） 

民法（２） 

商法（２） 

会社法（２） 

金融商品取引法（２） 

租税法実務（２） 

倒産処理法      (２) 知的財産権法     (２) 信託法        (２) 

企業法要説      (２) 税務申告実務     (２) 租税法課題研究    (４) 

企業法課題研究    (４) 企業法詳説      (２) 租税法事例研究    (２) 

会社法事例研究    (２) 地方税実務      (２)  

６単位 

 

 

コア科目、 

ベーシック科目、 

アドバンスト科目、 

他専攻科目、 

他研究科科目から選択 

 

１０単位 

４単位 １０単位 ２４単位 

小計 

 

３８単位 １０単位 

合計 ４８単位 
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02 教育内容 

2. 会計専門職専攻における授業方式は、講義、演習、ケーススタディ、グループワーク、個人指導及

びグループ指導など、様々な方式の組み合わせにより行う。そのいずれの方式においても、徹底した

少人数教育を実施する。双方向的、多方向的で密度の高い授業を展開するため、クラス規模をできる

だけ少人数となるよう、一つの科目を複数クラス開講する。 

3. 高い職業倫理を養成するため、本学のチャペルアワー等のキリスト教主義教育活動を学生生活に取

り入れると共に、「会計倫理」を必修科目とする。 

4. 会計専門職専攻においては、学生の成績評価を厳密に行う。成績評価に際して次のような原則を設

ける。 

①全科目において定期試験（筆記試験またはレポート）を実施する。 

②コア科目群とベーシック科目群の科目は、経営戦略専攻との合併科目を除き、原則として筆記試験

を行う。 

③定期試験のみで成績評価をしない。出席状況、課題への対応、小テスト及び授業への取り組みとい

ったことを含めて総合的な評価を行う。 

④シラバスで成績評価の基準を明確にする。 

また、成績評価の結果を次のとおり表記する。 

①合格は、「A＋、A、B＋、B、C＋、C」の６段階評価とし、不合格は「F」とする。 
②コア科目、ベーシック科目は相対評価とする。アドバンスト科目は絶対評価とし、１クラスにおけ

る各評価段階（A＋～F）の割合を原則として定める。 
5. 修了要件を、２年以上在学し、48 単位以上を修得することとする。 

ただし、入学時の申請により、修業年限や在学期間を短縮することができる。 

6. 会計専門職専攻の学生は、国内外の大学の学部からの進学者を中心に受け入れ、修了後は主に監査

法人、公認会計士事務所及び民間企業等へ就職していくことになる。したがって、本専攻の修了者は、

就職時に専門職業人として高い実践的能力を必要とされる。この能力は、本専攻の教育課程の中で養

成されるのであるが、加えてより高い実践能力を卒業までに身につけさせるため、ビジネス・インタ

ーンシップを取り入れる。本専攻の学生にはこのビジネスの実習体験を受けることを奨励し、本専攻

の教育課程から得られる会計の能力・技術を、実際にビジネス社会において実践し、実習体験から得

られる経験や知識を吸収して、自己の職業会計人としての能力や技術を向上させる機会とする。本学

では、2004 年度(平成 16 年度)から、大学院にインターンシップ制度が導入されている。会計専門職

専攻は、この制度に則り実施する。 

 

＜点検・評価＞ 

解釈指針 2-1-2-1～2-1-2-4 

コア科目群、ベーシック科目群及びアドバンスト科目群の科目配置について、毎学期ごとに、学生と

教員に対して行う授業アンケート及び毎月１～２回開催している専攻教員会議における意見交換では、

第一に、公認会計士試験受験科目において、基礎から応用、実践についての目標設定が、関係する教員

間で相互理解がなされていることが確認されている。特に、計算科目である簿記、原価計算及び管理会

計については、全くの初学者から当該試験受験相応のレベルまで３段階で十分に対応できていることは、

2006 年度、2007 年度における公認会計士試験の結果を見ても理解できるところである。第二に、公認

会計士試験以外の科目では、ケーススタディか、理論か、という科目の性質、企業会計に関する科目か、

公会計に関する科目かによって、３つの科目群によって目指す目標値は異なっているため、単一の判断
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基準では評価できないが、科目の難易度と応用性へのステップアップという２つの観点からは、一定の

目標達成ができたと考えられる。すなわち、シラバスと授業アンケートでは、コア科目群とベーシック

科目群の科目では理論を講義形式で、アドバンスト科目群の科目では、ケーススタディ等による実践演

習を中心としていることが確認できた。2007 年度から設けられた２コース・３プログラムでは、特に、

３つの科目群の配置が体系的になり、学生にとっても、自らの目標達成に向けた履修計画が容易になっ

てきている。 

こうした評価ができる一方で、企業会計コースにおける公認会計士養成プログラムにおいては、初学

者への十分な配慮をしているものの、同試験短答式合格者などとの入学時の格差は大きく、コア科目群

とベーシック科目群の科目で相対評価をするために、こうした入学時の実力格差が成績評価に反映され

てしまい、初学者にとっては、自らの実力の進化を測りにくい点も否めない。 

 

＜今後の方策＞ 

 入学時の学力差は認められるものの、入学後の学生自身の努力によって、初学者であっても公認会計

士試験の合格は可能なことを、2006 年度と 2007 年度の試験実績では示されたところである。一方で、

在学中に、同資格の受験を諦め、企業財務経理の知識の習得へと向かう学生も存在する。前項の記述で

言う公認会計士養成プログラムから企業経理担当者養成プログラムへの転向であるが、こうした転向に

おいても、学習成果が上がるよう、すなわち、目指すところである「建学の精神に基づく高い職業倫理

を持ち」、「国際的な水準で世界に貢献し得る」職業会計人の養成ができるよう、企業経理担当者養成プ

ログラムの充実が求められるところである。また、求める職業会計人像は、理論の習得にとどまらず、

高い実践能力が備わっているべきであるという認識から、大学院インターンシップの活用など、実践性

を強化すべきであろう。 

 前項の記述も含め、教育内容の充実については、学生からのフィードバックや教員の自己評価はもと

より、進路先などの関係者の意見も重視すべきである。今後は、進路先の関係者に対して、アンケート

による調査・聴き取り調査、さらに、修了生自身へのアンケート・聴き取り調査を実施する必要がある。 

 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

212 大学院要覧 2007 p.209 授業科目一覧：授業実施要綱 S01 

213 シラバス S03 

214 学生の手引き p.11,12 アカウンティングスクール教育課程表（文中） S02 

215 履修パターン（3-3-1 文中） D03 

 

以上 
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第 3 章 教育方法 

3-1 授業を行う学生数 

3-1-1 

会計大学院においては、少人数による双方向的又は多方向的な密度の高い教育が行われなければ

ならないことが基本であることにかんがみ、一の授業科目について同時に授業を行う学生数が、

この観点から適切な規模に維持されていること｡ 

解釈指針 3-1-1-1 

会計大学院においては、すべての授業科目について、当該授業科目の性質及び教育課程上の位置付けにかんがみて、

基準 3-1-1 に適合する数の学生に対して授業が行われていること｡ 

解釈指針 3-1-1-2 

基準 3-1-1 にいう｢学生数｣とは、実際に当該授業を履修する者全員の数を指し、次に掲げる者を含む｡ 

(1)当該授業科目を再履修している者｡ 

(2)当該授業科目の履修を認められている他専攻の学生、他研究科の学生(以下、合わせて｢他専攻等の学生｣と

いう。)及び科目等履修生｡ 

解釈指針 3-1-1-3 

他専攻等の学生又は科目等履修生による会計大学院の授業科目の履修は、当該授業科目の性質等に照らして適切な

場合に限られていること｡ 

□開講授業科目一覧 

＜現状の説明＞ 

3-1-1 

1. 少人数教育の実践 

公認会計士試験の基礎固めに中心となるコア科目群（年４回）及びベーシック科目群（年２回）に

ついては、複数回の開講を昼間時間帯及び夜間時間帯（土曜日を含む）に配置している。公認会計士

試験への応用的対応や会計事務への専門的対応を習得するアドバンスト科目群を中心に多数（60 科

目：2007 年度）の科目を配置している。 

ただし、社会人学生の時間の制約もあり、夜間時間帯（土曜日を含む）の授業には、一部、多人数

のクラスがある。また、アドバンスト科目群については１クラスの開設のため、一部多人数の科目が

ある。夜間の授業は基本的に社会人を対象としているが、社会人でない者も同じく６限と７限の夜間

授業を受けてよいことにしている。 

クラス別平均受講人数は、全体として 17.2 人（2005 年度～2007 年度）となっている。科目群別の

学生数は次のとおりである。 

２００５－２００７年度　科目群別　平均履修者数

平均 / 履修者数 科目群
開講年度 コア科目 ベーシック科目 アドバンスト科目 総平均
2005 23.81 14.37 5.50 12.56
2006 27.20 18.88 14.14 18.82
2007 29.51 17.06 12.20 19.07

総平均 27.31 16.92 10.91 17.15  

２００５－２００７年度　科目群別授業科目数

授業科目数 科目群
開講年度 コア科目 ベーシック科目 アドバンスト科目 総計
2005 32 35 60 127
2006 41 42 74 157
2007 53 50 66 169
総計 126 127 200 453  

教員が予め時間と場所を指定しておき、指定時間内であれば当該指定の場所に教員が在室する「オ
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フィスアワー」の制度を設けることで、学生は自由に教員に相談することができるようにしている。

このオフィスアワーの制度に加えて、就学上の疑問点や悩みなどの相談を受けて、「担当教員制」を

導入している。担当教員は、学生の希望により決定し、さらに、毎年度変更できるようにしており、

学生の要望・疑問に適時適切に対応できるようにしている。 

2. 他専攻学生、他研究科生及び科目等履修生の履修 

2007 年度の他専攻学生、他研究科生及び科目等履修生の状況は、次のとおりである。 

2005-2007年度　他専攻生　科目群別延べ履修者数

データの個数 / 学生番号 科目群
履修年度 コア科目 ベーシック科目 アドバンスト科目 総計
2005 8 6 6 20
2006 11 14 6 31
2007 4 7 2 13
総計 23 27 14 64  

2005-2007年度　他研究科生　科目群別延べ履修者数

合計 / 合計 科目群
開講年度 コア科目 ベーシック科目 アドバンスト科目 総計
2005 3 3
2006 6 1 7 14
総計 6 1 10 17
※2007年度は履修者なし  

2005-2007年度　科目等履修生　科目群別延べ履修者数

データの個数 / 学生番号 科目群
履修年度 コア科目 ベーシック科目 アドバンスト科目 総計
2005 12 6 9 27
2006 15 4 2 21
2007 9 2 5 16
総計 36 12 16 64  

 

＜点検・評価＞ 

3-1-1 

 「コア科目」は、基礎的な知識を学ぶための科目であり、講義形式の授業が中心となる。上記データ

より、科目当たりの平均履修者数は 27.3 人であり、講義形式の授業としては、密度の濃い教育を行う

うえで支障のない規模であるといえよう。受講者数が 50 名を超える講義も一部には存在しているが、

授業アンケートなどを見る限り学生から深刻な不満等は寄せられておらず、現在のところは、講義形式

の授業としては問題のない規模だと考えている。 

 「ベーシック科目」は、「コア科目」と連続しての履修が望まれる科目、または、「コア科目」の知識

を基礎としてより高いレベルの知識を得るための講義である。上記データによれば、講義当たりの平均

受講者数は 16.9 人であり、「コア科目」に比べるとより少ない受講者数で実施されているということが

わかる。やはり講義形式の授業が中心であり、密度の高い教育を行うために適切なクラスサイズが維持

されている。 

 「アドバンスト科目」は、「コア科目」や「ベーシック科目」で学んだ知識が実際の場面でどのよう

に利用されているかを学ぶことを目的としており、ディスカッションや事例研究を多用する科目である。

平均受講者数は 10.9 人であり、双方向のコミュニケーションが十分に確保できる少人数による教育が

行われている。 

 以上のデータより、2005 年度から 2007 年度前期までに開講された講義の全体としての平均受講人数
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は 17.2 人となっており、この受講者数は密度の高い講義を行える範囲にあると考えられるので、少人

数教育は適切に実践されているといえる。なお、他専攻生履修については、実態としても平均 0.14 人、

科目等履修についても平均 0.14 人に過ぎないため、全体的にも各科目個別的にも、クラスサイズは会

計専門職専攻の各科目の性質に照らして適切な範囲内にあると考えられる。 

 

解釈指針 3-1-1-1 

 「コア科目」・「ベーシック科目」は講義形式の授業が中心であり、講義形式の授業としては十分密度

の高い講義を行えるクラスサイズで授業が行われている。また「アドバンスト科目」については、教員

－学生間の双方向コミュニケーションが確保され得る少人数教育が実施されている。 

 

解釈指針 3-1-1-2 

(1) について 

相対評価の対象であるコア科目・ベーシック科目においては、原則として不合格者の割合をクラス

毎に 10％とするとしているために再履修者数は比較的少数に留まる。 

(2)について 

上記のデータからわかるように、通算ベースでは、他専攻等の学生の履修者は科目当たりわずか

0.32 人に過ぎないため、本会計大学院開講科目の受講者のほとんどは会計大学院の学生であるという

ことがわかる。 

 

解釈指針 3-1-1-3 

 関西学院大学経営戦略研究科には、経営戦略専攻（ビジネススクール）と会計専門職専攻（会計大学

院）の２専攻があり、会計大学院の学生は経営戦略専攻ならびに商学研究科等の他研究科で開講されて

いる科目を 10 単位まで修了単位に含めることができる（専門職大学院学則第 19 条第２項）が、経営戦

略専攻は同様の措置は取っておらず、他研究科生の本会計大学院開講科目の履修も所属研究科に同種の

講義がない場合に限られていることが、上記の他専攻等の学生の履修が少ないことの背景にある。その

ため現状では、他専攻等の学生の履修が大幅に増加する可能性は低いと思われる。 

 

＜今後の方策＞ 

・受講者数が 50 名を超える科目が複数報告されているので、受講生が多いクラスには TAの配置や、ク
ラスの分割、クラス指定を検討したい。 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

311 2005-2007 年度科目群別平均履修者数（文中） D04 

312 2005-2007 年度科目群別授業科目数（文中） D05 

313 
2005-2007 年度他専攻生科目群別延べ履修者数（文中） 

2005-2007 年度他研究科生科目群別延べ履修者数（文中） 
D06 

314 2005-2007 年度科目等履修生科目群別延べ履修者数（文中） D07 

315 大学院要覧 2007 p.209 開講科目一覧 S01 

316 大学院要覧 2007 p.250 専門職大学院学則第 17 条第 2項 S01 
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3-2 授業の方法 

3-2-1 

会計大学院における授業は、次に掲げる事項を考慮したものであること｡ 

(1)専門的な会計知識を確実に修得させるとともに、事実に即して具体的な問題を解決していく

ために必要な分析能力及び議論の能力、会計判断を関係当事者に正しく伝える能力その他の会

計職業人として必要な能力を育成するために、授業科目の性質に応じた適切な方法がとられて

いること。 

(2)１年間の授業の計画、各授業科目における授業の内容及び方法、成績評価の基準と方法があ

らかじめ学生に周知されていること｡ 

(3)授業の効果を十分にあげられるよう、授業時間外における学習を充実させるための措置が講

じられていること｡ 

解釈指針 3-2-1-1 

｢専門的な会計知識｣とは、当該授業科目において会計職業人として一般に必要と考えられる水準及び範囲の会計知

識をいうものとする｡ 

解釈指針 3-2-1-2 

｢事実に即して具体的な問題を解決していくために必要な分析能力及び議論の能力、会計判断を関係当事者に正し

く伝える能力その他の会計職業人として必要な能力｣とは、具体的事例に的確に対応することのできる能力をいう

ものとする｡ 

解釈指針 3-2-1-3 

｢授業科目の性質に応じた適切な方法｣とは、各授業科目の目的を効果的に達成するため、少人数による双方向的又

は多方向的な討論(教員と学生の間、又は学生相互の間において、質疑応答や討論が行われていることをいう。)、

実地調査、事例研究その他の方法であって、適切な教材等を用いて行われるものをいうものとする｡ 

応用･実践科目については、とりわけ双方向的又は多方向的な討論を通じた授業が、確実に実施されていること｡ 

解釈指針 3-2-1-4 

学生が事前事後の学習を効果的に行うための適切な具体的措置としては、次に掲げるものが考えられる｡ 

(1)授業時間割が学生の自習時間を十分に考慮したものであること｡ 

(2)関係資料が配布され、予習事項等が事前に周知されていること｡ 

(3)予習又は復習に関して、教員による適切な指示がなされていること｡ 

(4)授業時間外の自習が可能となるよう、第 10 章の各基準に適合する自習室スペースや教材、データベース等

の施設、設備及び図書が備えられていること｡ 

解釈指針 3-2-1-5(集中講義を実施する場合のみ) 

集中講義を実施する場合には、授業時間外の学習に必要な時間が確保されるように配慮されていること｡ 

□開講授業科目一覧 

□シラバスの授業計画、科目概要など授業内容を示した箇所 

□授業時間割表 

□予習・復習のために配布した資料等 

 

 

＜現状の説明＞ 

3-2-1 (1)：授業方法 

授業方式は、講義、演習、ケーススタディ、グループワーク、個人指導及びグループ指導など、様々

な方式の組み合わせにより行っている。レジュメのスライド表示、PC による演習及び学生によるプレ
ゼンテーション等は、一部の授業で利用している。 

 コア科目群においては、基礎的な能力を涵養するために講義を中心とした方法により授業を行ってい

る。これを踏まえ、ベーシック科目群においては、理論と実践の橋渡しとなるよう、講義に演習を加味

した授業を行っている。アドバンスト科目群においては、会計専門職として必要とされるトータルな能

力を磨くため、講義、演習に加え、ケーススタディ、プレゼンテーション、ディスカッション及びグル

ープワークという双方向的な要素を取り入れた授業を展開している。ただし、いわゆる論文作成指導の

- 20 -



03 教育方法 

ような個人指導を行う開設科目はない。 

 なお、テキストを指定するだけでなく、教員が独自に作成したレジュメに基づいて行われている授業

もある。この場合、ネット上の授業連絡ボードにレジュメ等の資料を事前にアップし、予習に支障がで

ないように配慮しているものが多い。 

 

3-2-1 (2)：学生への周知 

１年間の授業の計画、各授業科目における授業の内容及び方法、成績評価の基準と方法については、

Web上のシラバスで、学生の履修科目選択に際して常時確認できる他、各講義の最初に各担当教員から
説明されている。 

 Webシラバスで開示されている記載事項は、①講義目的、②各回の授業内容、③授業方法、④教科書、
⑤参考文献、⑥成績評価方法・基準、⑦学生による授業評価の方法、⑧準備学習等についての具体的な

指示及び他の科目との関連などとなっている。宿題、Reading Assignmentsの詳細の記載は、シラバス
の要件とはなっていない。 

 

3-2-1 (3)：授業外学習 

成績評価が定期試験に偏らないことを前提にしていることからも、事前にシラバスによって定期試験

外の成績評価への配点・評価基準を示して、授業中の小テスト、レポートやプレゼンテーションを課し

ている授業が多い。学生へは、これらの準備として、授業外学習へのインセンティブを与えている。 

 

＜点検・評価＞ 

解釈指針 3-2-1-1 

 会計領域で開講されている科目は 56 科目であり、その内訳は「コア科目群」12 科目、「ベーシック科

目群」13 科目及び「アドバンスト科目群」31 科目である。 

「コア科目群」には、会計の基礎知識がない学生を対象とした基礎科目が含まれている。「ベーシッ

ク科目群」には、「コア科目群」から内容的に連続しているものと、「コア科目群」の知識を基礎として

より高いレベルの内容を学ぶための科目とがある。「アドバンスト科目群」は、「コア科目群」と「ベー

シック科目群」で学んだ知識が実務でどのように応用されているのかを学ぶ科目である。 

会計領域の３分野（財務会計、管理会計及び監査）において、質・量の両面において十分な講義が開

講されていることに加え、科目間の段階的な関連もシラバスで明らかにされており、本会計大学院で開

講されている会計関連の科目は、会計職業人として一般に必要と考えられる水準及び範囲を十分にカバ

ーしていると考えて差し支えないと考える。 

 

解釈指針 3-2-1-2 

 当解釈指針における、「事実に即して具体的な問題を解決していくために必要な分析能力及び議論の

能力、会計的判断を関係当事者に正しく伝える能力その他の会計職業人として必要な能力」とは、具体

的事例に的確に対応することができる能力を指すものとされており、本会計大学院の全ての開講科目は

最終的にはこのような能力の養成を目的としていることはいうまでもないが、とりわけ、具体的な事例

について教員と学生、学生同士が密度の高いディスカッションを行い、そのプロセスで分析能力・論理

的思考能力・判断力が養われる事例研究科目が直接的にこの目的に対応している。これらの講義では、

様々なビジネストピックに関してディスカッションが行われるため、ビジネスの場面で必要となるコミ
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ュニケーション能力やプレゼンテーション能力はもちろんのこと、議論を行うための能力も身につける

ことができる。本会計大学院では、事例研究科目を６科目開講している。 

 

解釈指針 3-2-1-3 

 事例研究については、（解釈指針 3－2－1－2）で述べたとおりであり、教員と学生、学生同士という、

双方向的・多方向的な議論が行われている。 

 

解釈指針 3-2-1-4 

 以下では(1)から(4)の例示について、会計専門職専攻の現状を説明する。 

(1)について 

本会計大学院ではクラス指定を行っていないため、学生は履修科目登録単位数の範囲内であれば自由

に科目と履修順序を選ぶことができるが、会計領域の科目等で頻繁に宿題・課題等が求められるものが

多いため（シラバス参照）、担当教員制度を通して、学生から履修相談があった場合は各学生の能力を

考慮しながら、多くの科目を取りすぎないよう指導している。 

(2)について 

本会計大学院では、履修生への通達や教材の掲示のためのネット掲示板（パブリック・フォルダ）を

設けており、多くの教員はパブリック・フォルダの科目別掲示板や自身の HPを使って教材を配布して
いる。教材が講義前にアップロードされる場合には、学生は事前に講義資料を読み、準備をすることが

できる。授業の概要はシラバスに記載されているので、学生はシラバスを熟読することにより予習事項

を知ることができる。 

(3)について 

 シラバスには講義概要が記載されているわけなので、学生は第一にシラバスに沿って予習・復習を行

うことができるほか、必要ある場合には教員がパブリック・フォルダの掲示板を使って連絡している。

そもそも、予習・復習は大学院生として当然のことであるから、特にシラバスへの記載は求めていない

が、授業の進展とシラバス記載内容との間にずれが生じる場合などは逐次教員が授業の際に口頭で指示

を出している。 

(4)について 

 この点に関しては第 10 章で詳しく説明しているので、そちらを参照されたい。 

 

解釈指針 3-2-1-5 

 本会計大学院では夏季集中講義及び冬季集中講義が実施されており、これまでに、2005 年度１科目、

2006 年度 12 科目、2007 年度 12 科目が開講された。集中講義の時間割については、学生の授業時間外

の学習に必要な時間を確保するべく、極めて短期間での集中開講を避けるよう教員を指導している。 

 

3-2-1 

 授業は、講義、演習、ケーススタディ、グループワーク、個人指導及びグループ指導など、様々な方

式の組み合わせにより行っており、双方向的、多方向的で密度の高い授業を展開している。（参考まで

に、2006 年度秋学期の授業評価のためのグループインタビュー調査では、議論を交えた身に付く授業の

展開、理論に終始せず実例を交えた分かりやすい授業、リアルタイムな実例を取り上げた分かりやすい

授業といった評価が得られている。） 
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 上記のように、いずれの科目においても、授業の内容・性質に応じた授業法が採用されているほか、 

授業の内容・方法や成績評価の基準・方法が前もって学生に周知されており、授業時間外における学習

を充実させるための措置も講じられている。 

 なお、本会計大学院の集中講義には、一部に１日４コマ以上行われている講義も存在するが、多くが

１日２コマで実施されているため、受講生は授業時間外の学習時間を十分確保できる。 

 

＜今後の方策＞ 

・シラバスには、宿題・Reading Assignmentsの記載が要件とはなっていないので、教員が授業の冒頭
に詳細を記載したシラバス補足事項を別途配付することを検討したい。 

・授業時間外の学習により多くの時間が確保されるようにするために、集中講義のコマ数を原則として

1日２コマとすることを検討したい。 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

321 シラバス S03 

322 時間割 B01 
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3-3 履修科目登録単位数の上限 

3-3-1 

会計大学院における各年次において、学生が履修科目として登録することのできる単位数は、モ

デルカリキュラム等を参考に各会計大学院で適切に設定すること。 

解釈指針 3-3-1-1 

会計大学院の授業においては、授業時間外の事前事後の学習時間が十分に確保される必要があることから、各年次

における履修登録可能な単位数の上限を各会計大学院で適切に設定する｡ 

□履修科目登録に関する規則等 

□履修科目登録の状況の把握できる資料 

 

＜現状の説明＞ 

3-3-1 履修上限科目数 

1. モデルカリキュラム 

本専攻科では、次のコースおよびプログラムを組成しており、それぞれについて標準的な履修モデ

ルを設定してカリキュラム編成を行うとともに、学生に履修計画の参考に供している。 

(1)企業会計コース 

①公認会計士養成プログラム 

②企業経理財務担当者養成プログラム 

(2)自治体会計コース 

③地方自治体会計・行政経営専門職養成プログラム 

各プログラムの履修モデル 

①公認会計士養成プログラム 

分野

国際会計論 財務会計 簿記応用 簿記実践 財務会計課題研究

簿記 会計基準論 連結財務諸表論 簿記課題研究

管理会計論 原価計算論 コストマネジメント 意思決定会計論 原価計算課題研究

業績評価会計論 管理会計課題研究

会計倫理 監査制度論 内部統制論 監査課題研究

監査論 監査基準論

経営学 経営管理論 経営財務論 経営管理詳説 経営財務詳説

経営戦略

経済学 経済政策 経済学詳説

企業法 法人税法 会社法 企業法要説 企業法詳説

租税法基礎 商法 企業法課題研究 租税法課題研究
企業法

コア･ベーシック科目群 アドバンスト科目群

管理会計

監査

経営

経済

財務会計

 

②企業経理財務担当者養成プログラム 

分野

国際会計論 簿記基礎 会社法会計論 英文会計 環境会計論 財務会計事例研究

簿記原理 財務会計基礎 中小会社計論 企業内容開示論 企業評価論

管理会計基礎 原価計算基礎 コストマネジメント 意思決定会計論 会計情報システム

管理会計論 予算管理論 財務分析 業績評価会計論 管理会計事例研究

会計倫理 監査論 内部統制論 監査役監査

システム監査 監査事例研究

経営学 経営管理論 企業ファイナンス コーポレート・ガバナンス

ファイナンス 経営財務論

企業法 法人税法 金融商品取引法 信託法 租税法事例研究

租税法基礎 会社法 租税法実務 税務申告実務 会社法事例研究

財務会計

コア･ベーシック科目群 アドバンスト科目群

管理会計

監査

経営・経済

企業法
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③地方自治体会計・行政経営専門職養成プログラム 

分野

国際公会計論 簿記基礎 公会計論 地方自治体財務会計論 非営利法人会計論 公会計事例研究

簿記原理 財務会計基礎 地方公営企業会計論 公会計課題研究

管理会計論 原価計算基礎 財務分析 地方自治体原価計算論 地方自治体予算管理論

地方自治体管理会計論 地方自治体財務分析

会計倫理 監査論 地方自治体監査論 内部統制論 行政評価論

経済政策 行政経営論 経営管理論 地方財政論 行政経営事例研究

財政学 地方自治体ファイナンス 地方自治体人材開発論

地方自治体情報システム 海外行政経営事情

地方自治体マーケティング 地方自治体人事管理論

企業法 租税法基礎 租税法事例研究 地方税実務

監査

経営・経済

企業法

コア･ベーシック科目群 アドバンスト科目群

財務会計

管理会計

 

これらのプログラムは、修了要件ではなく、学生はそれぞれの目標に応じて履修計画を立てそれに

従って就学している。 

2. 必要修得単位数 

【2005・2006年度入学生】 

必要修得単位数                                （単位）

分野 必修 
（コア科目） 

選択必修 
(コア科目、ベーシック科目、 

アドバンスト科目） 

選択 
(コア科目、ベーシック科目、

アドバンスト科目） 

財務会計 ４単位 ８単位 

管理会計 ４単位 ４単位 

監査 ４単位 ４単位 

経済・経営  ４単位 

企業法 ２単位 ４単位 

実践研究   

 

 

10単位 

 

 

（小計） （14単位） （24単位） （10単位） 

合計 48単位 

 

【2007年度入学生】 

必要修得単位数                                （単位）

分野 必修 
（コア科目） 

選択必修 
（コア科目） 

選択必修 
(ベーシック科目、

アドバンスト科目）

必修・ 

選択必修 

 

（小計） 

選択 
(コア科目、 

ベーシック科目、 

アドバンスト科目、

他専攻科目、 

他研究科科目） 

財務会計 ２単位 10単位 （12単位）

管理会計  ８単位 （８単位）

監査 ２単位 ６単位 （８単位）

経済・経営  ４単位 （４単位）

企業法  ６単位 （６単位）

10単位 

（４単位） （10単位） （24単位） （小計） 

 

（38単位） （10単位） 

合計 48単位 

  

3. 履修単位数制限 

社会人の学生や在学期間中に国家試験を受験する学生への配慮から、各学年に履修登録できる単位

数は次のように定めている。 

１年次 春学期 30 単位、秋学期 30 単位 

２年次 春学期 30 単位、秋学期 30 単位 
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＜点検・評価＞ 

解釈指針 3-3-1-1 

 各年次において、学生が履修科目として登録することのできる単位数は、社会人の学生や在学期間中

に国家試験を受験する学生への配慮から、履修単位数は各学期 30 単位を上限としている。ただし、新

入生オリエンテーションや履修指導では、予習・復習に十分な時間をとれるように、１学期 12 単位（６

科目程度）を目安にして履修するように指導している。 

 

＜今後の方策＞ 

 今後とも社会人学生の仕事と勉学とのバランス、また、在学期間中に国家試験を受験する学生への配

慮から現在の単位数の制限について検討をしていく。 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

331 履修モデル（文中） D03 

332 必要修得単位数（文中） D08 

333 大学院要覧 2007 p.250 専門職大学院学則第 18 条 必要修得単位数 S01 

334 学生の手引き 2007 p.5 必要修得単位数 S02 

335 大学院要覧 2007 p.206 内規Ⅰ．４．履修登録単位数の制限 S01 

336 学生の手引き 2007 p.8 履修単位数制限 S02 
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第 4 章 成績評価及び修了認定 

4-1 成績評価 

4-1-1 

学修の成果に係る評価(以下、 ｢成績評価｣という｡)が、学生の能力及び資質を正確に反映する客

観的かつ厳正なものとして行われており、次に掲げるすべての基準を満たしていること｡ 

(1)成績評価の基準が設定され、かつ学生に周知されていること｡ 

(2)当該成績評価基準にしたがって成績評価が行われていることを確保するための措置がとら

れていること｡ 

(3)成績評価の結果が、必要な関連情報とともに学生に告知されていること｡ 

(4)期末試験を実施する場合は、実施方法についても適切な配慮がなされていること｡ 

解釈指針 4-1-1-1 

基準 4-1-1(1)における成績評価の基準として、科目の性質上不適合な場合を除き、成績のランク分け、各ランク

の分布の在り方についての方針の設定、成績評価における考慮要素があらかじめ明確に示されていること｡ 

解釈指針 4-1-1-2 

基準 4-1-1(2)における措置として、例えば次のものが考えられる｡ 

(1)成績評価について説明を希望する学生に対して説明する機会が設けられていること｡ 

(2)筆記試験採点の際の匿名性が適切に確保されていること｡ 

(3)科目間や担当者間の採点分布に関するデータが関係教員の間で共有されていること｡ 

解釈指針 4-1-1-3 

基準 4-1-1(3)にいう｢必要な関連情報｣とは、筆記試験を行った場合については、当該試験における成績評価の基

準及び成績分布に関するデータを指す｡ 

解釈指針 4-1-1-4 

基準 4-1-1(4)にいう｢適切な配慮｣とは、筆記試験において合格点に達しなかった者に対して行われる試験(いわゆ

る再試験)についても厳正な成績評価が行われていること、及び当該学期の授業につき、一定のやむを得ない事情

により筆記試験を受験することができなかった者に対して行われる試験(いわゆる追試験)について受験者が不当

に利益又は不利益を受けることのないよう配慮されていることなどを指す｡ 

□成績のランク分け、各ランクの分布の在り方についての方針の設定、成績評価における考慮要素の明確化等が明

示された規則等 

□実際の成績評価の分布状況が把握できる資料 

□定められた成績評価基準を明示している規則等 

□シラバスの成績評価内容を示した箇所 

□各種試験（期末試験、再試験、追試験等）の実施要領、実施状況が把握できる資料 

□学期末試験等の試験問題及びその答案・レポート等 

 

4-1-2 

学生が在籍する会計大学院以外の機関における履修結果をもとに、当該会計大学院における単位

を認定する場合は、当該会計大学院としての教育課程の一体性が損なわれていないこと、かつ厳

正で客観的な成績評価が確保されていること｡ 

□他の機関における履修による単位認定に関して定めた規則 

□他の機関において修得した授業科目の内容が把握できる資料等 

 

＜現状の説明＞ 

4-1-1 成績評価 

 本研究科の修了生には、公認会計士試験短答式試験の一部免除資格が付与されることもあり、厳しい

成績評価を行う。その一貫で、期末試験だけに偏った成績評価を行わないこととし、原則として、すべ

ての科目に筆記試験を行うこととしている。そして、コア科目群とベーシック科目群には相対評価を、

アドバンスト科目群については絶対評価を行うこととしている。この成績評価の方針及び相対評価の場

合の評価基準と人数枠が大学院要覧によって学生に周知され、各授業の冒頭で担当教員から成績評価の

方法についての説明がなされている。 
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 科目ごとの試験問題及び成績評価結果（平均点、成績の分布などの集計資料）は、教員及び学生に公

開されている。 

 

1. 成績評価 

成績評価にあたっては、以下のような原則を設けている。ただし、科目の性格や内容によっては、

例外がある。 

  ■評価方法・基準 

  試験方法 評価方法 

コア・ベーシック科目群（相対評価） 

※１クラスにおける各評価段階（A＋～
F）の割合を原則として定める。 

定
期
試
験
・
追
試
験 

会

計

専

門

職 

筆記試験 または リポート試験 

※コア科目群とベーシック科目群は、

経営戦略専攻との合併科目を除

き、原則として筆記試験を行う。
アドバンスト科目群（絶対評価） 

定期試験（筆記試験）以外で評価した授業科目および集中講義科目は、追試験を実施しない。 

 

本専攻においては、学生の成績評価を厳密に行う。成績評価に際して次のような原則を設けている。 

①ネットシラバスで成績評価の基準を明確にする。 

②定期試験のみで成績評価をしない。出席状況、課題への対応、小テスト及び授業への取り組みとい

ったことを含めて総合的な評価を行う。 

③全科目において定期試験（筆記試験もしくはリポート試験）を実施する。ただし、コア科目群とベ

ーシック科目群の科目は、経営戦略専攻との合併科目を除き、原則として筆記試験を行う。 

また、成績評価の結果を次のとおり表記している。 

①合格は、「A＋、A、B＋、B、C＋、C」の６段階評価とし、不合格は「F」とする。 
②コア科目群とベーシック科目群は相対評価とし、アドバンスト科目群は絶対評価とする。相対評

価では、１クラスにおける各評価段階（A＋～F）の割合を原則として次のとおりとする。 
A＋ → （10%）、A → （10%）、B＋ → （20%）、B → （30%）、 
C＋ → （10%）、C → （10%）、F  → （10%） 

2. GPA 
本研究科では、成績の総合評価システムとしてGPA制度を導入している。GPAは、各学期終了後に

算出され、奨学金の受給資格審査の資料等に使用する。GPAの計算式の分母は履修登録単位数であり、
単位修得できなければGPAは下がってくるので、登録した科目は責任を持って履修される。 
（1）Grade Point 
成績評価は、A＋、A、B＋、B、C＋、C 、Fの７段階で行い、Fは不合格とする。それぞれの成績
評価に対するGrade Point及び素点換算については次のとおりである。 
 

評価 GP 
素点換算 

（100 点満点）の目安

A＋ 
A 

B＋ 

4.0 

3.5 

3.0 

90～100 

85～89 

80～84 
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B 
C＋ 
C 
F 

2.5 

2.0 

1.5 

0.0 

75～79 

70～74 

60～69 

 0～59 

（2）計算式 

GPAは次の計算式により算出する。なお、小数点第３位を四捨五入し、小数点第２位まで表す。 
        ［（科目の単位数）×（その科目のGrade Point）］の総和   
               （履修登録した単位数）の総和 

 

2005 年度～2007 年度入学生の成績評価の分布は次のとおりである。GPAが修了要件に影響しない
ため、授業途中に履修を放棄した学生のデータが含まれている。 

  

2007年度入学生ＧＰＡ分布 2006年度入学生ＧＰＡ分布 2005年度入学生ＧＰＡ分布
ＧＰＡ範囲 人数 ＧＰＡ範囲 人数 ＧＰＡ範囲 人数

３．５～４．０ 4 ３．５～４．０ 3 ３．５～４．０ 4
３．０～３．５未満 24 ３．０～３．５未満 16 ３．０～３．５未満 16
２．５～３．０未満 24 ２．５～３．０未満 21 ２．５～３．０未満 32
２．０～２．５未満 17 ２．０～２．５未満 22 ２．０～２．５未満 26
１．５～２．０未満 16 １．５～２．０未満 15 １．５～２．０未満 15
０．０～１．５未満 21 ０．０～１．５未満 13 ０．０～１．５未満 8

合計 106 合計 90 合計 101
※2007年12月現在。修了生を含み、退学者を除く。

 

3. 試験 

試験は、定期試験と追試験の２種類とし、筆記試験またはリポートによる。 

（1）定期試験 

定期試験は、春学期前半（第１クォーター）、春学期後半（第２クォーター）、秋学期前
半（第３クォーター）、秋学期後半（第４クォーター）それぞれ所定の期間に、一定の時間
割により実施する。夏季集中講義と冬季集中講義は、原則として授業の最終日に定期試験を
行う。 

（2）追試験 

追試験は、定期試験に際して病気その他やむを得ない事由により受験できなかった者に対
し、当該授業科目について実施する。なお、定期試験を筆記試験で実施した授業科目のみ、
追試験を実施する。追試験がリポートの場合はその評価は20％減じられる。追試験受験は、
本人の申込による。 

期末試験は、授業カレンダースケジュールされた期末試験期間及び追試験期間内において実施さ

れ、期末試験の実施マニュアルのもと、各担当教員（及び受講生が一定以上の人数の場合には補助

者）により実施されている。 

 

4-1-2 単位互換/認定 

入学前に本研究科以外の大学院で修得した単位の認定の請求が相応の件数ある。これについては、そ

のつど、個別に当該他研究科での履修済み科目の内容等を質問等により調査し、本研究科の該当科目で

習得すべき水準と比較衡量をするにつき本研究科の当該科目の担当教員の評価のもと、認定の作業を厳

格に行っている。 

●科目等履修生制度の利用、他大学院科目の単位認定（在学期間の短縮） 

対象：全学生（社会人（実務の経験を有する者）を含む） 

科目等履修生制度によって本研究科で既に修得している科目があれば、すべての科目群から該当科目
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を単位認定する。また、他大学院において基礎になる科目を既に修得していれば、すべての科目群から

コア科目の必修科目を除いて相当する科目に、本会計専門職専攻の講義内容に照らして厳密に審査の上、

単位認定する。 

入学前の既修得単位は、入学時において修得科目と学生の学習程度に応じて 20 単位を限度として認

定するが、その認定した単位数が６単位以上で、早期に修了必要単位数を満たせる場合は、その認定し

た単位数に応じて、１年以上２年未満の範囲内で在学期間の短縮を可能とする。但し、在学期間の短縮

を可能とする既修得単位は、専門職大学院の入学資格を有した後に修得した単位に限る。よって、学部

生時代に大学院において修得した単位は、認定されれば修了に必要な単位に含めることはできるが、そ

の単位によって在学期間の短縮をすることはできない。 

 

＜点検・評価＞ 

4-1-1 

(1)成績評価の基準については、科目ごとにネットシラバスにより学生に周知されている。 

(2)各教員は成績評価基準にしたがって、成績評価を厳密に行っている。 

(3)学期（集中講義）ごとに成績発表を行っており、成績評価について疑問がある場合は成績疑義申

立期間を設けて、授業担当者に調査依頼を行っている。 

(4)定期試験に際して病気その他やむを得ない事由により定期試験を受験できなかった者に対し、追

試験を実施しているが、合格点に達しなかった者に対する再試験は実施していない。 

 

解釈指針 4-1-1-1 

ネットシラバスで成績評価の基準を明確にしており、定期試験のみで成績評価をせず、出席状況、課

題への対応、小テスト、授業への取り組みなどを含めて総合的な評価を行っている。成績のランク分け

（評価段階）、成績評価における考慮要素はネットシラバスに明記されているが、各ランクの分布の在

り方についての方針は設定されていない。 

 

解釈指針 4-1-1-2 

(1)成績評価について疑問がある場合は成績疑義申立期間を設けて、授業担当者に調査依頼を行って

いる。 

(2)筆記試験採点の際の匿名性は確保されていない｡ 

(3)科目間や担当者間の採点分布に関するデータは、教員控え室および事務室において閲覧可能であ

り、関係教員の間で共有されている｡ 

 

解釈指針 4-1-1-3 

成績評価の基準は学生に告知されているが、成績分布に関するデータは告知されていない。ただし、

成績疑義申立を行った学生には成績分布に関するデータが告知される場合もある。 

 

解釈指針 4-1-1-4 

追試験を実施しているが、再試験は実施していない。コア科目群及びベーシック科目群の科目につい

ては最低年２回履修可能であり、学生が不当に利益又は不利益を受けることはないと認識している。 

 

4-1-2 

他大学院で修得した単位の認定は、20 単位を限度として認定可能である。認定にあたっては、科目担

当者と教務学生委員が、成績証明書とシラバス等講義内容のわかる資料により、厳格に単位認定を行っ
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ている。また、成績評価については、成績評価・試験内規の素点換算表に従って、GP（Grade Point）
に換算している。 

 

＜今後の方策＞ 

 成績評価の分布についてクラスおよび科目間で偏りが生じないような対策を講じる予定である。また、

相対評価であるコア科目群及びベーシック科目群の科目の成績評価を見直す必要がある。たとえば、絶

対評価を行った後、合格者について評価割合を設け相対評価するといったことも考えられる。さらに、

GPAの低い学生への対応を検討する。 
 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

411 大学院要覧 2007 p.206 成績評価・試験内規 S01 

412 学生の手引き 2007 p.17,18 成績評価・ＧＰＡ S02 

413 2005 年度～2006 年度入学生成績評価の分布（文中） D09 

414 大学院要覧 2007 p.251 専門職大学院学則第 19 条 単位認定 S01 

415 学生の手引き 2007 p.14 単位認定 S02 

416 授業科目別成績統計表、定期試験問題 S04 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 31 -



04 成績評価 

4-2 修了認定及びその要件 

4-2-1 

会計大学院の修了要件が、専門職大学院設置基準の定めを満たすものであること｡ 

この場合において、次に掲げる取扱いをすることができる｡ 

ア 教育上有益であるとの観点から、他の大学院において(他専攻を含む)履修した授業科目に

ついて修得した単位を、各会計大学院が修了要件として定める 30 単位以上の単位数の二分の

一を超えない範囲で、当該会計大学院における授業科目の履修により修得したものとみなす

こと。 

イ 教育上有益であるとの観点から、当該会計大学院に入学する前に大学院において履修した

授業科目について修得した単位を、アによる単位と合わせて各会計大学院が修了要件として

定める 30 単位以上の単位数の二分の一を超えない範囲で、当該会計大学院における授業科目

の履修により修得したものとみなすこと｡ 

解釈指針 4-2-1-1 

修了の認定に必要な修得単位数は、モデルカリキュラム等を参考に各会計大学院が適切に設定する｡ 

解釈指針 4-2-1-2 

修了の認定に当たっては、例えば GPA 等の方法を活用して、修了生の成績の客観化に努めることとする｡ 

□修了に必要な修得単位数など、修了要件、修了認定に関して定めた規則 

 

＜現状の説明＞ 

4-2 修了認定及びその要件 

1. 修了要件 

会計大学院における修了に必要な単位数は次のとおりある。具体的な科目名については、「1-2-2 ア

カウンティングスクール（会計専門職専攻）教育課程表」を参照されたい。 

【2005・2006年度入学生】 

必要修得単位数                             

分野 必修 
（コア科目） 

選択必修 
(コア科目、ベーシック科目、

アドバンスト科目） 

選択 
(コア科目、ベーシック科

目、 

アドバンスト科目） 

財務会計 ４単位 ８単位 

管理会計 ４単位 ４単位 

監査 ４単位 ４単位 

経済・経営  ４単位 

企業法 ２単位 ４単位 

実践研究   

 

 

10 単位 

 

 

（小計） （14 単位） （24 単位） （10 単位） 

合計 48 単位 
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【2007年度入学生】 

必要修得単位数                             

分野 必修 
（コア科目） 

選択必修 
（コア科目）

選択必修 
(ベーシック科

目、 

アドバンスト科

目） 

必修・ 

選択必修 

 

（小計） 

選択 
(コア科目、 

ベーシック科目、

アドバンスト科

目、他専攻科目、

他研究科科目） 

財務会計 ２単位 10 単位 （12 単位） 

管理会計  ８単位 （８単位） 

監査 ２単位 ６単位 （８単位） 

経済・経営  ４単位 （４単位） 

企業法  ６単位 （６単位） 

10 単位 

（４単位） （10 単位） （24 単位） （小計） 

 

（38 単位） （10 単位） 

合計 48 単位 

 

2. 早期修了 

原則として入学時の申請により、次のとおり修業年限や在学期間を短縮することができる（要望があ

った場合は申請時期を４月上旬、９月下旬の学期初めに限り、最終学年まで受け付けている。ただし、

入学前修得の単位認定は、単位認定された単位により修了までの履修計画を立てることになるので、入

学時のみの受付とする）。 

（1）早期修了履修コース（修業年限１年６か月） 

対象：社会人（３年以上の実務の経験を有する者） 

早期修了履修コースにより修了必要単位数を修得した場合は、１年６か月の修了を可能とする。早

期修了履修コースは、夜間・週末開講の授業科目を積極的に履修し、２年間で修得する修了必要単位

数を１年６か月で修得するコースである。コースの内容は、次のとおりである。 

○「会計専門職専攻」早期修了履修コース 

授業期間中の昼間・夜間・週末の開講科目や、夏季集中及び冬季集中開講授業科目を積極的に

履修し、２年間で修得する修了必要単位数を１年６か月で修得するコースである。 

 

会計専門職専攻における「実務の経験を有する者」は、原則として３年以上の実務経

験を有する者とする。なお、会計に関係する実務経験には限定しない。実務経験の内容

は申請時に審査する。 

 

（2）科目等履修生制度の利用、他大学院科目の単位認定（在学期間の短縮） 

対象：全学生（社会人（実務の経験を有する者）を含む） 

科目等履修生制度によって本研究科で既に修得している科目があれば、すべての科目群から該当科

目を単位認定する。また、他大学院において基礎になる科目を既に修得していれば、すべての科目群

からコア科目の必修科目を除いて相当する科目に、本会計専門職専攻の講義内容に照らして厳密に

審査の上、単位認定する。 

入学前の既修得単位は、入学時において修得科目と学生の学習程度に応じて 20 単位を限度として

認定するが、その認定した単位数が６単位以上で、早期に修了必要単位数を満たせる場合は、その認
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定した単位数に応じて、１年以上２年未満の範囲内で在学期間の短縮を可能とする。但し、在学期間

の短縮を可能とする既修得単位は、専門職大学院の入学資格を有した後に修得した単位に限る。よっ

て、学部生時代に大学院において修得した単位は、認定されれば修了に必要な単位に含めることはで

きるが、その単位によって在学期間の短縮をすることはできない。 

3. 単位認定 

(1)単位認定の上限 

専門職大学院学則第 19 条にもとづき、入学前及び入学後に、本研究科以外の大学院で修得した単

位の認定については、合計 20 単位を上限とする。但し、本研究科に入学する前に本研究科で科目等

履修生として修得した単位を除く。 

(2)入学前履修単位の認定 

科目等履修制度によって本研究科で既に履修している科目があれば、すべての科目群から該当科目

を単位認定し、本研究科以外の大学院および研究科において基礎になる科目を既に修得していれ

ば、すべての科目群からコア科目群の必修科目を除いて相当する科目に、本専攻の講義内容に照らし

て厳密に審査の上、単位認定している。 

(3)入学後の他大学院での修得単位の認定 

①認定を行う対象は、次のものに限る。 

a.法政大学大学院経営学研究科との大学院履修交流に関する協定に基づく修得単位 
b.提携プログラム（短期留学）、交換留学、認定留学による修得単位 
c.関西大学、関西学院大学、同志社大学、立命館大学の間で結ばれている「関西四大学大学院単位
互換協定」等の協定に基づく修得単位、本学の留学制度などの公的制度に基づくもの 

d.EUIJ Certificateプログラムに基づき他大学院で修得した単位 
e.その他本研究科が認めたもの 
②上記①の aと bについては、修得科目の科目内容、授業時間数などを勘案し、原則として本研究科
学則に規定する科目に認定する。ただし、原則として必修科目の単位には認定しない。この場合は

修了必要単位数に算入することができるが、上記「(1)単位認定の上限」が適用される。 

本研究科学則に規定する科目に認定できない場合は、「他大学院科目」または「外国大学院科目」

として認定することがある。この場合は、修了必要単位に算入することはできないが、上記「(1)

単位認定の上限」は適用されない。 

③上記①の cと dについては、修得科目の科目内容、授業時間数などを勘案し、原則として「他大学
院科目」として認定する。この場合は、修了必要単位に算入することはできるが、上記「(1)単位

認定の上限」は適用されない。 

(4)入学後の他専攻履修単位の認定 

  修了認定については、本学大学院の他研究科及び他専攻履修について、10 単位まで修了習得単位に

算入することができる。 

 

＜点検・評価＞ 

4-2-1 

 修了要件は 48 単位であり、専門職大学院設置基準の定め（修了要件 30 単位以上）を満たしており、

問題はない。アおよびイについては、20 単位まで、会計大学院において修得したものとみなすことがで

きる。 
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解釈指針 4-2-1-1 

企業会計コース（公認会計士養成プログラム・企業経理財務担当者養成プログラム）及び自治体会計

コースごとの履修モデルはあるが、修了要件（修了の認定必要な修得単位数 48 単位）とは関連はない。 

 

解釈指針 4-2-1-2 

GPAを活用した修了認定を行っていない。成績評価の分布（GPA分布）は年度ごとに偏りがあるが、
オリエンテーション、履修指導では、GPAを向上させるように指導している。 
 

＜今後の方策＞ 

 コースごとに要請する職業会計人像が異なるので、コースごとの修了要件を設けるべきかどうかにつ

いて検討する予定である。GPAの低い学生に対する指導、一定水準以上の GPAを修了要件にするなど、
修了要件について GPAを活用することを考えている。また、公認会計士試験の免除申請にあたっては、
特定科目の単位修得を条件とするといった対策を講じる予定である。 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

421 修了要件（文中） D10 

422 大学院要覧 2007 p.250 専門職大学院学則第 18 条 修了要件 S01 

423 大学院要覧 2007 p.252 専門職大学院学則第 22 条第 2項 早期修了 S01 

424 大学院要覧 2007 p.207 内規Ⅰ．３．就業年限、在学期間の短縮 S01 

425 学生の手引き 2007 p.6 (3) 早期修了 S02 

426 大学院要覧 2007 p.251 専門職大学院学則第 19 条 単位認定 S01 

427 学生の手引き 2007 p.14 単位認定 S02 

428 履修モデル（3-3-1 文中） D03 
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第 5 章 教育内容等の改善措置 

5-1 教育内容等の改善措置 

5-1-1 

教育の内容及び方法の改善を図るための研修及び研究が、組織的かつ継続的に行われていること。

 

解釈指針 5-1-1-1 

｢教育の内容及び方法の改善｣とは、いかなるトピックがどのような観点からどの程度の質と量において教育課程の

中で取り上げられるべきか等(教育内容)、及び学生に対する発問や応答、資料配付、板書、発声の仕方等(教育方

法)についての改善をいうものとする｡ 

解釈指針 5-1-1-2 

｢組織的かつ継続的に行われていること｣とは、改善すべき項目及びその方法に関する方針を決定し、改善に関する

情報を管理し、改善のための諸措置の実施を担当する組織が、会計大学院内に設置されていることをいうものとす

る｡ 

解釈指針 5-1-1-3 

｢研修及び研究｣の内容として、例えば次に掲げるものが考えられる｡ 

(1)授業及び教材等に対する学生、教員相互、又は外部者による評価を行い、その結果を検討する実証的方法｡ 

(2)教育方法に関する専門家、又は教育経験豊かな同僚教員による講演会や研修会の開催等の啓蒙的方法｡ 

(3)外国大学や研究所等における情報･成果の蓄積･利用等の調査的方法｡ 

□ファカルティ・ディベロップメントに関する委員会や講演会等に関する資料（議事録、配布資料、参加状況等）

□委員会組織の関係図等、役割と責任が把握できる資料 

□改善のために設置された組織に関して定められた規則 

□授業アンケートを行っている場合、そのデータ等 

 

＜現状の説明＞ 

5-1-1 

本研究科には、教員の教育内容及び方法に関するたゆまぬ研鑽を動機づけるため、自己評価委員会内

の組織として授業評価・FD部会を設けている。自己評価委員会と同様に、授業評価・FD部会も継続的
に開催され、授業評価アンケートの実施、教育内容及び方法の充実のためのレクチャーや教員の教育内

容の改善に係る対応を企画している。2006 年度には、会計専門職専攻での２科目の授業について、相互

参観を実施し、その授業についてのディスカッションを実施した。 

 

1. 授業評価アンケートの実施 

授業評価・FD 部会は、授業評価アンケートを実施している。学期前半、後半それぞれの最終授業
時に、授業内容および授業方法の改善を図るため、学生による授業評価アンケートを実施し、また教

員自身の自己評価を実施した。アンケート結果集計の終了後、担当した授業科目について、「授業評

価アンケート授業別集計結果」、「教員の担当科目自己評価表」及び「授業に関するアンケート」（学

生が記載したコピー）を送付し、今後の授業運営に役立てている。授業評価アンケート集計結果及び

教員の担当科目自己評価表は、経営戦略研究科学生並びに経営戦略研究科教員に公表している。また、

授業評価アンケート中の学生の記述による評価の部分は、該当授業科目担当者のみへのフィードバッ

クとし、公表はしていない。 

2. FDに関する実施状況 
①2007 年度専任教員相互授業参観・意見交換会 

■指定科目授業参観 

○時  期：５月７日（月）～12 日（土） 

○対象科目： 
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経営戦略専攻 

International Management  デヴィッド メッセイ 春前 金 Ⅳ OC1407 梅田 

    金 Ⅴ OC1407 梅田 

    火 Ⅴ OC1407 梅田 

マーケティング・マネジメント  1 佐藤 善信 春前 金 Ⅵ OC1405 梅田 

    金 Ⅶ OC1405 梅田 

証券投資  岡田 克彦 春前 木 Ⅵ OC1408 梅田 

    木 Ⅶ OC1408 梅田 

会計専門職専攻 

国際会計論  1 杉本 徳栄 春前 土 Ⅰ BA304 上ケ原 

    土 Ⅱ BA304 上ケ原 

財務会計論  1 山地 範明 春前 月 Ⅰ BA304 上ケ原 

    月 Ⅱ BA304 上ケ原 

■授業参観後の意見交換会 

日  時：５月 16 日（水）教授会終了後 

場  所：経営戦略専攻 ：全学共用棟２階大会議室 

会計専門職専攻：全学共用棟２階小会議室 

②教授法に関する研修会 

講 師：小田部正明氏 特別客員教授 

日 時：2007 年７月 19 日(木)17：00～18：30 

テーマ：「ビジネススクールにおける教育と研究の追求」 

場 所：全学共用棟２階大会議室 

③教授法に関する研修会（モデル講義の実施） 

講 師：石田英夫 先生 東北公益科学大学大学院教授 

日 時：2008 年２月 16 日(土)10：30～12：00 

テーマ：「ケース・メソッドによる授業－『青梅慶友病院と大塚宣夫』を用いて－」 

場 所：大阪梅田キャンパス 

※終了後、講師を囲んで懇談会を実施し、意見交換を行った。 

 

＜点検・評価＞ 

解釈指針 5-1-1-1～5-1-1-3 

授業評価・FD 部会は、組織的な教育内容の改善のために設置されている常設組織である。学生に対
する授業評価アンケートの評価ポイントは、概観すれば、本研究科開設年度以降上昇して今年度に至っ

ていており、一定の成果を上げていると考えられる。教員相互の授業参観及びディスカッションは専門

職大学院としての教育スキルの再確認や向上に役立っていると認められる。 

 

＜今後の方策＞ 

 授業評価アンケートおよび「教員の担当科目自己評価表」の質問項目については、一部に重複がある

など、授業内容の改善に対応しにくいものもあるため、それらの質問項目についての見直しを検討して

いる。また、継続的に教育内容の改善を図るため、毎年教員相互の授業参観を行うことを検討している。 
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5-1-2 

会計大学院における実務家教員における教育上の経験の確保、及び研究者教員における実務上の

知見の確保に努めていること｡ 

 

解釈指針 5-1-2-1 

実務家として十分な経験を有する教員であって、教育上の経験に不足すると認められる者については、これを補う

ための教育研修の機会を得ること、また、大学の学部や大学院において十分な教育経験を有する教員であって、実

務上の知見に不足すると認められる者については、担当する科目に関連する実務上の知見を補完する機会を得るこ

とが、それぞれ確保されているよう、会計大学院において適切な措置をとるよう努めていること｡ 

□教育研修等に関して定められた規則 

□教育研修等の実施状況、参加状況が把握できる資料等 

□教育研修等で使用した資料等 

 

＜現状の説明＞ 

5-1-2 

実務家教員における教育上の経験の確保については、本研究科開設以降の各教員の担当講義での取り

組みにより、相当程度満たされてきていると考えられるが、このほか、カリキュラム委員会のメンバー

として会計専門職大学院のカリキュラム編成に関わったり、国内外の学会及び研究会への参加を通じて

会計研究・教育の観点からの知見の蓄積および経験の確保を行っている。研究者教員の実務上の知見の

確保については、日本公認会計士協会の会計制度や業界活動のプロジェクトに研究者として関わるほか、

たとえば、アジア太平洋会計士会議、日本公認会計士協会研究大会・中日本五会研究大会などに参加し、

広く実務家と交流して活動をともにし、意見を交わらせている。 

 

＜点検・評価＞ 

解釈指針 5-1-2-1 

実務家教員における教育上の経験及び研究者教員における実務上の知見の確保は各教員の努めによ

り図られており、それらの成果の発現の機会としても本研究科「経営戦略研究会」による研究誌『ビジ

ネス＆アカウンティングレビュー』や研究情報誌『IBAジャーナル』は役立てられている。また、2007
年度には「IBA研究フォーラム」を立ち上げた。これは、教員、学生および修了生の研究交流を推進す
ることを目的とする本研究科の OB・OG 組織である。本研究科の専任教員はこれに会員として加入し
ており、本研究科として産学協働にも組織的な関わりを目指している。 

 

＜今後の方策＞ 

 実務家教員における教育上の経験及び研究者教員における実務上の知見の確保を本研究科の仕組み

として整備することが望まれ、本研究科の研究者教員と実務家教員の交流を進めることが必要と思われ

る。 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

511 授業評価（授業評価アンケート報告書 2007 年度春学期 p.16） S05 

512 研究誌「ビジネス＆アカウンティングレビュー」 S09 

513 研究情報誌「関学ＩＢＡジャーナル」 S10 
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第 6 章 入学者選抜等 

6-1 入学者受入 

6-1-1 

公平性、開放性、多様性の確保を前提としつつ、各会計大学院の教育の理念及び目的に照らして、

各会計大学院はアドミッション･ポリシー(入学者受入方針)を設定し、公表していること｡ 

解釈指針 6-1-1-1 

会計大学院には、入学者の能力等の評価、その他の入学者受入に係る業務を行うための責任ある体制がとられてい

ること｡ 

解釈指針 6-1-1-2 

入学志願者に対して、当該会計大学院の理念及び教育目的、設置の趣旨、アドミッション･ポリシー、入学者選抜

の方法、並びに基準 9-3-2 に定める事項について、事前に周知するように努めていること｡ 

□入学者選抜業務に関する体制（実施体制）等に関して定められた規則 

□アドミッション・ポリシー本文（入学者選抜要項等の刊行物やウェブサイトなど、公表されている資料の抜粋）

□公表・周知の状況が把握できる資料（刊行物の配布先・配布数・ウェブサイトの利用状況等） 

□アドミッション・ポリシー策定時の会議資料や議事録等 

 

6-1-2 

入学者選抜が各会計大学院のアドミッション･ポリシーに基づいて行われていること｡ 

 

6-1-3 

会計大学院の入学資格を有するすべての志願者に対して、各会計大学院のアドミッション･ポリシ

ーに照らして、入学者選抜を受ける公正な機会が等しく確保されていること｡ 

解釈指針 6-1-3-1 

入学者選抜において、当該会計大学院を設置している大学の主として会計学を履修する学科又は課程等に在学、又

は卒業した者(以下、｢自校出身者｣という｡)について優遇措置を講じていないこと｡ 

入学者に占める自校出身者の割合が著しく多い場合には、それが不当な措置によるものでないことが説明されてい

ること｡ 

解釈指針 6-1-3-2(寄附等の募集を行う会計大学院のみ) 

入学者への会計大学院に対する寄附等の募集開始時期は入学後とし、それ以前にあっては募集の予告にとどめてい

ること｡ 

□入学者選抜要項 

□学生数の状況 

□寄附に関して定めた規則、実際の募集状況が把握できる資料等 

 

6-1-4 

入学者選抜に当たっては、会計大学院において教育を受けるために必要な入学者の能力等が適確

かつ客観的に評価されていること｡ 

解釈指針 6-1-4-1 

入学者選抜に当たっては、会計大学院における履修の前提として要求される判断力、思考力、分析力、表現力等が、

適確かつ客観的に評価されていること。 

□入学者選抜要項 

□入学試験問題及び学生の解答 

□入学者選抜の審査基準に関して定めた規則 

□入学者選抜に関する会議資料、議事録等 

 

6-1-5 

入学者選抜に当たって、多様な知識又は経験を有する者を入学させるよう努めていること｡ 

解釈指針 6-1-5-1 

大学等の在学者については、入学者選抜において、学業成績のほか、多様な学識及び課外活動等の実績が、適切に

評価できるよう考慮されていることが望ましい｡ 
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解釈指針 6-1-5-2 

社会人等については、入学者選抜において、多様な実務経験及び社会経験等を適切に評価できるよう考慮されてい

ることが望ましい｡ 

□入学者選抜要項 

□入学者選抜の審査基準に関して定めた規則 

□学生数の状況 

□どのような多様な知識又は経験を有する者が入学したか、把握できる資    

 料 

□当該会計大学院における社会人及び他学部出身者の定義を明示した資料 

 

＜現状の説明＞ 

6-1-1 

アドミッション･ポリシー（入学者受入方針）については、入試要項に次のとおり記載している。 

「アカウンティングスクールは、そのスクール目標を『建学の精神に基づく高い職業倫理を持った職

業会計人の養成』、『国際的な水準で、世界に貢献し得る職業会計人の養成』としております。 

こうした目標を掲げる中、アカウンティングスクールは国際会計士連盟（International Federation 
of Accountants: IFAC）の国際教育基準（International Education Standards: IES）が要求する内容
を尊重して、グローバルな視野をもって世界に貢献し得る公認会計士等の職業会計人を育成すること

を使命としています。したがって、アカウンティングスクールでは、そうした目標や使命を達成する

ために、その十分な基礎的学力や達成意欲を備えた学生の選抜を入学試験において行います。 

入学試験では、その基礎学力や意欲などを書類審査・面接により選抜する入学試験になります。大

学新卒者や社会人等を対象とします。」 

入試を実行する体制としては、研究科内に入試実行委員会を設け、入試日程、入試要項（願書等）、

入試実施要領（配点、面接要領等）の検討、当日の入試実行及び合格判定教授会案の作成を行っている。 

アドミッション・ポリシーについては、入試要項、パンフレット及び HPに記載するとともに、入試
説明会にてその趣旨を説明している。 

入試要項・願書等については、説明会や郵送にて配布するとともに、HP からダウンロードできるよ
うにしており、多くの受験生が利用している。 

 

6-1-2、6-1-3 

会計専門職専攻への入学試験は、優れた学生の募集を行うため、春学期入学の入学試験を実施すると

ともに、秋学期入学の入学試験も実施する。 

本専攻の入学試験は、書類審査や面接選考を中心とした「A方式（書類面接型）入試」と筆記試験を
中心とした「B方式（筆記試験型）入試」を行う。A方式（書類面接型）入試では、書類審査（志望理
由書、研究計画書等）と面接による選考を行う。この選考では基礎学力と達成意欲について審査を行い、

これを十分に兼ね備えた学生は合格とする。「B 方式（筆記試験型）入試」では、基礎学力が要求する
水準に達しているかどうか、その可能性を適正に判断するための筆記試験を行う。筆記試験は、「会計

分野（簿記、財務会計、管理会計、監査及び企業法）」（2005 年度）、「簿記、財務会計及び管理会計」（2006

秋、2007 年度）を内容として実施し、入学後伸びる可能性の高い学生を選抜する。 

また、こうした一般入試だけでなく、多彩な人材を確保するため、「企業・自治体等推薦入試」の入

試制度により、一定以上の事業規模を持つ多様な提携企業や自治体から、公募や選考により推薦された

学生を受け入れる。 

自校出身者については、神学部、文学部、社会学部、法学部、経済学部、商学部、総合政策学部及び
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理工学部からの学内推薦制度を 2007 年度から実施している。会計学履修者に対する優遇措置は講じて

いない。自校出身者の割合はおよそ 25%である。 

入学者への寄附等の募集や広報は入学前には実施していない。入学後に本学校友課が、全学的に実施

しており、会計専門職専攻としての資料はない。 

 

春入学1次A方式 約60人 76 76 73 69

春入学1次B方式 約10人 18 16 16 15

春入学2次A方式 約20人 27 26 26 25 25

秋入学B方式 約30人 12 12 11 8 8 8

春入学A方式 85 85 78 72

春入学B方式 12 12 11 10

春入学2月 2 2 2 2 2

秋入学A方式 21 21 20 17 17 17

第１次選考

合格者

春入学A方式 97 80 68(※)

春入学B方式 77 65 46(※)

秋入学B方式 22 - 22 20 20

109

志願者数 受験者数

志願者数

関西学院大学　専門職大学院経営戦略研究科 ２００６年度入学　入試結果

入学試験（春学期入学2005年10月～12月実施及び2006年2月実施、秋学期入学2006年5月～7月実施）結果は次のとおり。

合格者

会計専門職専攻 100人

76
101

関西学院大学　専門職大学院経営戦略研究科 ２００7年度入学　入試結果

入学試験（春学期入学2006年10月～12月実施及び2006年3月実施、秋学期入学2007年5月～7月実施）結果は次のとおり。

専攻・コース 定員 合格者 入学手続Ⅰ 入学手続Ⅱ 入学者入試種別・募集人員

入学手続Ⅱ

（※）A方式、B方式両方の合格者を含む。実合格者数は92人。

会計専門職専攻 100人
81 81

101

会計専門職専攻

定員 入試種別 最終合格者

関西学院大学　専門職大学院経営戦略研究科 2005年度入学　入試結果

入学試験（春学期入学2005年1月～3月実施、秋学期入学2005年5月～7月実施）結果は次のとおり。

入学者専攻・コース 志願者数

専攻・コース 入学手続Ⅰ 入学手続Ⅱ定員 入試種別 受験者数 入学者

95100人
78

76

 

 

6-1-4、6-1-5 

A方式（書類面接型）の入学資格は次のとおりである。 
 次のA～Eいずれかを出願資格とする。 
 A．次のいずれかに該当する者 
（1）大学卒業者(*1)および2008年３月31日までに卒業見込みの者(*2)。 

   *1・*2 には次の者も含まれます。 

    ①大学評価・学位授与機構から学士学位を授与された者および2008年３月31日までに授与される見込みの者。 

    ②文部科学大臣が指定した専修学校の専門課程を修了した者および2008年３月31日までに修了見込みの者。 

    ③外国において、学校教育における16年の課程を修了した者および2008年３月31日までに修了見込みの者。 

     ④外国において、学校教育における15年の課程を修了し、所定の単位を優れた成績をもって修得したものと本

研究科において認めた者。 

    ⑤外国の学校が行う通信教育により学校教育における16年の課程を修了した者および2008年３月31日までに

修了見込みの者。 

    ⑥我が国において、外国の大学の課程を有するものとして文部科学大臣が指定した教育施設で、16年の課程を

修了した者および2008年３月31日までに修了見込みの者。 

     ⑦文部科学大臣の指定した者。 

（2）本研究科において上記(1)と同等以上の学力があると認めた者。 

（3）個別の入学資格審査により、大学卒業と同等以上の学力があると本研究科において認めた者。 

B．本学学部の学生で、2008年３月31日をもって早期卒業を認められる見込みの者。 
C．Aの資格を有し、本研究科と提携する企業・自治体等から推薦のある者。 
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D．Aの資格を有し、本研究科と提携する大学・学部等から推薦のある者。 
E．Aの資格を有し、次のいずれかの資格を持つ者。 
①日商簿記検定試験２級以上の資格を持つ者。 
②税理士試験のうち税法に属する科目１科目以上または会計学に属する科目１科目以上の合格

者。 
③公認会計士試験第２次試験短答式試験の合格者。 
④司法試験第２次試験短答式試験の合格者。 
⑤司法書士試験筆記試験の合格者。 

⑥弁理士試験短答式試験の合格者。 

⑦行政書士の資格を持つ者 

⑧不動産鑑定士第２次試験の合格者。 

⑨中小企業診断士の資格を持つ者。 

⑩社会保険労務士の資格を持つ者。 

⑪米国公認会計士の資格を持つ者。 

⑫税理士の資格を持つ者。 

⑬FP（AFPもしくは CFP）の資格を有する者。 
B方式（筆記試験型）の入学資格は次のとおりである。 
次のいずれかに該当する者 
（1）大学卒業者(*1)および2008年３月31日までに卒業見込みの者(*2)。 

   *1・*2 には次の者も含まれます。 

    ①大学評価・学位授与機構から学士学位を授与された者および2008年３月31日までに授与される見込みの者。 

    ②文部科学大臣が指定した専修学校の専門課程を修了した者および2008年３月31日までに修了見込みの者。 

    ③外国において、学校教育における16年の課程を修了した者および2008年３月31日までに修了見込みの者。 

     ④外国において、学校教育における15年の課程を修了し、所定の単位を優れた成績をもって修得したものと本

研究科において認めた者。 

    ⑤外国の学校が行う通信教育により学校教育における16年の課程を修了した者および2008年３月31日までに

修了見込みの者。 

    ⑥我が国において、外国の大学の課程を有するものとして文部科学大臣が指定した教育施設で、16年の課程を

修了した者および2008年３月31日までに修了見込みの者。 

     ⑦文部科学大臣の指定した者。 

（2）本研究科において上記(１)と同等以上の学力があると認めた者。 

（3）個別の入学資格審査により、大学卒業と同等以上の学力があると本研究科において認めた者。 

 

出願書類は、①入学願書、②成績証明書、③卒業（修了）証明書または卒業（修了）見込証明書、④

推薦書、⑤志望理由書、⑥検定試験等の証明書（出願資格 Eの検定試験等の証明書）のほか、「○次の
書類は、提出が可能な場合、参考資料として提出してください（証明書もしくは資格証書・合格証書等

のコピーも可）。ア．出願資格 A～Dで、⑥に関する書類がある場合はその書類。イ．⑥以外の簿記・
会計に関する学力を証明する書類。ウ．英語能力（TOEFL、TOEIC、英語検定など）を証明する書類。
エ．経営に関する知識（例えば GMAT（Graduate Management Admission Test））を証明する書類。
オ．その他自己の知識・能力を証明する書類。」としている。 

 

＜点検・評価＞ 

本研究科ではアドミッション・ポリシーを設定し、それを HP、パンフレット及び入試要項にて公表
している。入学者選抜は、本研究科のアドミッション・ポリシーに基づいて実施されており、受験生に

対し公正な機会が等しく確保されている。受験生の評価については、本研究科入試実施要領にて基準を

定め、各年度の入試実行委員会にて見直しを行っている。入学者選抜にあたっては、多様な知識、経験
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を有する者を入学させるため、出願資格も多様な資格を有することも設定している。 

 

解釈指針 6-1-1-1、6-1-1-2 

入試を実行する体制としては、研究科内に入試実行委員会を設け、入試日程、入試要項（願書等）、

入試実施要領（配点、面接要領等）の検討、当日の入試実行及び合格判定教授会案の作成を行っている。 

本研究科の理念、教育目的、アドミッション・ポリシー及び入学選抜方法等について、入試要項、パ

ンフレットや HP に記載するとともに、入試説明会にて説明している。入試要項・願書等については、
説明会や郵送にて配布するとともに、HP からダウンロードできるようにしており、多くの受験生が利
用している。 

 

解釈指針 6-1-3-1、6-1-3-2 

自校出身者については、神学部、文学部、社会学部、法学部、経済学部、商学部、総合政策学部及び

理工学部からの学内推薦制度を 2007 年度から実施している。会計学履修者に対する優遇措置は講じて

いない。自校出身者の割合はおよそ 25%である。 

入学者への寄附等の募集や広報は入学前には実施していない。入学後に本学校友課が、全学的に実施

しており、会計専門職専攻としての資料はない。 

 

解釈指針 6-1-4-1 

入学者の選抜にあたっては、年度毎に経営戦略研究科入学試験選考(「書類審査」・「面接」・「筆記試

験」)実施要領を検討・作成し、的確かつ客観的に評価している。 

 

解釈指針 6-1-5-1、6-1-5-2 

学業成績以外についての評価ができるよう、多様な入学資格を設定するとともに、書類、面接による

評価を実施している。また社会人等については、入学資格で示しているよう、実務経験・社会経験等を

適切に評価できるようにしている。 

 

＜今後の方策＞ 

アドミッション・ポリシーを基本に、受験生の評価、出願資格等を含め、現在の入試形態でよいのか

について見直しを進める。 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

611 入学試験要項（2008 年春学期入学） S06 

612 経営戦略研究科パンフレット S08 

613 入試問題、解答用紙 B02 

614 
２００８年度春学期入学 経営戦略研究科入学試験 

選考(「書類審査」・「面接」・「筆記試験」)実施要領 
B03 

615 合否判定資料 B04 

616 入試結果（文中） D11 

617 入学者出身学部・所属企業等 B05 
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6-2 収容定員と在籍者数 

6-2-1 

会計大学院の在籍者数については、収容定員を上回る状態が恒常的なものとならないよう配慮さ

れていること｡ 

解釈指針 6-2-1-1 

基準 6-2-1 に規定する｢収容定員｣とは、入学定員の 2 倍の数をいう｡また同基準に規定する在籍者には、休学者を

含む。 

解釈指針 6-2-1-2(在籍者数が収容定員を上回った場合のみ) 

在籍者数が収容定員を上回った場合には、かかる状態が恒常的なものとならないための措置が講じられているこ

と｡ 

□学生数の状況 

□原級留置者数、休学者数が把握できる資料 

□会計大学院の運営に関する委員会の議事録等 

 

6-2-2 

入学者受入において、所定の入学定員と乖離しないよう努めていること｡ 

解釈指針 6-2-2-1 

在籍者数等を考慮しつつ、入学定員の見直しが適宜行われていること｡ 

□学生数の状況 

□入学者数選抜に関する会議資料、議事録等 

 

＜現状の説明＞ 

6-2-1、6-2-2 

解釈指針 6-2-1-1、6-2-1-2、6-2-2-1 

在籍数は、次のとおりである。春学期入学、秋学期入学があり、また春学期修了、秋学期修了があり、

春秋に学生の出入りがあるため、定員管理には注意している。 

入学
定員

入学
者数

収容
定員

在籍
者数

在籍中休
学者数

在籍中残
留生数

経営戦略研究科会計専門職専攻 2005年度 100 101 100 101 1 -

2006年度 100 95 200 179 7 -

2007年度 100 109 200 180 4 6

学生数
(11.1現在)

年度研究科、専攻名

 

 

＜点検・評価＞ 

入学者数は年度を平均すると入学定員を確保できているが、在籍者数では収容定員を 20 名程度下回

っている。 

 

＜今後の方策＞ 

入試説明会、セミナー及びエクステンション・プログラム等の入試広報の実施により入学者の確保に

努めるとともに、勉学を継続していく意思のある学生の確保をいかにして行うかについて今後検討する。 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

621 在籍者数（文中） D12 

以上 
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第 7 章 学生の支援体制 

7-1 学習支援 

7-1-1 

学生が在学期間中に会計大学院の課程の履修に専念できるよう、また、教育課程上の成果を上げ

るために、各会計大学院の目的に照らして、履修指導の体制が十分にとられていること｡ 

解釈指針 7-1-1-1 

入学者に対して、会計大学院における教育の導入ガイダンスが適切に行われていること。 

解釈指針 7-1-1-2 

履修指導においては、各会計大学院が掲げる教育理念及び目的に照らして適切なガイダンスが実施されているこ

と｡ 

□説明会、ガイダンス等の履修指導の実施状況が把握できる資料 

□説明会、ガイダンス等で配布された資料、担当者及び対象者の参加状況が把握できる資料 

 

7-1-2 

各会計大学院の目的及び教育課程上の成果を実現する上で、教員と学生とのコミュニケーション

を十分に図ることができるよう、学習相談、助言体制の整備がなされていること｡ 

解釈指針 7-1-2-1(オフィスアワーが設定されている場合のみ) 

オフィスアワーが設定されている場合には、それを有効に活用できるよう、学生に対して各教員のオフィスアワー

の日時又は面談の予約の方法等が周知されていること｡ 

解釈指針 7-1-2-2 

学習相談、助言体制を有効に機能させるための施設や環境の整備に努めていること｡ 

□学習相談、助言体制に関して定められた規則 

□オフィスアワーが設定されている場合、シラバス等その内容の明示された資料や周知状況の把握できる資料（刊

行物、プリント、ウェブサイトの該当箇所等） 

□学生の利用状況や具体的事例が把握できる資料 

□学習相談のために整備された施設等に関する資料 

□学生の意見を汲み上げる制度が把握できる資料 

 

7-1-3 

各種の教育補助者による学習支援体制の整備に努めていること｡ 

 

＜現状の説明＞ 

7-1-1 

解釈指針 7-1-1-1、7-1-1-2 

1．入学時オリエンテーション、履修相談会 

入学時にオリエンテーション、履修相談会を次ページのとおり実施している。オリエンテーション

は研究科全体で行った後、専攻・コース毎に分かれて実施している。会計専門職専攻では、教務学生

委員と教務学生副委員から、カリキュラム、履修登録等の説明を実施している。また履修相談会は、

社会人にも対応するため、夜間に実施する配慮をしている。 
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2007 年 4月 2日

新入生の４月スケジュール 

日付 時間 内容 ｷｬﾝﾊﾟｽ 集合場所 対象 

10:30-11:30 春学期入学式 西宮 中央講堂 IBA 全員 

11:35-11:50 履修書類・学生証等配布 西宮 
共用棟 

１Ｆロビー 
IBA 全員 

11:50-12:50 

 

経営戦略研究科合同オリエンテーション 

(研究科長挨拶、学生の手引き、教科書購

入、IBA 研究フォーラム、マネジメント研

究会について他) 

 

西宮 BA304 IBA 全員 

12:50-13:05 

図書館オリエンテーションⅠ 

※梅田キャンパスにおける図書館サービ

スの利用方法について 

西宮 BA304 IBA 全員 

13:05-13:25 「持参物」提出 西宮 BA304 IBA 全員 

13:25-13:55 休  憩 

（企業）新入生オリエンテーション 西宮 BA401 企業 

13:55-14:50 

（会計）新入生オリエンテーション 西宮 BA304 会計 

15:00-15:40 奨学金出願説明会 西宮 中央講堂 (希望者) 

16:00-18:00 （国際）新入生オリエンテーション 西宮 
全学共用棟 

2 階大会議室 

国際 

2 日（月） 

 

 

16:00-18:00 （会計）自治体会計コースオリエンテーション 西宮 BA402 
自治体会計 

コース全員 

18:30-20:00 （企業）履修相談会 大阪 OUC 1406 (企業希望者) 

3 日（火） 

18:30-20:00 （会計）履修相談会 大阪 OUC 1405 (会計希望者) 

18:30-20:00 （企業）履修相談会 大阪 OUC 1406 (企業希望者) 

5 日（木） 

18:30-20:00 （会計）履修相談会 大阪 OUC 1405 (会計希望者) 

6 日（金） 12:00-13:30 外国人留学生懇親会 西宮 
関学会館 

ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾎｰﾙ 
外国人留学生 

7 日（土） 10:30-12:00 

図書館オリエンテーションⅡ 

※図書、雑誌論文の探索法説明、各種オン

ラインデータベース紹介、館内ツアー、等

西宮 
図書館エントラ

ンスホール 
IBA 全員 

 第１クォーター開始    
９日（月） 

 春学期履修登録（２日～１５日） Web  IBA 全員 

16日（月）  履修登録確認および修正（～２２日） Web  IBA 全員 

※ 対象者：企業→企業経営戦略コース、国際→国際経営コース、会計→会計専門職専攻 

※ 7日(土）の図書館オリエンテーションⅡには、学生証を必ずご持参下さい。図書館の入館に必要です。 

※ 集合場所欄の「BA」は全学共用等、「OUC」は大阪梅田キャンパスを表します。 

 

■ 下記のとおり、在学生によるオリエンテーションが実施されますので、希望者はご参加下さい。 

   会計・・・ 4 月 5 日（木）履修相談会終了後～  於：OC1405 

   自治体会計コース・・・4月 2日（月）自治体会計コースオリエンテーション終了後～  於:BA402 
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7-1-2 

解釈指針 7-1-2-1、7-1-2-2 

1. アカウンティング・スクール担当教員制度 

在学生の教学上の諸問題に対応するため、担当教員制度を導入している。担当教員は学生からの問

い合わせに総合窓口的に対応している。学生は、教学上の諸問題について、相談する対象として、担

当教員をイメージしてもらっている。学生は、以下の骨子を理解のうえ、希望する担当教員名を第３

希望まで記し、事務室に申し込んでいる。 

①担当教員は担当する学生からの教学上の諸問題に対応する。 

②教学上の諸問題とは、たとえば、履修指導、奨学金、公認会計士試験、将来のキャリアパス（進

路）に係わる問題をいう。ただし、就職先の斡旋は含まない。 

③学生は専任教員の中から、担当教員を指名する。 

④担当教員のプロフィールについては、下記の HPを参照すること。 
  http://www.kwansei.ac.jp/iba/ac/teacher.html 
⑤担当教員を希望しない学生は、下記の申込票を提出する必要はない。また、第２、第３希望が

ない学生は、該当欄を空欄のままで提出する。 

⑥③の教員が担当教員として担当する学生は各学年毎に累計 10 名を下限とする。また、上限につ

いては、各教員の判断とする。11 名以上の学生から指名を受けた教員は、各教員の判断で担当

する学生を選抜する。 

⑦第３希望までで、担当教員が決まらなかった学生は、教務学生正副委員と相談のうえ対処する

ものとする。 

⑧担当教員の希望調査は入学期毎に行い、向こう１年間の担当を決定するものとする。 

2. オフィスアワー 

本学の教員はオフィスアワーとして設けられた時間帯に、特別の所用がない限りは個人研究室など

の所定の場所におり、講義での疑問点、関心のある問題の取り組み方など勉学に関すること、そのほ

か学生生活の様々な問題についての相談事などについて教員に直接指導を受けたり、語り合うことが

できる。経営戦略研究科では、「固定制」のオフィスアワーまたは「予約制」のオフィスアワーを設

けている。 

なお、役職についている教員（研究科長）のオフィスアワーは設けていないが、面会を希望する場

合には、前もって予約をしてもらっている。 

3. C.O.D.（キャンパス創意開発機構） 
C.O.D.とは、関西学院大学独自のシステムで、「Campus Organization Development」、訳して「キ

ャンパス創意開発機構」と呼ぶ。キャンパスの中では当然いろいろな問題が起こり得る。それらの問

題に対して意見が出てくる。大学に訴えたい、働きかけたいと思ったときに、意見や提案を C.O.D.
カードに記入し、C.O.D.ボックスに投函する。C.O.D.委員会が毎週カードを回収し、名前を伏せて関
連機関に連絡し、回答をもらい、各部局から選出された委員による問題解決の話し合いの場を作る。

回答は、C.O.D.ニュースとして、全学に公表・配布される。 
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7-1-3 

教育の補助としては、教務関係業務（授業補助、教材準備等）、図書資料室運営、PC室運営等の補助
要員として教務補佐を２名と、教学補佐２名を配置している。また、大阪梅田キャンパスの運営に携わ

る補助職員複数名を委託により配置している。教務補佐および委託の業務は、授業実施の補助であり、

教材準備、パソコン・教育機器配置等を行っている。T.A.（Teaching Assistant）の役割は教学補佐が
担っている。 

 

＜点検・評価＞ 

現在、入学時のオリエンテーションは、研究科全体のオリエンテーションを実施した後、専攻・コー

ス別（経営戦略専攻企業経営戦略コース・国際経営コース、会計専門職専攻）に分かれて実施している。 

担当教員制度については、うまく機能しているかの検証が必要である。強制ではないため、担当教員

を選ばない学生が２割程度いる。また毎年度、担当教員を申請してもらうことになっているが、２年次

に登録しない学生が半数程度いる。しかし実質には１年次の担当教員に相談しているようなので、入学

時に申請した教員が修了まで担当することでもよいと思われる。 

 

＜今後の方策＞ 

時間上の制約もあるが、研究科全体のオリエンテーションを短縮し、専攻・コース別オリエンテーシ

ョンをより密度の濃いオリエンテーションができないか検討する。 

担当教員制度については、その有効性を高めるため、①申請を強制とする、②原則修了まで同一教員

とし変更がある場合は届け出る、の２点について検討する。 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

711 入学時オリエンテーション・履修相談会スケジュール（文中） D13 

712 担当教員制度（文中） D14 

713 学生の手引き p.39 オフィスアワー S02 
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7-2 生活支援等 

7-2-1 

学生が在学期間中に会計大学院の課程の履修に専念できるよう、学生の経済的支援及び修学や学

生生活に関する相談･助言、支援体制の整備に努めていること｡ 

解釈指針 7-2-1-1 

各会計大学院は、多様な措置(各会計大学院における奨学基金の設定、卒業生等の募金による基金の設定、他の団

体等が給付又は貸与する奨学金への応募の紹介等)によって学生が奨学金制度等を利用できるように努めているこ

と｡ 

解釈指針 7-2-1-2 

学生の健康相談、生活相談、各種ハラスメントの相談等のために、保健センター、学生相談室を設置するなど必要

な相談助言体制の整備に努めていること｡ 

□奨学金や教育ローンなどの募集要項、規則、利用実績が把握できる資料 

□相談・助言、支援体制の整備状況、利用実績、具体的相談・助言事例が把握できる資料 

□各種ハラスメント等に対応するための委員会の規則、ガイドライン 

□保健センター、学生相談室等の概要 

 

＜現状の説明＞ 

7-2-1 

解釈指針 7-2-1-1 

1. 奨学金 

本学では、支給奨学金（関学ベーツ特別支給・ベーツ第１種支給）と貸与奨学金（日本学生支援機

構奨学金・関学貸与奨学金）の制度を設けている。支給奨学金は、入学試験や学業成績で採用者を決

定している。貸与奨学金は、それぞれに人数枠があり、学業成績・家計の基準等により選考する。必

ずしも希望する種類の奨学金に採用されるとは限らないが、希望者ができるだけいずれかの奨学金に

採用できるよう人数枠を用意している。 

各奨学金の概要については、次のとおりである。 

■　支給奨学金概要

関西学院大学大学院ベーツ特別支給奨学金 関西学院大学大学院ベーツ第１種支給奨学金 関西学院大学大学院外国人留学生奨学金

奨学金年額

学費全額相当額（2006年度実績）
　
　経営戦略専攻国際経営コース　１６５万円
　会計専門職専攻　１３５万円

学費半額相当額（2006年度実績）
　経営戦略専攻企業経営戦略コース　４９万円
　経営戦略専攻国際経営コース　８２万円
　会計専門職専攻　６７万円

奨学金Ａ：減免後（注）の授業料の半額相当額
奨学金Ｂ：減免後（注）の授業料の全額相当額

交付方法
春学期と秋学期２回に分けて交付。春学期は入学手
続きと同時に交付する。

春学期と秋学期２回に分けて交付。 原則として秋学期に一括交付。

採用人数
　経営戦略専攻国際経営コース　１名
　会計専門職専攻　２名
　（いずれも外国人留学生を除く）

　経営戦略専攻企業経営戦略コース　最大８名まで
　経営戦略専攻国際経営コース　最大１４名まで
　会計専門職専攻　最大２４名まで
　（いずれも外国人留学生を除く）

７割程度の外国人留学生を対象とする

募集（選考）時期 合格発表時
春学期入学生　４～５月
秋学期入学生　９～１０月

　６月
（但し、当該年度９月修了見込みの場合は、４月）

採用決定時期（予定） 合格発表時
春学期入学生　６月上旬
秋学期入学生　11月下旬

１０月

採用期限 入学年度のみ 当該年度のみ。毎年度応募可能。 当該年度のみ。毎年度応募可能。

奨学金の重複
の可能性

日本学生支援機構第一種、日本学生支援機構第二
種（きぼう21）

日本学生支援機構第一種、日本学生支援機構第二
種（きぼう21）

掲示等参照のこと

備考
在学期間が標準修業年限を超えた者には支給しな
い。ただし、休学期間は標準修業年限に含まない。

在学期間が標準修業年限を超えた者には支給しない。
ただし、休学期間は標準修業年限に含まない。

（注）私費外国人留学生（「留学」の在留資格を有する者）を対象に、本学が授業料の一部（３割を予定）を減免する制度があります。

選考方法 学業成績（GPA）、面接により選考。
研究科推薦制。
入学時に入試成績により選考する。

公募制。
新入生は入試成績により、２年生以上は前年度の学
業成績（GPA）により選考する。
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■　貸与奨学金概要

関西学院大学大学院貸与奨学金 日本学生支援機構第一種奨学金 日本学生支援機構第二種奨学金（きぼう21）

奨学金額 学費相当額または学費半額相当額 月額８８,０００円（2006年度実績）
月額５万、８万、10万、13万（2006年度実績）より
選択

利子 無利子 無利子 有利子

交付方法
春学期と秋学期の２回に分けて交
付。

本人の銀行口座に原則として毎月振込。 本人の銀行口座に原則として毎月振込。

採用人数 36名（2006年度実績） 未定（日本学生支援機構からの内示による） 未定（日本学生支援機構からの内示による）

選考方法
本人の経済状況、家庭の経済状況お
よび大学院（大学）の学業成績、大学
院の入試成績その他を参考とする。

申込者の人物・健康・学力・家計について総合的
に審査。

申込者の人物・健康・学力・家計について総合的
に審査。

募集（選考）時期
春学期入学生　４月～５月
秋学期入学生　9月～１０月

４月～５月 ４月～５月

採用決定時期（予定）
春学期入学生　６月上旬
秋学期入学生　11月下旬

７月中旬　（推薦者発表は６月上旬） ７月中旬　（推薦者発表は６月上旬）

採用期限 当該年度のみ。毎年度応募可能。 一定の基準を満たせば標準修業年限まで採用 一定の基準を満たせば標準修業年限まで採用

奨学金の重複
の可能性

日本学生支援機構第一種（ただし特
別な事情がある場合のみ）

ベーツ特別支給、ベーツ第１種支給、関学貸与
（ただし特別な事情がある場合のみ）

ベーツ特別支給、ベーツ第１種支給

収入基準額

主たる家計支持者の１年間の総収入
金額の合計が、給与1342万円、給与
以外80７万円を超えないこと。（2006
年度実績）

収入金額が、416万円以下であること。ただし、収
入基準額を超えても採用される場合があるので、
経営戦略研究科事務室に要相談。収入合計金
額には、ｱﾙﾊﾞｲﾄ収入、父母からの給付、奨学金
その他を含む。（2006年度実績）

収入金額が595万円以下であること。収入合計金
額には、ｱﾙﾊﾞｲﾄ収入、父母からの給付、奨学金
その他を含む。（2006年度実績）

備考
在学期間が標準修業年限を超えた者
には貸与しない。ただし、休学期間は
標準修業年限に含まない。

秋学期入学生は、入学年度のみ9月～10月にも
出願可能　（但し、日本学生支援機構からの内示
があった場合のみ）

 

 

IBA奨学金採用者推移　2007.12.7現在

ＢＳ：経営戦略専攻、ＡＳ：会計専門職専攻

ベーツ
特別

ベーツ 貸与 1種 2種 ベーツ 貸与 1種 2種
ベーツ
特別

ベーツ 貸与 1種 2種 ベーツ 貸与 1種 2種
ベーツ
特別

ベーツ 貸与 1種 2種 ベーツ 貸与 1種 2種

2005春 4 6 1 1 2 3 4 1
2005秋 2 4 2 4
2006春 1 3 1 1 1 2 2
2006秋 1 5 2 1
2007春 4 1 3
2007秋 1 2 2
2005春 1 3 1 3 0 4 2
2005秋 0 2
2006春 4 1 3 7
2006秋 1 1
2007春 1 4 2 1
2007秋 1
2005春 11 6 16 4 3 11 6 1
2005秋 2 1 1 2
2006春 2 8 4 7 7 2 1
2006秋 2 4 3 1 2 1
2007春 2 13 2 16 5
2007秋 2 1 3

BS合計 1 7 7 4 1 0 0 2 0 1 16 10 6 0 6 11 0 0 1 17 3 5 1 5 3 2 0
AS合計 0 11 6 16 4 0 0 3 0 2 21 11 8 1 4 4 3 0 2 20 4 18 5 4 2 3 0

企業

2005秋
関学機構 機構

国際

AS

BS

入学年度

2007秋
関学 機構

2006秋
機構関学 機構機構

2007春
関学

2005春
関学

2006春
関学
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解釈指針 7-2-1-2 

2. 学生支援センター 

学生サービスセンター３階（神戸三田キャンパスは第２厚生棟１階）にある学生支援センターでは、

学生生活上でのさまざまな悩みや問題について、専門のカウンセラーと専任職員が相談に応じている。 

次のような内容は学生支援センター（なんでも相談・カウンセリグ）が対応している。 

・カウンセリングを受けたい。 

・なにをしていいかわからない。 

・どうもやる気がでない。 

・クラブ、サークルをどうしようかと迷っている。 

・なんとなく身体の調子がよくない。 

・将来のことが気になる。 

・友達とうまくつき合えない。 

・まわりからどう思われているか気になる。 

・自分のこと、まわりの人のことについて考えてみたい。 

・困っているけど、どこへ相談すればいいかわからない。 

・事件、事故などのトラブルに巻き込まれた。 

利用については、情報提供などの場合はカウンターで対応するが、相談の場合は個室で話を聞く。

電話での申込や相談も可能である。 

3. 保健館 

保健館では、学生や教職員の健康生活を支援すると共に、定期健康診断や病気治療のための診療も

行っている。 

■定期健康診断 

毎年４月に全学生を対象に定期健康診断を実施している。これは「学校保健法」により、年１回受

診するよう義務づけられているものである。毎年この健康診断を必ず受け、自分では自覚していない

病気を早期のうちに発見し、健康な身体を保持増進するよう努めてもらう。 

なお、この診断において、病気もしくはその疑いが見つかった場合、本人宛に通知し、保健館また

は保健館分室において再検査や精密検査を実施し、その結果に基づいて保健指導や医療機関の紹介等

をおこなう。 

4. キャンパス・ハラスメント防止と対策 

関西学院大学は、キリスト教主義を建学の精神とし、それぞれの人格と人権を尊重する教育を実践

してきた。1999 年には本学の教育をさらに内実化させるために「セクシュアル・ハラスメント防止の

ためのガイドライン」を作成し、大学に集うすべての人が快適なキャンパスライフを送ることが出来

るよう努めてきた。これまでの取り組みを顧みると共に、2006 年度よりさらにアカデミック・ハラス

メントをも含めた「キャンパス・ハラスメント」の防止と対策に取り組んでいる。キャンパスに集う

すべての構成員に、キャンパス・ハラスメントの問題性の理解を深めてもらい、快適なキャンパスラ

イフを守っていくことをめざしている。 

キャンパス・ハラスメントの事例、キャンパス・ハラスメント相談規程、キャンパス・ハラスメン

ト調査委員会規程、相談員リストについては、本学教育・研究システムのパブリックフォルダにある 

「教育・研究システム掲示板」に掲載している。（本学教職員・学生のみが閲覧可能） 
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＜点検・評価＞ 

最近、他大学の奨学金は「支給（給付）奨学金」を充実する流れがある。本学でもこのような動きの

中、奨学金の見直しがなされている。経済困窮者に対して貸与する奨学金としては、日本学生支援機構

奨学金が充実してきており、本学の貸与奨学金についても見直しを始めている。 

 

＜今後の方策＞ 

貸与する奨学金については日本学生支援機構奨学金があるため、本学貸与奨学金については縮小する

方向で見直し、支給奨学金を充実するとともに、銀行提携教育ローン導入と、その利子補給奨学金制度

導入を検討する。 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

721 学生の手引き p.28,29 奨学金概要（文中） S02 

722 奨学金採用状況（文中） D15 

723 大学案内「学生生活編」p.66 学生支援センター S07 

724 大学案内「学生生活編」p.67 保健館 S07 

725 キャンパス・ハラスメント相談規程 B06 

726 キャンパス・ハラスメント調査委員会規程 B07 

727 キャンパス・ハラスメント防止と対策 B08 

728 大学案内「学生生活編」p.47 キャンパス・ハラスメント S07 
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7-3 身体に障がいのある学生に対する支援 

7-3-1 

身体に障がいのある者に対しても,受験の機会を確保するとともに,身体に障がいのある学生につ

いて,施設及び設備の充実を含めて,学習や生活上の支援体制の整備に努めていること｡ 

解釈指針 7-3-1-1 

身体に障がいのある者に対しても,等しく受験の機会を確保し,障がいの種類や程度に応じた特別措置や組織的対

応を工夫することに努めていること. 

解釈指針 7-3-1-2 

身体に障がいのある学生の修学のために必要な基本的な施設及び整備充足に努めていること。 

解釈指針 7-3-1-3 

身体に障がいのある学生に対しては,修学上の支援,実験･実習･実技上の特別措置を認めるなど,相当な配慮に努め

ていること｡ 

□障がいのある学生に対して整備された施設及び設備の状況が把握できる資料 

□障がいのある学生に対して行っている特別措置が把握できる資料 

□支援体制（ノートテイカー等）の配備状況が把握できる資料 

□障がいのある学生に対する具体的な予算措置等の状況が把握できる資料 

＜現状の説明＞ 

7-3-1 障がい学生への支援･対応 

解釈指針 7-3-1-1、7-3-1-2、7-3-1-3 

本学は、大正時代から全盲の視覚障がい者の入学を認め、全国の大学に先駆けて数多くの障がい学生

に門戸を開いてきた。この伝統は隣人愛と自発的な善意に支えられていたが、1975 年に学長の諮問機関

として設置された身体障害者問題委員会が『身体障害者問題に関する基本理念』を答申し、障がい学生

の人権を擁護し、その学習権を保障するという基本理念を示した。1983 年には「身体障害をもつ学生の

受け入れに関する基本方針」を定め、具体化が進められてきた。点字ブロックの敷設、スロープ・エレ

ベーターの設置、PC 等の周辺機器などハード面での整備を進めるとともに、障がい学生の入試におい
て受験特別措置をとり、入学後も授業や試験に際して個別的履修指導や教室配備をし、授業支援につい

ても学内外のボランティアの紹介がなされており、進路・就職援助も行われている。障がい学生の修学

支援を全学体制で行うことを目的として、2006 年 4 月 1 日付けで教務部に「キャンパス自立支援課」が

新たに設けられた。キャンパス自立支援課の設置とともに、「関西学院大学における障がいのある学生

の支援上の諸問題に関し、大学が行う方針・方策の決定と問題の解決に資する」ことを目的として、副

学長を委員長とする「障がい学生支援委員会」が新たに設けられた。 

 

＜点検・評価＞ 

本研究科では今のところ特段の支援体制を要する学生は入学していないが、もし該当者が入学した場

合であっても大学全体の仕組みの中で対応できる。 

 

＜今後の方策＞ 

本研究科においても、発生することを想定して、本学の「障がい学生支援委員会」にも積極的に関わ

り、特段の支援体制を要する学生が入学してきても対応できるように、全学的な取り組みについて情報

収集する。 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

731 大学案内「学生生活編」p.13-15 障がいをもつ学生とともに S07 
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7-4 職業支援(キャリア支援) 

7-4-1 

学生支援の一環として,学生がその能力及び適性,志望に応じて,主体的に進路を選択できるよう

に,必要な情報の収集・管理･提供,ガイダンス,指導,助言に努めていること｡ 

解釈指針 7-4-1-1 

学生がそれぞれの目指す進路の選択ができるように,その規模及び教育目的に照らして, 適切な相談窓口を設置す

るなど，支援に努めていること｡ 

□進路選択について学生に配慮していることが把握できる資料 

□相談窓口を設置している場合、窓口の概要、相談員の体制、学生の利用状況等が把握できる資料 

□職業支援（キャリア支援）に関する委員会、センターの概要、組織図 

□説明会、進路指導等の実施状況が把握できる資料 

 

＜現状の説明＞ 

7-4-1 就職支援（キャリア支援） 

解釈指針 7-4-1-1 

1. キャリアセンター 

  キャリアセンターはキャリア支援課とキャリア教育プログラム室からなる。また、キャリアセンタ

ー長をはじめとし、各研究科を代表する就職担当教員で構成されるキャリアセンター委員会を置き、

学生へのサポートのあり方や、学生が主体的に進路選択できるように月一回議論の場をもうけている。 

  キャリアセンターの構成と組織図は次のとおり 

   キャリアセンター長                   １名 

キャリアセンター副長（キャリア教育プログラム室長）   １名 

キャリア教育プログラム室副室長             １名 

   キャリア支援課長                    １名 

   キャリア支援課員                   １０名 

※キャリア支援課員のうち４名がキャリアアドバイザーの有資格者 

   ※組織図 

Center for Career Planning and PlacementCenter for Career Planning and Placement

組織図

学 長

キャリアセンター

キャリア支援課
キャリア教育
プログラム室

キャリアセンター
委員会

キャリア教育
プログラム室
運営委員会
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①進路希望状況の把握 

  大学院入学直後に「進路希望調査票」を配布し、修了後にどのような進路をとりたいと考えている

のか、をヒアリングし、キャリアサポートを行ううえで活用している（2006 年度、2007 年度入学

生の入学時における進路希望状況は下表参照）。 

■（文系対象） 就職支援プログラムの流れを確認しよう！

入試

キャリアガイダンス

マスコミ業界対策

各種
プログラム

公務員志望者

ＳＲ企画

自分研究プログラム

キ
ャ

リ
ア
セ
ン
タ
ー

か
ら
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
展
開

5月

夏季休暇

6月 7月 8月

春学期定期試験

4月10月

学事スケジュール 授業・秋学期定期試験 授　業春休み

5月 6月

授　業

3月9月 11月 12月

冬休み

就職活動の流れ

1月 2月

業界・企業について知る期間
→働き方・やりがいの発見

自分研究（自己分析・業界、企業研究）の成果を通してＥＳ・面接などで自分らしさアピール
～企業の選考を受験しながら、並行して自分研究・企業研究をさらに深める～

『第２回キャリアガイダンス』
（文系対象）
・秋以降のプログラム活用方法
・今から年内までの過ごし方
・自己分析について
９/２５　　西宮上ケ原
９/２７　　神戸三田（総合政策）

学内企業研究セミナー
～大阪梅田キャンパス～

学内企業説明会

外国人留学生対象就職セミナー
Ｕターン就職セミナー

文系大学院対象就職セミナー

マスコミ業界筆記試験対策
大阪梅田 マスコミ就職セミナー（企業研究）

SR企画
個別相談会

SR企画
相談会

SR企画
相談会

OB・OG、内定者による
～マスコミ業界対策勉強会～

『第１回キャリアガイダンス』
（文系対象）
・卒業後の進路を考えよう
・就職活動の流れ
・先輩の就職活動体験談
・進路登録、就職情報誌登録
５/２８　　西宮上ケ原
５/２９　　神戸三田（総合政策）

自己分析の始め方セミナー
6/4～8　西宮上ケ原
6/5、7　神戸三田
　　　　　　　（総合政策）

マスコミセミナー
6/16　西宮上ケ原

過去の棚卸　　自分史を作る

内定者による
就職活動報告会

編入学生対象
就職セミナー

学内企業研究セミナー
11/24、12/1・2・8

女子学生キャリアガイダンス
～職種と働き方研究～

業界研究セミナー

プロの仕事研究セミナー

志望動機作成セミナー
（ＥＳ対策）

自己紹介書作成個人相談（西宮上ケ原・神戸三田）

一日シリーズ

・キャリア支援システムから進路登録
・就職情報誌の登録

エントリーシート
作成セミナー
１０月上旬

履歴書・自己紹介書、エントリーシート個人面談（大阪梅田）

関心ある企業へプレエントリーする 志望企業へエントリー 企業セミナーへの参加、選考試験（筆記試験、面接試験）エントリーシートを入手・提出
（企業から郵送・ダウンロード）

就職情報サイトからメールが届く

自分自身と向き合う期間→働き方・やりがいの発見 自分の強み・価値観をやりたいこと（仕事）をマッチングさせる

就職関連施設のフル活用
（各キャンパスキャリアセンター資料室・大阪梅田キャンパス・東京丸の内キャンパス）
～悩んだときや困ったときはキャリアセンタースタッフによる個人面談を活用～

 

 

２００７年度入学生

合計 回答 就職希望 就労中 自営・起業 進路は未
定

資格試験
取得準備

未回答

経営戦略専攻 96 64 14 47 1 2 0 32
会計専門職専攻 109 82 29 21 1 7 24 27

（％）会見専門職コースのみ:分母は回答数 35.4% 25.6% 1.2% 8.5% 29.3%

２００６年度入学生

合計 回答 就職希望 就労中 自営・起業 進路は未
定

資格試験
取得準備

未回答

経営戦略専攻 91 74 11 54 7 2 0 17
会計専門職専攻 95 81 38 28 0 4 11 14

（％）会見専門職コースのみ:分母は回答数 46.3% 34.1% 0.0% 4.9% 13.4%

就職希望者のうち、９人は、同時に資格試験取得準備
就職希望者のうち、１人は、それ以外の進路(未定）も考えている。
就職希望者のうち、１人は、大学院後期課程に進学希望とともに留学、資格試験取得も考えている。
就労中のうち、２人は大学院後期課程に進学希望
就労中のうち、１人は、大学院後期課程に進学希望とともに、資格試験取得も考えている。
就労中のうち、１人は、大学院後期課程進学希望と留学希望
就労中のうち7人は、それ以外の進路(未定）も考えている
就労中のうち３人は、資格試験取得も考えている。
就労中のうち、１人は、専門職大学院に入学を希望

就職希望のうち、5人は、同時に資格試験取得準備

自営・起業のうち、1人は、同時に大学院後期課程に進学希望

就職希望のうち、4人は、同時に資格試験取得準備
就労中のうち、3人は、同時に就職を希望
就労中のうち、1人は、大学院後期課程に進学希望とともに、それ以外の進路(未定）も考えている
就労中のうち、2人は、それ以外の進路(未定）も考えている。

 

②キャリアガイダンス 

  キャリアガイダンスは大学院生、学部生共通のプログラムであり、例年、就職活動に向けた準備を
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促すことを目的として開催している。第１回目は夏季休暇前に開催し「就職活動の流れ」や「自己

分析の考え方」、第２回目は「10 月以降に開催するキャリアセンターのプログラム説明」、「エント

リーシートの書き方」が中心の内容となっている。 

   各ガイダンスにおいて、就職活動を行ううえでの助けとなる以下の冊子類を配布している 

□第１回キャリアガイダンス 

   ・自分を見つめる～自分との対話編～ 自己分析を行なううえでの助けとなる冊子 

   ・Placement Manual       キャリアセンターの活用法、各種プログラムの案内、活動
の流れ、就職支援プログラムの流れ（別紙参照）を掲載 

  □第２回キャリアガイダンス 

   ・自分を見つめる～社会との対話編～ 自己分析結果を社会と照らし合わせ、進路を考えるうえ

での助けとなる冊子 

③文系大学院生就職セミナー 

大学院生対象就職セミナーでは、人間的側面からの自己表現に加えて大学院で培った専門知識を通

じてアピールすることが重要であるため、大学院生ならではの就職活動のポイントをレクチャーし

ている。さらに、先輩学生からの就職活動体験談や相談会などを開催し、大学院生が知りたい情報

を提供している。 

④個人面談 

  本学所定様式の自己紹介書や、エントリーシートの作成指導をはじめとし、進路選択に関する不安

や悩みなどの解決のためのサポートをしている。 

⑤大学院生対象求人情報の掲示 

  大学院生を募集対象にしている企業の求人票ファイルをキャリアセンター資料室の一角に設置し

ている。 

⑥インターンシップ 

  学部生とは別枠で大学院生対象インターンシップ情報を提供している。単位認定制度がある。 

⑦その他のキャリア・就職支援 

  以下は、国際経営戦略コースの学生対象のプログラムである。 

（2006 年度実施分） 

インターンシップ説明会およびキャリアガイダンス実施の案内など、質疑応答を含めたガイダンス

を、５月に実施した。 

（2007年度実施分） 

  10月30日にインターンシップ報告会を研究科と合同で開催するとともに、第２回キャリアガイダン

スの概略について説明した。 

2. キャプラン㈱との業務提携 

2006 年秋学期から、経営戦略研究科と人材紹介・転職支援サービスを提供する伊藤忠グループのキ

ャプラン株式会社（以下、「キャプラン」という）が業務提携をしている。 

キャプランは就職や転職を希望されている学生と人材を求めている企業双方のエージェントであ

る。厚生労働省の認可を受け職業紹介・斡旋を行っており、エントリーされた方から登録料や紹介料

などの手数料を求めることはない。キャプランは、伊藤忠グループの人材紹介会社ならではのネット

ワークを活かし、伊藤忠グループ企業はもちろんのこと、外資系企業を含むたくさんの優良企業（商

社・メーカー・流通・マスコミ・サービス業等）への紹介実績があるので、研究科学生の就職や転職
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に向けての強力なサポーターになる。また、プライバシーマークも取得し、個人情報の保護について

も万全を期しているので、就職や転職について相談できる。 

本学を修了後、就職を希望する学生、あらたな活躍の場を求めて転職を考えている社会人学生、ま

た自分のキャリアパスについて客観的なアドバイスが欲しい学生など、就職や転職に関する様々な問

題についてサポートを受けることができ、本学のキャリアセンターと共に活用している。 

□受けることができる就職支援サービス 

 ①個別就職相談   個人別に就職の相談支援サービスを受けることができる。 

 ②個別就職斡旋   個人別に対応した就職の斡旋サービスを受けることができる。 

 ③インターンシップ 個人別に望む分野の企業でインターンシップを受けることができる。 

 ④就職情報の提供  一般的に就職に関する大切な情報や適切なポジションの企業情報を恒常的に

受けることができる。 

 ⑤自己分析診断   自己分析のツール（casEye「行動パターン」）の利用とフィードバックを受け
ることができる。 

（1）エントリー状況＜人＞  11 人 

専  攻   4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 合計

企業経営コース 0 1 1 1 1  1  5
経営戦略専攻 

国際経営コース 0 0 0 0 0  0  0

社会人      1 0 2 1 1  0  5
会計専門職専攻 

新卒      0 0 1 0 0 0  1

合  計   1 1 4 2 2 1 11

（2）個別面談実施状況＜人＞  5 人 

専  攻   4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 合計

企業経営コース 0 1 1 0 1  0 3
経営戦略専攻 

国際経営コース 0  0 0 0 0  0 0

社会人  0  0 0 1 0  0 1
会計専門職専攻 

新卒  0 0 1 0 0 0 1

合  計   0 1 2 1 1 0 5

 

＜点検・評価＞ 

専門職大学院生は明確な目的を持っているため、在学中の職業支援をし辛いという側面がある。しか

しながら、キャリアセンターではいかなる相談であっても乗ることができる環境になっているため、も

っとキャリアセンターを身近な存在として捉えてもらうことができるようなアプローチが必要だと考

える。 

本研究科と提携している、キャプランによるエントリー状況や個別面談実施状況は、在籍者数を考え

ると少ないと言わざるを得ない。今後、どのように利用を増やすか、情宣をどのように実施するかの検

討が必要である。 

 

＜今後の方策＞ 

キャリアセンターでは、大学院生と学部生を問わず、卒業後であっても就職・転職サポートができる
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ような環境を整える必要がある。 

本研究科では、在学生に対してキャプランに関する情報を、学内ネット等にて十分伝える。 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

741 キャリアセンター組織図（文中） D16 

742 就職活動の流れ（文中） D17 

743 2006、2007 年度入学生の入学時における進路希望状況（文中） D18 

744 キャプラン㈱エントリー状況、個別面談実施状況（文中） D19 

 

- 58 -



08 教員組織 

第 8 章 教員組織 

8-1 教員の資格と評価 

8-1-1 

研究科及び専攻の種類及び規模に応じ、教育上必要な教員が置かれていること｡ 

□教員一覧、教員分類別内訳 

解釈指針 8-1-1-1 

教員の最近 5年間における教育上又は研究上の業績等、各教員が、その担当する専門分野について、教育上の経歴

や経験、理論と実務を架橋する会計学専門教育を行うために必要な高度の教育上の指導能力を有することを示す資

料が、自己点検及び自己評価の結果の公表等を通じて開示されていること｡ 

 

8-1-2 

基準 8-1-1 に規定する教員のうち、次の各号のいずれかに該当し、かつ、その担当する専門分野

に関し高度の教育上の指導能力があると認められる者が、専任教員として専攻ごとに置かれてい

ること｡ 

(1)専攻分野について、教育上又は研究上の業績を有する者 

(2)専攻分野について、高度の技術･技能を有する者 

(3)専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者 

解釈指針 8-1-2-1 

教員の最近 5年間における教育上又は研究上の業績等、各教員が、その担当する専門分野について、教育上の経歴

や経験、理論と実務を架橋する会計学専門教育を行うために必要な高度の教育上の指導能力を有することを示す資

料が、自己点検及び自己評価の結果の公表等を通じて開示されていること｡ 

解釈指針 8-1-2-2 

基準 8-1-2 に規定する専任教員については、その専門の知識経験を生かした学外での公的活動や社会貢献活動も自

己点検及び自己評価の結果の公表等を通じて開示されていることが望ましい｡ 

解釈指針 8-1-2-3 

基準 8-1-2 に規定する専任教員は、大学設置基準(昭和 31 年文部省令第 28 号)第 13 条に規定する専任教員の数及

び大学院設置基準(昭和 49 年文部省令第 28 号)第 9条に規定する教員の数に算入することができない｡ 

解釈指針 8-1-2-4 

基準 8-1-2 に規定する専任教員は、平成 25 年度までの間、解釈指針 8-1-2-3 の規定にかかわらず、同基準に規定

する教員の数の 3 分の 1 を超えない範囲で、大学設置基準第 13 条に規定する専任教員の数及び大学院設置基準第

9 条に規定する教員の数に算入することができるものとする｡ただし、大学院設置基準第 9 条に規定する教員のう

ち博士課程の後期の課程を担当する教員の数には、基準 8-1-2 に規定する専任教員の数のすべてを算入することが

できる｡ 

□教員の情報開示に関する資料（自己点検及び自己評価の結果が掲載された刊行物、ウェブサイト等） 

□教員一覧、教員分類別内訳 

 

8-1-3 

教員の採用及び昇任に関し、教員の教育上の指導能力等を適切に評価するための体制が整備され

ていること｡ 

□教員の採用及び昇任に関する規則 
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＜現状の説明＞ 

8-1 教員の資格と評価 

8-1-1会計専門職専攻の規模と教員数  
会計専門職専攻の担当する専門分野別の専任教員数は、2007年4月1日現在、次のとおりであ

る。 

  
専 任 教 員 みなし専任教員 

専門分野 研究者教員 実務家教員 実務家教員 
合計 

財 務 会 計 3 2 2 7 

管 理 会 計 1 1 1 3 

監     査 1 1 2 4 

経営学・経済学 1 1 1 3 

企  業  法 1 0 4 5 

  合  計 7 5 10 22 
 
 
入学定員は100名で、収容定員は200名であるから、必置教員数は14名 (200/15=13.3)にな

る。そのうち実務家教員は、1/3以上＝５名以上が必要である。ただし、その５名のうち、
「みなし専任教員」の算入は３名以内となる。現状は、「研究者教員７名＋実務家教員５名

＋算入できる「みなし専任教員」10名のうち３名＝15名」となり、必置教員数は上回って
いる。「みなし専任教員」は7名上回っている。  
現在、教員１人当たりの学生数は、８人である (180／22＝8.2)。ただし、算入可能なみな

し専任教員３名に限定すると、12人となる (180/15＝12)。 
 

8-1-2 専任教員の教育指導能力 

2007 年４月１日現在、会計専門職専攻に配置されている教員で、他の学部や研究科と併任している教

員はいない。各専任教員は、本研究科会計専門職専攻専従である。したがって、カリキュラム上の分野

ないし専門分野である財務会計、管理会計、監査、経済・経営及び企業法において専従の研究者教員と

実務家教員を配置し、かつ実務能力に精通した実業界からの実務家教員も配置して教育にあたっている。

各分野の教員は、各専門分野に関し高度の教育上の指導能力を備えている。とくに、専任教員の研究者

教員は主に「専攻分野について、教育上又は研究上の業績を有する者」であり、専任教員の実務家教員

は主に「専攻分野について、高度の技術･技能を有する者」である。また、みなし専任教員の実務家教

員は、主に「専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者」である。 

 

8-1-3 教員の採用・昇任に関する評価体制 

本研究科の教員の採用及び昇任に関しては、「専門職大学院教員任用規程」や「経営戦略研究科任期

制実務家教員」という本則となる規程を整備しており、これを円滑に運用するために研究科内規として

「経営戦略研究科教員の採用及び昇任人事の手続（内規）」を定めている。「専門職大学院教員任用規程」

は、研究者教員、実務家教員、みなし専任教員の採用及び昇任に関わる規程であり、「経営戦略研究科

任期制実務家教員」は、主にみなし専任教員に関わる規程である。「経営戦略研究科教員の採用及び昇

任人事の手続（内規）」は、研究科のすべての教員に関わる人事内規である。こうした規程や内規に基
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づいて、適切な教員採用の評価及び教員の昇任の際の評価を行っている。 

人事の審査過程は、採用人事の場合、「専攻会議→人事委員会→１回目教授会(審査開始審議)→２回

目教授会(審査委員会報告による審議)」という過程を経ることになっており、また昇任人事の場合、こ

の審査過程に先立って人事委員会審議が加わる。なお、採用人事については、公募の実施や候補者によ

るプレゼンテーションを必要に応じて付加している。 

 

＜点検・評価＞ 

専門職大学院の教員数は、学生 15 名に対して 1 名を必要とする。この条件は十分満たしている。た

だし、担当する専門分野別に見た場合、財務会計に比較的重点が置かれている。これは会計大学院の性

格上意味のあるところではあるが（未修学生の簿記教育等）、企業法や監査の専門分野において、みな

し専任教員を含めた教育体制に十分なケアが必要であると考えている。 

解釈指針 8-1-1-1、8-1-2-1、8-1-2-2 

教員の最近５年間における教育上または研究上の業績等を示す資料については、大学の「研究業績デ

ータベース」にて公表している。 

 

解釈指針 8-1-2-3、8-1-2-4 

「8-2 専任教員の配置と構成」を参照されたい。  
 

＜今後の方策＞ 

各専門分野の専任教員とみなし専任教員との連携が、現在行われている以上に、教育指導体制として

十分発揮できるように会合や研究会をもって当たっていく必要がある。その上で、配置教員の形状を変

更する必要がある場合は、人事計画において再編成していく所存である。 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

811 担当領域別専任教員数（文中） D20 

812 研究業績データベース DB1 

813 専門職大学院教員任用規程 B09 

814 経営戦略研究科任期制実務家教員規程 B10 

815 経営戦略研究科教員の採用及び昇任人事の手続（内規）（9-1-3 文中） D26 
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8-2 専任教員の配置と構成 

8-2-1 

会計大学院には、専攻ごとに、平成 11 年文部省告示第 175 号の別表第一及び別表第二に定める修

士課程を担当する研究指導教員の数の 1.5 倍の数(小数点以下の端数があるときは、これを切り捨

てる。)に、同告示の第 2号、別表第一及び別表第二に定める修士課程を担当する研究指導補助教

員の数を加えた数の専任教員を置くとともに、同告示の別表第三に定める修士課程を担当する研

究指導教員 1人当たりの学生の収容定員に 4分の 3を乗じて算出される収容定員の数(小数点以下

の端数があるときは、これを切り捨てる｡)につき 1人の専任教員が置かれていること｡ 

解釈指針 8-2-1-1 

基準 8-2-1 の規定により専攻ごとに置くものとされる専任教員は、専門職学位課程たる会計大学院について 1専攻

に限り専任教員として取り扱われていること。 

解釈指針 8-2-1-2 

基準 8-2-1 の規定により専攻ごとに置くものとされる専任教員の数の半数以上は、原則として教授であること。 

解釈指針 8-2-1-3 

基本科目(財務会計、管理会計、監査等)については、いずれも当該授業科目を適切に指導できる専任教員が置かれ

ていること｡ 

解釈指針 8-2-1-4 

各会計大学院は、その教育の理念及び目的を実現するために必要と認められる場合には、基準 8-2-1 に定める数を

超えて.専任教員を適切に配置するよう努めることが望ましい｡ 

□教員一覧、教員分類別内訳 

□科目別専任教員数一覧 

 

8-2-2 

専任教員の科目別配置等のバランスが適正であること｡ 

解釈指針 8-2-2-1 

各科目について、会計大学院の理念や教育目的に応じた専任教員が置かれていること｡ 

解釈指針 8-2-2-2 

専任教員の年齢構成に著しい偏りがないように努めていること｡ 

□教員一覧、教員分類別内訳 

□科目別専任教員数一覧 

 

＜現状の説明＞ 

8-2 専任教員の配置と構成 

解釈指針 8-2-1-1～8-2-1-4 

8-2-1 会計大学院に置かれるべき専任教員数 

8-1-1で記述したとおり、会計専門職専攻の必置教員数は14名（200/15=13.3）になる。現状は、

「研究者教員７名＋実務家教員５名＋算入できる「みなし専任教員」10名のうち３名＝15名」となり、

必置教員数は上回っている。「みなし専任教員」は７名上回っている。専任教員とみなし専任教員の職

位別の内訳は、次のとおりである。 

教授 准教授 専任講師 教授 准教授 教授 准教授 教授

9 3 0 0 0 9 1

0 2212

Ｄ

計
併任教員
（Ｗカウント）

0 10

２００７．４．１教員数

会計専門職専攻

Ｃ

みなし専任教員
（任期制実務家教員）専任教員

（任期の定めのない教員）
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8-2-2 専任教員の科目別配置等バランス 

専任教員の科目分野別の配置状況は、次のとおりである。分野をまたがっている教員もいるので、下

図は必ずしも正確ではないが、主たる担当する専門分野に基づいた配置状況である。 

分野 人数 担当科目 氏名 職 備考

財務会計 財務会計論、連結財務諸表論等 山地範明 教授

簿記、会計基準論等 中島稔哲 准教授

国際会計論、国際会計基準論等 杉本徳栄 教授

簿記基礎、会計制度論等 上田耕治 准教授 実務家　　

国際公会計論、地方自治体予算管理論等 稲澤克祐 教授 実務家

財務会計事例研究、監査事例研究 西田隆行 教授 任期制実務家教員D

公会計事例研究、簿記基礎 小市　裕之 教授 任期制実務家教員D

管理会計 管理会計論、管理会計課題研究等 浜崎和樹 教授

原価計算論、管理会計事例研究等 徳崎　進 教授 実務家

財務分析、企業評価論 井上浩一 教授 任期制実務家教員D

監査 地方自治体財務分析、地方自治体ファイナンス等 石原俊彦 教授

会計倫理、監査論等 西尾宇一郎 教授 実務家

監査事例研究、会社法会計論 池浦良典 教授 任期制実務家教員D

ｼｽﾃﾑ監査、監査役監査等 木村安寿 教授 任期制実務家教員D

経済・経営 3 経済学、経済政策等 新庄浩二 教授

経営学、経営管理論等 加藤　雄士 准教授 実務家

海外行政経営事情、地方自治体マーケティング等 武久　顕也 准教授 任期制実務家教員Ｄ

企業法 企業法、会社法等 岡本智英子 教授

租税法実務、中小会社会計論 宮口定雄 教授 任期制実務家教員Ｄ

税務申告実務、租税法事例研究 瀬戸口有雄 教授 任期制実務家教員Ｄ

金融商品取引法、倒産処理法等 田中庸介 教授 任期制実務家教員Ｄ

企業法要説、会社法事例研究 朝沼　晃 教授 任期制実務家教員D

計 22

7

5

4

3

 

 

＜点検・評価＞ 

8-1-3 でも記述したが、担当する専門分野に基づいた配置状況からすると、重点を置いた専門分野は

財務会計である。これは会計大学院の性格上意味のあるところではあるが（未修学生の簿記教育等）、

企業法や監査の領域において、みなし専任教員を含めた教育体制に十分なケアが必要であると考えてい

る。 

 

＜今後の方策＞ 

8-1-3 でも記述したが、各分野の専任教員とみなし専任教員との連携が、現在行われている以上に、

教育指導体制として十分発揮できるように会合や研究会をもって当たっていく必要がある。その上で担

当する専門分野に基づいた配置教員の形状を変更する必要がある場合は、人事計画において再編成して

いく所存である。 
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＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

821 専任教員の配置（文中） D21 

822 専任教員科目別配置バランス（文中） D22 

823 大学基礎データ DB2 
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8-3 研究者教員 

8-3-1 

研究者教員(次項 8-4-1 で規定する実務家教員以外の教員)は、おおむね 3年以上の教育歴を有し、

かつ、担当する授業科目にかかる高度の研究の能力を有する者であること。 

解釈指針 8-3-1-1 

教育歴については、研究教育機関において専任教員として 3年以上の経験を有すること｡ 

解釈指針 8-3-1-2 

高度の研究の能力とは、担当する授業科目の分野において、過去 5年間一定の研究業績を有すること｡ 

□教員の情報開示に関する資料（自己点検及び自己評価の結果が掲載された刊行物、ウェブサイト等） 

 

 

＜現状の説明＞ 

8-3 研究者教員 

8-3-1 研究者教員の教育歴と研究能力 

解釈指針 8-3-1-1、8-3-1-2 

本研究科会計専門職専攻における各専門分野の７名の研究者教員は、いずれも３年以上の教育歴を有

し、かつ担当する授業科目にかかる高度の研究の能力を有する者である。また研究能力に関しては、本

学のウェブサイト（http://www.kwansei.ac.jp/index.jsp）上の「研究業績データベース」にも記載して
いるとおり、一定の研究業績を有している。研究者教員の研究成果については、本研究科の紀要である

『ビジネス＆アカウンティングレビュー』にも記載して公表している。当該紀要は、現在、第２号まで

刊行している。 

 

＜点検・評価＞ 

専門職大学院－会計大学院は、教育に特化した大学院であり、教員は教育に時間を掛け、かつ大学院

生に教育の成果（公認会計士試験合格等）を期待されている。そうした中で、研究者教員の研究能力の

養成は、各教員の不断の努力に期待せざるを得ない。学外での研究成果の公表に加えて、2005 年の開学

後、本研究科の紀要である『ビジネス＆アカウンティングレビュー』は 2006 年３月に創刊号を、また

2007 年３月に第２号を発刊しており、研究成果が蓄積されている。また、研究情報誌として『関学 IBA
ジャーナル』を 2007 年４月から発行しており、最新の研究情報を他の教員や大学院生に提供している。

教育に限らず、研究者教員は研究能力の向上は図っており、より高度な研究成果も上げている。 

 

＜今後の方策＞ 

現在、会計大学院の教育体制の確固たる構築に向けて忙殺されているため、これまで開催していない

本研究科や会計専門職専攻主催の研究会を今後は年数回開催し、研究成果の発表や取り組み状況の報告

等、教員間で啓発し合い、研究コミュニケーションを高めていきたいと考えている。また、2008 年４月

に開学される先端マネジメント（博士課程）との連携も研究能力の向上にあたって重要になってくるで

あろう。 
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＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

831 研究業績データベース DB1 

832 研究誌「ビジネス＆アカウンティングレビュー」 S09 

833 研究情報誌「関学ＩＢＡジャーナル」 S10 
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8-4 実務家教員(実務経験と高度な実務能力を有する教員) 

8-4-1 

基準 8-2-1 に規定する専任教員の数のおおむね 3 割以上は、専攻分野におけるおおむね 5 年以上

の実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者であること｡ 

解釈指針 8-4-1-1 

基準 8-4-1 で規定する実務家教員は、その実務経験との関連が認められる授業科目を担当していること｡ 

解釈指針 8-4-1-2(専任教員以外の者を充てる場合のみ) 

基準 8-4-1 に規定するおおむね 3 割の専任教員の数に 3 分の 2 を乗じて算出される教(小数点以下の端数があると

きは、これを四捨五入する｡)の範囲内については、 専任教員以外の者を充てることができる。その場合には、1

年につき 6単位以上の授業科目を担当し、かつ、教育課程の編成その他の会計大学院の組織の運営について責任を

担う者であること｡ 

□教員の情報開示に関する資料（自己点検及び自己評価の結果が掲載された刊行物、ウェブサイト等） 

□教員一覧、教員分類別内訳 

□科目別専任教員数一覧 

 

 

 

＜現状の説明＞ 

8-4 実務家教員 

8-4-1 実務家教員の実務経験及び実務能力 

解釈指針 8-4-1-2（解釈指針 8-4-1-1 は、「8-2-2 専任教員の科目別配置等バランス」を参照されたい） 

本研究科の会計専門職専攻の必置教員数は 14 名であるため、実務家教員はその 1/3 以上の５名以上

が必要である。ただし、この５名のうち「みなし専任教員」の算入は３名以内となる。現在、専任教員

の実務家教員が５名、実務家のみなし専任教員が 10 名所属しており、基準を十分に満たしている。ま

た、実務家教員は全員５年以上の実務の経験を有しており、かつ高度の実務の能力を有している｡実務

家教員の内訳と実務経験の概要は、次のとおりである。 

教授 准教授 専任講師 教授 准教授

会計専門職専攻 3 2 0 9 1 15

研究者教員 6 1 0 7

9 3 0 9 1 22

（注 ）専攻：９名以上フル専任教員必要、７名以上は「教授」必要、専任の実務家は２名以上必要、
みなし専任実務家は３名以上必要。

実務家教員数
実務家・専任教員 任期制実務家教員

22

合計

 

実務家教員の実務経験の概要 

（1）実務家・専任教員 

①内閣府官民競争入札等監視委員会専門委員、名古屋市行政評価委員会委員長、群馬県参与 

②アントレプレナー･インキュベーター国際経営会計事務所、監査法人トーマツ東京事務所マネー

ジャー 

③監査法人トーマツ代表社員、日本公認会計士協会理事、公認会計士 

④中央監査法人、日本公認会計士協会近畿会幹事、公認会計士 
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⑤税理士・社会保険労務士・中小企業診断士事務所、日本経営協会専任講師 

（2）任期制実務家教員（みなし専任教員） 

①大阪家庭裁判所調停委員、大阪弁護士会研修委員会副委員長、綱紀委員会委員、弁護士 

②みすず監査法人パートナー、公認会計士 

③あずさ監査法人大阪事務所代表社員、日本公認会計士協会本部理事、公認会計士 

④監査法人トーマツ代表社員、公認会計士 

⑤新日本監査法人大阪事務所社員、公認会計士 

⑥近畿税理士会理事、税理士 

⑦弁護士法人法律事務所、弁護士 

⑧新日本監査法人大阪事務所代表社員、日本公認会計士協会本部副会長、公認会計士 

⑨日本税理士会連合会専務理事、近畿税理士会副会長、税理士 

⑩監査法人トーマツ大阪事務所、文部科学省学校評価委員 

 

＜点検・評価＞ 

本会計専門職専攻の実務家教員の構成、経験および実務能力は、非常に高いと評価できる。ただし、

専任教員の実務家教員の実務能力の維持向上及び実務家教員のみなし専任教員の雇用期間終了後の新

規の教員獲得は、今後の課題となりうる。 

 

＜今後の方策＞ 

研究者教員と同様、実務に関する研究会や先端実務の取り組みなどの情報交換の会合、研究者教員と

の交流等は重要である。これまで当該研究会や会合を十分に開催していないことから、計画的に年数回

の会合を開催できるように取り組んでいく予定である。 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

841 実務家教員数（文中） D23 
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8-5 専任教員の担当科目の比率 

8-5-1 

各会計大学院における教育上主要と認められる授業科目については、原則として、専任教員が配

置されていること｡ 

解釈指針 8-5-1-1 

基準 8-5-1 に掲げる授業科目のうち必修科目、選択必修科目、各会計大学院が特に重要と考える授業科目について

はおおむね 7割以上が、専任教員によって担当されていること｡ 

□教員一覧、教員分類別内訳 

□科目別専任教員数一覧 

＜現状の説明＞ 

8-5-1 専任教員の担当科目の比率 

解釈指針 8-5-1-1 

本専攻の専任教員の配置は、次のとおりである。 

2005-2007年度　科目別専任教員数一覧

2005年度 科目数 ＩＢＡ教授 ＩＢＡ准教授 任期制実務家教授 任期制実務家准教授 専任
ｺｱ 32 21 2 2 0 71.88% 78.13%
ﾍﾞｰｼｯｸ 35 22 3 6 0 71.43% 88.57%
ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ 60 22 10 16 0 53.33% - 80.00%
計 127 65 15 24 0 62.99% - 81.89%

2006年度 科目数 ＩＢＡ教授 ＩＢＡ准教授 任期制実務家教授 任期制実務家准教授 専任
ｺｱ 41 25 10 2 0 85.37% 90.24%
ﾍﾞｰｼｯｸ 42 23 7 6 0 71.43% 85.71%
ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ 74 26 12 22 0 51.35% - 81.08%
計 157 74 29 30 0 65.61% - 84.71%

2007年度 科目数 ＩＢＡ教授 ＩＢＡ准教授 任期制実務家教授 任期制実務家准教授 専任
ｺｱ 53 40 10 2 0 94.34% 98.11%
ﾍﾞｰｼｯｸ 50 24 8 8 0 64.00% 80.00%
ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ 66 22 7 17 3 43.94% - 74.24%
計 169 86 25 27 3 65.68% - 83.43%

※専任は、任期の定めのない専任教員＋任期制実務家教員

71.64%

78.31%

79.61%

任期の定めのない専任

任期の定めのない専任

任期の定めのない専任

 

教育上主要と認められるコア科目群とベーシック科目群の科目については、任期の定めのない専任教

員を中心に配置しており、教員比率は 70％を超えている。2007 年度のカリキュラム改正において、結

果としてコア科目に任期の定めのない専任教員を多く配置することとなったため、ベーシック科目群の

科目の任期の定めのない専任教員比率が 70％を下回ったが、コア科目群とベーシック科目群をあわせた

割合は 70％を大きく超えている。 

 

＜点検・評価＞ 

本会計専門職専攻の授業科目は、上記の表のように、全科目に対して 70％～80％が専任教員及びみな

し専任教員により担当されている。本専攻において教育上主要と認められるコア科目群とベーシック科

目群については、任期の定めのない専任教員が 70％以上の割合で担当している。専任教員による構成と

しては非常に高く評価できる。 
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＜今後の方策＞ 

コア科目群とベーシック科目群の科目については、引き続き任期の定めのない専任教員が中心に担当

する。アドバンスト科目群の科目はみなし専任教員への依存度が高いので、カリキュラム上、専任教員

との教育上の連携に十分なケアが必要であり、そのコミュニケーションを図る体制･会合が必要である。 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

851 2005-2007 年度科目別専任教員数一覧（文中） D24 
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8-6 教員の教育研究環境 

8-6-1 

会計大学院の教員の授業負担は、年度ごとに、適正な範囲内にとどめられていること｡ 

解釈指針 8-6-1-1 

各専任教員の授業負担は、会計大学院で少なくとも 8単位以上、会計大学院も含む他専攻、他研究科及び学部等(他

大学の非常勤を含む。)を通じて、多くとも年間 30 単位以下であることとし、年間 24 単位以下にとどめられてい

ることが望ましい｡ 

□教員一覧、教員分類別内訳 

 

8-6-2 

会計大学院の専任教員には、その教育上、研究上及び管理運営上の業績に応じて、数年ごとに相

当の研究専念期間が与えられるよう努めていること｡ 

□専任教員の処遇に関して定められた規則等 

 

8-6-3 

会計大学院の専任教員の教育上及び研究上の職務を補助するため、必要な資質及び能力を有する

職員が適切に置かれていること。 

□職員の配置等が把握できる資料 

 

＜現状の説明＞ 

8-6 教員の教育研究環境 

8-6-1 教員の授業負担 

解釈指針 8-6-1-1 

会計専門職専攻の教員の授業担当責任時間は、「大学専任教員職務規程」に定める授業担当責任時間

数１週８時間（年間１コマ２時間：４コマの授業＝16 単位）に基づいている。各専任教員の授業科目の

担当は、この授業担当責任時間に踏まえて設定している。 

本専攻は、１年を４期間に区分したクォーター制（７週）により授業科目を編成して授業を実施して

いる。このクォーター制のもとでは、２単位の科目は週２コマのペースで授業を進めている。また、平

日昼間だけではなく、平日夜間と土曜日にも授業を配置している。社会人学生の受講をも配慮して、た

とえば２単位科目は平日昼間と平日夜間または土曜日に配置することを原則としている。クォーター制

と平日夜間・土曜日の授業配置は、教員に対して担当コマ数だけではなく、授業実施や成績評価などに

スピードを要求する。しかし、この形態は、個人の研究期間の設定や研究出張、学会参加、論文執筆期

間などの設定をも可能とするものであり、メリハリのつけた年間計画を立てることも可能である。 

授業担当責任時間数は、教員によって異なる。専任教員の授業担当時間数は、８時間～14 時間であり、

平均 10 時間(20 単位)である。みなし専任教員（任期制実務家教員）の授業担当責任時間は年間３時間(６

単位)であり、その実態も年間３時間である。 

専任教員の授業担当単位数は、2007 年４月１日現在、次のとおりである。 

 ①28 ②24 ③21 ④28 ⑤28 ⑥22 ⑦18 ⑧16 ⑨16 ⑩12 ⑪16 ⑫16 （単位数） 

 

8-6-2 専任教員の研究専念期間 
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会計専門職専攻の専任教員の研究に専念する期間は、「特別研究期間制度」と「関西学院留学」に定

められている。特別研究期間と留学については、学部・研究科への割当定員とその優先順位があり、所

定の手続きを経て全学ベースで決定される。研究科からの推薦にあたっては、「学院留学者・特別研究

員推薦順位についての研究科内規」や「学院留学者･特別研究員順位予定表」を作成し、公平に申請で

きるようにしている。2005 年の本研究科の開学以降、「特別研究期間制度」を 2007 年度に１名取得して

いる。 

 

8-6-3 専任教員の職務補助の職員体制 

会計専門職専攻の職員組織は、経営戦略研究科の職員組織として配置している。本研究科には、事務室に

事務長１名、主幹１名、事務主任 1 名、一般職員２名、派遣職員２名及びアルバイト職員３名を、また図書資料

室に教務補佐２名及び教学補佐２名を配置している。また、土曜日午後から行う授業の補助や、定期試験監督

の補助に業務委託による職員を配置している。また、科学研究費補助金等の専攻事務局としてアルバイト職員

１名を配置している。これらに加えて、平日夜間に授業を行う大阪梅田キャンパス事務室においては、課長１名、

主幹１名、契約職員２名、業務委託による職員を配置している｡ 

 

＜点検・評価＞ 

開学後３年目を迎え、教育体制、事務体制とも十分とはいえない状況ではあるが、会計大学院を運営

していく上で、現在のところおおむね体制が整ったといえる。「特別研究期間制度」を取得した教員も

いる。しかしながら、教員の負担感－集中した授業、平日夜間と土曜日の授業、各クォーターの定期試

験・成績評価など、短期間での授業実施や成績評価－は依然として高いといわざるを得ない。高度な大

学院教育をコースワークで行う以上仕方のないことではあるが、カリキュラムの見直し再編成などで全

体として開講する科目のリストラクションを検討し、授業負担の軽減を図る必要がある。 

 

＜今後の方策＞ 

専任教員、任期制実務家教員及び非常勤講師など、教員の構成を検討し、かつ開講科目を見直して、

専任教員の負担の軽減を図る。また、可能な範囲で TA（教育補助員）の配置やあり方を検討する。 
 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

861 特別研究期間制度規程 B11 

862 関西学院留学規程 B12 

863 学院留学者・特別研究員推薦中についての研究科内規 B13 
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第 9 章 管理運営等 

9-1 管理運営の独立性 

9-1-1 

会計大学院における教育活動等を適切に実施するためにふさわしい独立の運営の仕組みを有して

いること｡ 

解釈指針 9-1-1-1 

会計大学院の運営に関する重要事項を審議する会議が置かれていること｡ 

会計大学院の運営に関する会議は、当該会計大学院の専任教授により構成されていること｡ただし、当該会計大学

院の運営に関する会議の定めるところにより、准教授その他の職員を加えることができる｡ 

解釈指針 9-1-1-2 

専任の長が置かれていること｡ 

□教員一覧、教員分類別内訳 

□組織規則 

 

9-1-2 

会計大学院の教育課程、教育方法、成績評価、修了認定、入学者選抜に関する重要事項について

は、会計大学院の教育に関する重要事項を審議する会議における審議が尊重されていること｡ 

解釈指針 9-1-2-1 

平成 15 年文部科学省告示第 53 号第 2条第 2項により会計大学院の専任教員とみなされる者については、会計大学

院の教育課程の編成等に関して責任を担うことができるよう配慮されていること｡ 

□事務組織図 

□スタッフ・ディベロップメントに関する研修会の実施状況等が把握できる資料 

□管理運営組織の業務内容、人員配置状況が把握できる資料 

 

9-1-3 

教員の人事に関する重要事項については、会計大学院の教員の人事に関する会議における審議が

尊重されていること｡ 

 

9-1-4 

会計大学院における教育活動等を適切に実施するためにふさわしい十分な財政的基礎を有してい

ること｡ 

解釈指針 9-1-4-1 

会計大学院の設置者が、会計大学院における教育活動等を適切に実施するために十分な経費を負担していること｡

解釈指針 9-1-4-2 

会計大学院の設置者が、会計大学院において生じる収入又は会計大学院の運営のために提供された資金等につい

て、会計大学院の教育活動等の維持及び向上を図るために使用することができるよう配慮していること｡ 

解釈指針 9-1-4-3 

会計大学院の設置者が、会計大学院の運営に係る財政上の事項について、会計大学院の意見を聴取する適切な機会

を設けていること｡ 

 

□予算・決算に関する資料等 
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＜現状の説明＞ 

9-1 管理運営の独立性 

9-1-1 独立運営の仕組み 

経営戦略研究科は独立研究科として設置し、研究科の管理・運営についての組織及び運営方式を次の

とおりとしている。 

①研究科長 
研究科の長として、研究科長を置く。研究科長は研究科教授会で選挙し、理事会で決定する。任期

を２年とする。 
②研究科教授会 
研究科の意思決定機関として研究科教授会を置く。研究科教授会は人事、教育課程、入学・修了等

の重要事項を議決する。また、予算について審議する。 
研究科教授会は任期の定めのない専任教員で構成し、研究科長が議長となる。みなし専任教員は

教授会に出席し、意見を述べることができる。 
研究科教授会のもとに、研究科長室委員会とカリキュラム委員会を置く。 

③専攻会議 
専攻会議は研究科における専攻の運営を円滑に行うために置く。構成員は会計専門職専攻に所属す

る専任教員によって構成する。専攻長は、専攻会議委員の互選によって選出する。専攻会議は、会

計専門職専攻に関わるカリキュラム、人事、その他について協議し、議事により研究科教授会もし

くはカリキュラム委員会に提案する。 
④研究科長室委員会 
研究科長室委員会は研究科運営の円滑化のために置く。構成員は研究科長、専攻会議コンビーナー

２名、教務学生委員２名、教務学生副委員２名とし、研究科長が委員長となる。研究科教授会は研

究科長室委員会に研究科教授会で定めた事項について、審議・決定を付託できる。 
⑤カリキュラム委員会 
カリキュラム委員会は、研究科教授会が教育課程及び授業担当者等について審議・決定を付託する

委員会として設置する。構成員は専任教員（任期の定めのない専任教員と任期の定めのある専任教

員）及びみなし専任教員とし、教務担当の教務学生委員が委員長となる。 
⑥事務組織 
研究科の事務を処理するため、経営戦略研究科事務室を設置する。構成員は、専任職員５名、派遣

職員２名、アルバイト職員３名である。 
⑦補助要員・その他 
教務関係業務（授業補助、教材準備等）、資料室運営、PC室運営等の補助要員として教務補佐を２
名、教学補佐を２名配置する。 
また、大阪梅田キャンパスの運営に携わる職員：専任職員２名、契約職員２名、補助職員複数名

を業務委託により配置する。 
専門職大学院として会計専門職専攻が独立した教育活動等を行えるよう、専攻を経営戦略研究科とい

う独立研究科に置き、その研究科に独立性を持った会計専門職専攻を配置している。同専攻の運営に関

する重要事項の協議のために、会計専門職「専攻会議」を配置している。専攻会議の責任者であるコン

ビーナーは、研究科長室委員になり、研究科運営の重要メンバーとなる。また、教務学生委員１名、教

務学生副委員１名は、会計専門職専攻の教員である。 

このように、会計大学院における教育活動等を適切に実施するためにふさわしい独立の運営の仕組み

を有している。 
 

9-1-2 会計大学院の重要事項について審議する会議 

本研究科の組織は次のとおりである。 
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■ 経 営 戦 略 研 究 科 組 織 図

構 成 員 　 ： 　 任 期 の 定 め の な い 専 任 教 員

議 　  長 　 ： 　 研 究 科 長

構 成 員 構 成 員

　 　 研 究 科 長 　 任 期 の 定 め の な い 専 任 教 員

　 　 教 務 学 生 委 員 （ ２ 名 ） ＊ 　 み な し 専 任 教 員

　 　 教 務 学 生 副 委 員 （ ２ 名 ） ＊

　 　 研 究 科 長 室 委 員 （ ２ 名 ） ＊

構 成 員 構 成 員
　 任 期 の 定 め の な い 専 任 教 員 　 任 期 の 定 め の な い 専 任 教 員
　 み な し 専 任 教 員 　 み な し 専 任 教 員

専 任 事 務 職 員 　 　  ： 　 ５ 名

教 務 補 佐 　 ： 　 ２ 名
教 学 補 佐 　 ： 　 ２ 名

専 攻 に 関 わ る カ リ キ ュ ラ ム 、 人 事 、 そ
の 他 に つ い て 協 議 し 、 議 事 に よ り 研 究
科 教 授 会 も し く は カ リ キ ュ ラ ム 委 員 会
に 提 案 す る 会 議

事 務 組 織

＊ 教 務 学 生 委 員 ２ 名
　 　 経 営 戦 略 専 攻 １ 名 、 会 計 専 門 職 専 攻 １ 名
＊ 教 務 学 生 副 委 員 ２ 名
　 　 経 営 戦 略 専 攻 １ 名 、 会 計 専 門 職 専 攻 １ 名
＊ 研 究 科 長 室 委 員 ２ 名
　 　 経 営 戦 略 専 攻 ｺ ﾝ ﾋ ﾞ ｰ ﾅ ｰ １ 名
　   会 計 専 門 職 専 攻 ｺ ﾝ ﾋ ﾞ ｰ ﾅ ｰ １ 名

派 遣 職 員 　 　 　  　 　 ： 　 ２ 名
ア ル バ イ ト 職 員 　 　 ： 　 ３ 名

教 育 補 助 要 員

み な し 専 任 教 員 は 出 席 し 意 見 を 述 べ る こ と
が で き る

教 育 課 程 ・ 授 業 担 当 者 に つ い
て 審 議 ・ 決 定 を 付 託 さ れ る 委
員 会

研 究 科 教 授 会

研 究 科 教 授 会 が 定 め た 事 項 に
つ い て 審 議 ・ 決 定 を 付 託 さ れ る
委 員 会

カ リ キ ュ ラ ム 委 員 会研 究 科 長 室 委 員 会

専 攻 会 議 （ 経 営 戦 略 専 攻 ） 専 攻 会 議 （ 会 計 専 門 職 専 攻 ）

専 攻 に 関 わ る カ リ キ ュ ラ ム 、 人 事 、 そ
の 他 に つ い て 協 議 し 、 議 事 に よ り 研 究
科 教 授 会 も し く は カ リ キ ュ ラ ム 委 員 会
に 提 案 す る 会 議

 

 

会計専門職専攻の運営に関する重要事項は、会計専門職専攻の「専攻会議」において協議される。専

攻会議は、会計専門職専攻の専任教員によって構成され、教授、准教授、助教及び事務職員が出席する。

協議事項の中で、研究科として審議決定が必要な事項（人事、予算、その他）は、専攻会議で協議した

上で研究科長室委員会を通じ教授会に提案され決定される。カリキュラム、授業科目･担当者について

は、専攻会議を通じて「カリキュラム委員会」において審議･決定される。 
会計専門職専攻の教員から選出された教務学生委員２名（副委員含む）が、会計大学院の教育課程、

教育方法、成績評価、修了認定、入学者選抜等の重要事項について主担当者として取り扱い、専攻会議

での議事の提案・説明、教授会への議事の提案・説明、カリキュラム委員会での議事の提案・説明を主

に行う。会計専門職専攻のみなし専任教員（任期制実務家教員）は、教授会は出席を可能とし、カリキ

ュラム委員会は出席を義務付け構成員としている。したがって、みなし専任教員は、カリキュラム委員

会を通じて会計大学院の教育課程の編成等に関して責任を担うことができるよう配慮されている｡ 
 

9-1-3 教員人事における会計大学院の尊重 

本研究科の教員人事については、本大学の「専門職大学院教員任用規程」及び「経営戦略研究科任期

制実務家教員規程」に基づいており、これらの規程に従い次のとおり研究科内規を定めている。 
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経営戦略研究科教員の採用及び昇任人事の手続（内規） 

 

1. 経営戦略研究科教員の採用及び昇任人事の手続 

（採用人事） 

(1)教員採用を公募で行う場合は、人事委員会の承認を経て「教員公募選考委員会」を設置し、専

攻会議を経て人事委員会に候補者を推薦する。 

(2)公募しない場合には、専攻会議が適当な候補者を人事委員会に推薦する。 

(3)専攻会議での候補者推薦者が人事委員会で推薦理由を説明する。 

（昇任人事） 

(4)人事委員会は、昇任候補者の経過年数・審査条件内容を毎年調査し、候補者の昇任意思と審査

条件（「3. 昇任人事の審査条件」）の整備状況を確認する。 

(5)(4)で審査条件を満たす（見込み）候補者を専攻会議に報告する。 

(6)専攻会議において昇任候補者の推薦を協議し､協議結果を専攻会議コンビーナーが人事委員会

に報告する。 

（採用人事･昇任人事） 

(7)人事委員会において、教授会提案前に専門職大学院教員任用規程等の規程による基本的な審査

を行うとともに、必要に応じて学内または学外の関係者から意見を聴取し、教授会に提案する

か否かを決定する。なお、昇任人事については、「3. 昇任人事の審査条件」を満たしているこ

とを必要とする。 

(8)人事委員会で承認された採用および昇任人事案件に関する教授会での審議手順は、審査委員会

設置の可否を審議する教授会（１回目）、審査委員会報告により審議する教授会（２回目）、の

計２回の教授会により審議決定する。 

(9)１回目の教授会での推薦説明は、採用人事の場合、専攻会議における候補者推薦者が主に行い､

昇任人事の場合、人事委員会コンビーナーが主に行う。なお、必要に応じて補足説明者に説明

を依頼することができる。 

(10)昇任人事の教授会審議は、専門職大学院研究科教授会規程附則「昇任人事の場合は、昇任予定

職位以上の教員で構成する研究科教授会で議決することができる」に基づき、教授への昇任は

「教授のみの教授会」、准教授への昇任は「教授・准教授の教授会」において審議決定する。 

2. 助教もしくは専任講師の採用について 

本研究科において、助教もしくは専任講師を採用する場合は、「助教」として採用することを原

則とする。ただし、明らかに准教授の教育・研究能力に準ずる能力があり、職歴認定等により

就任後早期に准教授昇任が見込めること、及び専任講師として採用することが適切な人事であ

ると判断できる場合、人事委員会は専任講師採用として教授会に提案することができる。 

3. 昇任人事の審査条件 

(1)助教から准教授への昇任 

「専門職大学院教員任用規程 第６条 (2)准教授 」に基づき、本研究科内規として、本学に３

年以上助教として在職し、博士学位を取得するか、もしくは助教在職中に４編以上の単著論文

を公刊していることとする。 

(2)専任講師から准教授への昇任 

「専門職大学院教員任用規程 第６条 (2)准教授」に基づき、本研究科内規として、本学に３年
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以上専任講師として在職し、博士学位を取得するか、もしくは専任講師在職中に４編以上の単

著論文を公刊していることとする。 

(3)准教授から教授への昇任 

「専門職大学院教員任用規程 第６条 (1)教授」に基づき、本研究科内規として、本学に３年以

上准教授として在職し（ただし８年以上の教育実績を持つこと）、次の(ｲ)または(ﾛ)を満たすこ

ととする。 

(ｲ)博士学位を取得し、准教授在職中に単著論文 6編以上を公刊していること。 

(ﾛ)ISBNのある単著の著書 1 冊以上と、准教授在職中に単著論文 6 編以上を公刊しているこ
と。 

(4)実務家教員の昇任については、上記(1)(2)(3)の該当事項を満たしていない場合には、「専門職

大学院教員任用規程 第６条 (1)教授 ハ (2)准教授 ハ」に基づき、上記と同程度の実務上の業

績をもって補うことができる。 

 (注１)共同執筆の論文について：主導的な役割を果たしている場合は、原則として単著論文の 1/2

編以上として換算する。 

 (注２)単著論文の公刊以外に、著しく優れた教育研究上の業績・表彰がある場合は、その業績・

表彰により単著論文公刊の業績を補う、もしくは代替することができる。 

(注３)本内規中に示す准教授の在職期間は助教授の在職期間を、専任講師の在職期間は助教の在

職期間を、助教の在職期間は専任講師の在職期間を含む。 

 

上記の内規のとおり、会計専門職専攻の専攻会議での人事提案が尊重されており、専攻会議での提案

が、人事委員会、教授会へと審議が進む順序となっている。 

 

9-1-4 会計大学院の財政的基礎 

本研究科の予算編成の際には、予算編成の方針を立て、重点項目を挙げている。2007 年度の編成方針

次のとおりである。 

 

2007 年度 経営戦略研究科 予算編成方針 

 

(1)予算編成方針 

2007 年度は開学３年目を迎え、文部科学省の履行状況調査等の観察期間を終えて、本研究科が自立

的に飛躍する局面を迎える。教育研究体制の一層の充実、優秀な学生の募集と確保、優秀な修了生の

輩出、ビジネス社会への貢献と、本研究科が果たさなければならない課題は多い。 

本年度に実行しなければならない事項は凡そ次のとおりである。これらの事項は、研究科の重要な

課題であると同時に、重点政策としても取り上げられるべき事項である。 

(1)入学定員を満たすための十分な志願者の確保。 

(2)教育研究の一層の充実のためのソフト・ハード面の整備。 

(3)研究科の知名度向上のための施策の実行。 

(4)公認会計士試験合格者数を増加させるための取り組み。 

(5)地方自治体の改革に対する貢献する活動。 

(6)企業との関係を深めるための施策の企画・立案及び実行。 
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以上の重点課題は、本研究科発展のために当面必要とされる施策を取り上げたものである。入学定

員確保の目標は、１年間を通じて在籍者数が収容定員に達することである。志願者確保のためにも、

教育水準を高め、優秀な人材を輩出することに努めなければならない。その前段階として、知名度を

高めるためには、セミナーや研修プログラム等社会へ露出度を高めなければならない。これら一連の

施策が相互に関連する形で有効に機能する必要がある。 

また、アカウンティングスクールは、2007 年５月・８月に、新公認会計士試験が実施され、本研究

科修了者が受験し合否の状況も明らかになる予定である。これに向け、受験に関する適切な対応が必

要である。この他に、全学共用棟の設備や大阪梅田キャンパス施設設備の一層の充実のため、研究科

で取り組める範囲において整備充実を図ることが必要である。 

予算編成にあたり、2007 年度は、特に上記６つの重点課題取り組みを編成上の方針とする。 

(2)事業計画概要 

上記の予算編成方針に基づき、2007 年度は、重点課題に取り組み成果を上げるために必要となる経

費に十分に配慮すると共に、施策として継続的な取り組みが可能となるように計画的な予算編成に留

意する。 

 

上記の予算編成方針により、具体的に予算の配分したものが下記予算書である。会計専門職専攻関係

は、教育充実整備費、学生募集経費、公認会計士試験関係経費、地方自治体改革貢献経費及び研究充実

経費に必要経費を配分されている。この予算案は、会計大学院教員が約半数を占める教授会において決

定される。 
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院）教育
勘定科目 2007年度予算 　摘　要　・　備　考

教育充実整備費 1 教育関連機器消耗品費 消耗品費 791,000 パソコン、印刷機、プリンター等消耗品

7,491,000 2 教材用消耗品費 消耗品費 300,000 ビデオテープ、ＤＶＤ、メモリー等

3 教材印刷･コピー費 消耗品費 1,600,000
西宮・教材開発室での教材コピー
大阪梅田キャンパスで教材コピー、コピー用紙

4 教材開発用消耗図書等 消耗図書費 300,000 教材開発に必要な消耗図書等

5 教育用機器　備品購入費 備品費 800,000 授業用視聴覚機器・情報機器備品購入・整備費

6 教育用機器　用品購入費 用品費 300,000 授業用視聴覚機器・情報機器用品購入・整備費

7 教育機器等修理費 修繕料 100,000 機器修繕費

8 ゲストスピーカー講師謝礼 講演原稿料 800,000 1件あたり謝礼1.5万円＋税　50人分

9 教室使用料 その他の手数料 400,000 大阪梅田キャンパス１３階会議室でセミナー等使用する費用

10 授業関連公務出張費 公務出張費 100,000 大阪梅田キャンパス移動費、出講交通費

● ＡＡＣＳＢ調査出張 公務出張費 2,000,000 ＡＡＣＳＢ認証調査のための公務出張費

学生募集経費 11
学生募集強化企業・大学・自治体等訪
問費

公務出張費 500,000 企業・大学・自治体等訪問経費、その他調査等出張費

11,815,000 ● 繰越予算 公務出張費 1,015,000 同上

12 広報費用
広告費
印刷製本費

1,600,000 ＨＰ、パンフレット、雑誌広告、大学院展、その他広報費用

● 繰越予算 広告費 8,000,000 同上

13 広報用消耗品 消耗品費 200,000 広報用粗品、訪問粗品等

14 セミナー･講演会等講師謝礼 講演原稿料 500,000 セミナー学内講師　@１万円、学外講師　@１．５～３万円

公認会計士
試験対応経費

15 受験対策実施セミナー等経費 講演原稿料 300,000 受験セミナー講師謝礼等

800,000 16 受験学生活動補助費 消耗品費 200,000 受験学生向けコピーその他経費

17 研修員活動補助費 消耗品費 300,000 研修員向けコピーその他経費

地方自治体
改革貢献経費

18 地方自治体訪問経費 公務出張費 200,000 自治体改革にかかわる訪問

800,000 19 地方自治体交渉・会合経費 会議会合費 200,000 自治体改革にかかわる会議会合の経費

20 広報誌作成 印刷製本費 400,000 専用広報誌作成費、その他

企業関係
渉外経費

21 企業関係強化訪問経費 公務出張費 400,000 企業の本社その他訪問経費

600,000 22 企業関係強化交渉経費 会議会合費 200,000 企業との打合せその他会合経費

図書資料室経費 23 資料室・教材準備室等　用品費　 消耗品費 100,000 書架・机・椅子・キャビネット等

400,000 24 資料室 印刷製本費　 印刷製本費 100,000 雑誌製本費、資料室印刷費

25 カレント雑誌等消耗図書 消耗図書費 100,000 研究資料予算で購入できない雑誌等消耗図書

26 印刷･コピー費 消耗品費 100,000 資料室業務用

その他 27 協会関係その他外部公務出張費 公務出張費 200,000 新任教員採用、会計大学院協会等公務出張・交通費等

2,200,000 28 国際交流会合費 会議会合費 200,000 外国からの訪問者等との会合等

29 情報機器関係等保守料 保守費 300,000 情報機器、ｿﾌﾄｳｴｱ関係保守

30 日本語セミナー実施経費
講演原稿料
交通費

200,000 外国人留学生用日本語教育講師料・交通費

31
教員懇談会・
修了式・祝会等実施経費

会議会合費 300,000 教員年度末ミーティング、修了者と教員懇談会等の経費

● 学生発行研究誌補助 印刷製本費 1,000,000 経営戦略研究発行補助費

小　　　　計 24,106,000

院）研究
昨年度実績 2007年度予算 　摘　要　・　備　考

研究充実経費 1 専任教員研究用コピー費補助 消耗品費 900,000 研究用コピーカード　@20000×教員数

2 研究用備品購入費 備品費 700,000 研究用機器　備品購入費

3 研究用用品購入費 用品費 700,000 研究用　用品購入費

4 学会開催費補助 会議会合費 300,000

5 研究会等会合費 会議会合費 200,000

小　　　　計 2,800,000

合　　　　計 26,906,000

　細　　目　　名

　細　　目　　名

２００７年度 教育研究関係予算

 

 

 

 

 

- 79 -



09 管理運営等 

2007 年度 経営戦略研究科 図書・学術情報予算 

項目 予算 予算執行計画 

図書館図書費Ａ 図書費   １，１００，０００円 

学生用登録図書 
委員会から各教員に選書依頼し、大学図
書館に設置。 

図書費  １０，０５２，７２７円 学生用登録図書 
委員会から各教員に選書依頼し、大学図
書館に設置。 

 
図書館図書費Ｂ  
予算 18,252,727 

電子媒体  ８，２００，０００円 プロクエスト等 ７，８４２，６３５円
 
図書費   ５，４００，０００円 
 
 
（資産図書は予算の 1/2 以上がﾙｰﾙ） 

教員用（経営１４名、会計１２名） 
経営：200,000×14＝2,800,000 
   国際経営洋書用＝ 200,000 
会計：200,000×12＝2,400,000 
購入方法は各専攻で検討。個人研究室に
設置。 
執行予算残が出れば、消耗図書費に転用
する。 

 
研究資料費 
 
予算 8,482,000 
繰越 1,009,000 
合計 9,491,000 

 
 
 
 
 
 

 
消耗図書費 ４，０９１，０００円 
 

学生用 
継続雑誌：１，６００，０００円 
新聞等 ：  ３００，０００円 
（計 １，９００，０００円） 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
ＢＳ：１，０９６，０００円 
ＡＳ：１，０９５，０００円 
（計 ２，１０１，０００円） 

委員会により選書し、図書資料室に設置。 

 

上記以外に、専門職大学院等教育推進プログラム（旧法科大学院等教育推進プログラム）に採択され

た文部科学省の補助金（2005～2006 年度：約 3,500 万円）、会計関係の文部科学省科学研究費補助金（2007

～2009 年度：2,400 万円）が採択されており、主に公会計の分野の活動に使用されている。 

2006 年度の決算概要は、以下のとおりである。 

 

事業計画 当初予算額 修正後予算額 執行額 予算残高（繰越）

1 研究科教育の充実                               13,714,000 18,208,000 8,193,385 10,014,615

2 研究活動支援                                   3,300,000 3,300,000 1,298,212 2,001,788

3 図書・資料の整備・充実                         10,353,000 11,270,000 10,260,642 1,009,358

13,025,761

4 情報設備リース料                               5,343,000 5,343,000 5,342,616 0

5 授業評価アンケート実施                         2,344,000 2,344,000 2,343,600 0

6 ＭＢＡエッセンス・プログラム実施               0 4,859,700 4,264,462 0

7 受託研修実施                                   0 473,005 426,300 0

8 個人別割当（個人研究費、学会出張費）           0 17,678,799 12,900,343 4,778,456

9 研究科運営                                     6,076,000 6,032,000 5,794,449 237,551

1 技術経営プログラム促進事業      ＭＯＴ         0 1,824,220 1,093,701 0

2 産業技術研究助成事業        　 ＮＥＤＯ        0 3,379,884 3,379,884 0

3 形成支援プログラム促進事業（ｱｶｳﾝﾃｨﾝｸﾞｽｸｰﾙ）文科 0 15,568,343 15,568,343 0

4 専門職大学院教育推進プログラム(ﾋﾞｼﾞﾈｽｽｸｰﾙ）文科 0 19,238,270 19,238,270 0

院）研究                      

院）研究                      

研究）研究助成   繰越一部可

院）部課運営    繰越不可       

院）研究                      

院）研究                      

院）教育       繰越可

院）図書・学術情報      繰越可 

院）教育       繰越可          

院）教育                      

院）教育                      

院）教育                      

院）研究                      

２００６年度決算　事業計画別執行状況一覧表

単位（円）

目的単位名称
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＜点検・評価＞ 

経営戦略研究科にアカウンティングスクール（会計専門職専攻）とビジネススクール（経営戦略専攻）

の２つの専攻を配置しており、各々の専攻の活動の独立を保持しながら、ベースとして共通事項・共有

事項を設け、研究科としての纏まりを保持している。このことにより、２つの専攻が安定した基盤と研

究科運営のシステムとして、教育研究活動や学生への様々な支援活動に効率的で効果のある体制の仕組

みとなっている。たとえば、会計専門職専攻の設置場所は、西宮上ケ原キャンパスであるが、社会人の

受講場所としては都心が適切であるので、経営戦略専攻の設置場所である大阪梅田キャンパスを活用し、

夜間に都心で授業を行うことが可能になっている。教学面においても、経営やファイナンス、ITに関係
する教員を経営戦略専攻から得たり、授業科目を合併で開講することも実現している。また、他専攻履

修により、経営戦略専攻の科目を受講し単位にすることが可能になっている。財政面でも、こうした共

有性と専攻の独自性に応じた予算を配分しており、会計大学院運営の予算は、その目的に応じて十分に

配分している。 

 

解釈指針 9-1-4-1 

予算は、経営戦略研究科にガイド額として提示され、ガイド額に沿って、会計大学院のための予算を

編成する。会計大学院のための経費は、上記予算書のとおり、教育研究予算と図書予算とも目的性や教

員数に応じて会計大学院用に配分している。 

 

解釈指針 9-1-4-2 

会計大学院のための予算編成は、会計専門職の専攻会議及び関係執行部委員により、研究科に提案さ

れ、提案内容に応じて、研究科の年度予算に組み込まれる。 

 

解釈指針 9-1-4-3 

 本学全体の財政は、学院の予算編成会議において、本研究科長が出席し研究科の財政的意向を伝え、

法人から意見が聴取される。この場で研究科長は会計大学院の意向を反映し、法人に意見を伝えかつ法

人から意見が聴取される。これ以外の機会としては、財政直接ではないが、間接的に関係する学部長会、

大学評議会が同様の関係組織であり、日常的には、大学学長室と研究科が様々な意見の交換を行う場を

持っている。研究科内部では、専攻会議において会計大学院の意向が集約され、教授会に反映される。

また、会計大学院の教務学生委員は２名おり、研究科執行部に構成されているので、財政面の意見聴取

は教務学生委員からも行われ研究科に反映される。 

 

＜今後の方策＞ 

 ２専攻からなる経営戦略研究科に配置された会計専門職専攻の管理運営上の独自性は、今後とも保持

されていかなければならないし、２専攻をもつ研究科としての優位性も継承されていかなければならな

い。現在のところ、一つの研究科として管理運営されていることによるメリットが大きいが、専攻独自

として特色を発揮されなければならない場合は、特に教育研究上の最適性については十分に考慮し、研

究科に反映している。今後、専攻会議の運営方法、運営内容については、研究科に意向が反映するよう

一層の改善を図っていかなければならないと考えている。 
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＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

911 経営戦略研究科組織図（文中） D25 

912 経営戦略研究科教員の採用及び昇任人事の手続（内規）（文中） D26 

913 KG Campus Record（2005-2007 年度予算・決算書） S11 

914 2008 年度予算書（文中） D27 
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9-2 自己点検及び評価 

9-2-1 

会計大学院の教育水準の維持向上を図り、当該会計大学院の目的及び社会的使命を達成するため、

当該会計大学院における教育活動等の状況について、自ら点検及び評価を行い、その結果を公表

していること｡ 

□自己点検及び評価に関して定められた規則 

□自己点検及び評価の活動状況が把握できる資料 

□自己点検及び評価書 

□自己点検及び評価結果の掲載された刊行物、ウェブサイト 

 

9-2-2 

自己点検及び評価を行うに当たっては、その趣旨に則し適切な項目を設定するとともに、適当な

実施体制が整えられていること. 

解釈指針 9-2-2-1 

会計大学院には、教育活動等に関する自己点検及び評価を行う独自の組織が設置されていることが望ましい｡ 

□自己点検及び評価に関して定められた規則 

□自己点検及び評価の実施体制が把握できる資料 

□自己点検及び評価書 

 

9-2-3 

自己点検及び評価の結果を当該会計大学院の教育活動等の改善に活用するために、適当な体制が

整えられていること｡ 

解釈指針 9-2-3-1 

自己点検及び評価においては、当該会計大学院における教育活動等を改善するための目標を設定し、かかる目標を

実現するための方法及び取組の状況等について示されていることが望ましい｡ 

□自己点検及び評価に対する各種委員会等の体制が把握できる資料 

 

9-2-4 

自己点検及び評価の結果について、当該会計大学院を置く大学の職員以外の者による検証を行う

よう努めていること｡ 

解釈指針 9-2-4-1 

会計大学院の自己点検及び評価に対する検証を行う者については、会計実務に従事し、会計大学院の教育に関し広

くかつ高い識見を有する者を含んでいること｡ 

□自己点検及び評価の検証に関する資料 

 

 

＜現状の説明＞ 

9-2-1 自己点検・評価の実施 

本学は、2005 年度に実施した自己点検・評価の結果を記した報告書に基づき、2006 年度に財団法人

大学基準協会の認証評価を受け、2007 年３月に認証評価結果が公表された。その中で自己点検・評価に

ついては、「各項目について、現状説明から問題点や課題の指摘までを含め、おおむね記述の仕方や説

明が明解かつ網羅的である点が評価できる。……精力的かつ誠実に作成された報告書である」との高い

評価を受けたが、自己点検・評価の本来の目的は「自律的な発展への循環過程を強化する」ことにある。

評価推進委員会は、認証評価を受ける前年度だけでなく、2007 年度から毎年度、全学の各学部・研究科・

研究所、各部局が自己点検・評価を実施して(1)2003 年度に設定した目標に対する達成度、(2)2005 年

度に記した「改善の具体的方策」の進捗状況及び(3)認証評価結果での指摘に対する改善状況について
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進捗状況報告を同委員会に提出し、同委員会が学内第三者評価を行って評価結果を各学部・部局に返却

し、学内の PDCAサイクルを促進する制度を構築した。 
学内第三者評価は実務的には評価推進委員会のもとにある評価専門委員会が行い、評価専門委員は認

証評価の評価者を経験した学内の教員７名と学外の有識者３名で構成している。 

自己点検・評価作業の軽減も重要な課題であり、評価項目ごとに進捗状況報告シートを作成し、その

シートに必要な情報の多くを組み込むことで作業量を抑えるなどの工夫をした。 

2007 年６月から全学的な作業が始まり、７月から学内第三者評価のプロセスに入り、各学部・部局等

への返却と意見交換などを経て、10 月に評価結果を確定させ、進捗状況報告と学内第三者評価の結果の

双方を HP上で公表している。 
また、大学第３次中長期計画の進捗状況についても上記のプロセスに合わせて各部局から報告を受け、

全体像の把握に役立てる。 

自己評価の物差しとなる指標については「関西学院評価指標データベース」を運用しており、大学基

準協会の「大学基礎データ」と本学独自の指標に基づくデータを蓄積し、学内の PCからは常時閲覧で
きるようになっている。また、大学基礎データについては、毎年度のデータを HP上で社会に公表して
いる。今後は、大学の状況を簡潔に認識できるコアとなる指標を選別して固有のページを作成するなど

して学内の活用を促進したいと考えている。 

 

9-2-2 本研究科の自己点検・評価実施体制 

解釈指針 9-2-2-1 

関西学院大学の自己点検・評価の規程としては、1992 年４月１日から「関西学院大学自己点検・評価

規程」、「関西学院大学自己点検・評価規程催促」が施行され、2005 年４月１日からは経営戦略研究科自

己評価委員会を加え、改正施行されている。また、経営戦略研究科自己評価委員会の中には、授業評価・

FD部会と、分野別評価委員会を設けている。授業評価・FD部会では、授業評価アンケートに関する分
析と学生グループインタビューを実施し、その結果を「授業評価アンケート報告書」としてまとめてい

る。また、教員相互授業参観を実施し、その後に意見交換会を実施し、授業改善に向けた取り組みを実

施している。分野別評価委員会については、経営戦略専攻と会計専門職専攻の２つの分野別評価に対応

するため設置され、2007 年度は会計専門職専攻に関する作業部会を設置した。 

 

9-2-3 評価結果の活用 

解釈指針 9-2-3-1 

本研究科自己評価委員会授業評価・FD 部会は、授業評価アンケートを実施している。学期前半、後
半それぞれの最終授業時に、授業内容および授業方法の改善を図るため、学生による授業評価アンケー

トを実施し、また教員自身の自己評価を実施した。アンケート結果集計の終了後、担当した授業科目に

ついて、「授業評価アンケート授業別集計結果」、「教員の担当科目自己評価表」、「授業に関するアンケ

ート（学生が記載したコピー）」を送付し、今後の授業運営に役立てている。授業評価アンケート集計

結果および教員の担当科目自己評価表は、経営戦略研究科学生および経営戦略研究科教員に公表してい

る。また、授業評価アンケート中の学生の記述による評価の部分は、該当授業科目担当者のみへのフィ

ードバックとし、公表はしていない。 

 

9-2-4 外部者による評価 
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解釈指針 9-2-4-1 

本学評価推進委員会は、認証評価を受ける前年度だけでなく、2007 年度から毎年度、全学の各学部・

研究科・研究所、各部局が自己点検・評価を実施して(1)2003 年度に設定した目標に対する達成度、

(2)2005 年度に記した「改善の具体的方策」の進捗状況及び(3)認証評価結果での指摘に対する改善状況

について進捗状況報告を同委員会に提出し、同委員会が学内第三者評価を行って評価結果を各学部・部

局に返却し、学内の PDCAサイクルを促進する制度を構築した。 
学内第三者評価は実務的には評価推進委員会のもとにある評価専門委員会が行い、評価専門委員は認

証評価の評価者を経験した学内の教員７名と学外の有識者３名で構成している。 

 

＜点検・評価＞ 

自己点検･評価作業は認証評価を終えた 2007 年度にも新たな制度で実施している。学内第三者評価制

度も創設し、学外者を含めて評価を受けることで客観性を担保している。年度ごとの評価結果等につい

ても HPですべて公開することになっている。 
 

＜今後の方策＞ 

本学の評価指標データベースが、学内で各学部･部局がどの程度活用しているのか。今後活用を進め

ていくための具体的な方策が必要である。 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

921 関西学院評価指標データベース DB3 

923 関西学院大学自己点検・評価規程 B14 

924 関西学院大学自己点検・評価規程細則 B15 

925 授業評価アンケート報告書 S05 
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9-3 情報の公表 

9-3-1 

会計大学院における教育活動等の状況について、印刷物の刊行及び WEB サイトへの掲載等、広く

社会に周知を図ることができる方法によって、積極的に情報が提供されていること｡ 

□教育活動等の状況を掲載した刊行物、ウェブサイト 

 

9-3-2 

会計大学院の教育活動等に関する重要事項を記載した文書を、毎年度、公表していること｡ 

解釈指針 9-3-2-1 

教育活動等に関する重要事項を記載した文書には、次に掲げる事項が記載されていること。 

(1)設置者 

(2)教育上の基本組織 

(3)教員組織 

(4)収容定員及び在籍者数 

(5)入学者選抜 

(6)標準修了年限 

(7)教育課程及び教育方法 

(8)成績評価及び課程の修了 

(9)学費及び奨学金等の学生支援制度 

(10)修了者の進路及び活動状況 

□教育活動等に関する重要事項を記載した文書等 

 

＜現状の説明＞ 

9-3-1、9-3-2 

解釈指針 9-3-2-1 

(1)大学としての情報提供 

本学では様々な出版物やメディアを通じて教育研究活動等の状況について情報提供を行っている。

HP で各種の情報を提供していることはもとより、それ以外に、各学部において発行している学術雑
誌（紀要、その他、計 22 誌）、関西学院大学研究叢書、関西学院大学欧文紀要をはじめとして、大学

自己点検評価報告書である『関西学院大学白書』、HP上に掲載した教員の研究業績等がその代表であ
るが、その他にも以下のようなものを関西学院広報室を通じて発行している。 

・『関学ジャーナル』(平均発行部数 23,000 部)対象：学生、同窓生、受験生 

・『KG-TODAY』(平均発行部数 14,000 部）対象：教職員向け 
・『ポプラ』(平均発行部数 28,000 部）対象：主に父母向け 

また学生向けに、教員の研究活動の内容や専門分野等を示したものとして『大学案内－教育研究編』

などがある。この他、教職員学生を対象に学院の財政状況を伝えるため『K.G.Campus Record』を年
２回発行している。 

(2)経営戦略専攻としての情報提供 

経営戦略研究科としての教育活動等の状況については、パンフレット、WEB サイトにて情報提供
している。また、研究活動については、次のとおりである。 

【経常的な研究条件の整備】 

教員の研究活動を支援するため、学術文献のデータベースの整備に取り組んでいる。2005 年度は

ProQuest ABI/INFORMを購入し、2006 年度からはトムソン社の株式・金融の総合データベースで
あるデータストリームを導入した。本データベースは、商学部、経済学部と共同購入という形をとり、

商学部、経済学部の持つ、補完的な株式・金融のデータベースである、野村證券オーロラデータベー
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スの資金を一部負担することで、教員のそちらへのアクセスも可能とした。また、アメリカ・カナダ

の上場・上場廃止企業 24,027 社の各種データを入手できる Compustat DBの北米版を購入し利用し
ている。 

【競争的な研究環境創出のための措置】 

教員の競争的な研究環境創出のため、外部の競争的資金の獲得を強く促している。また、研究業績

データベースの更新についても頻繁に呼びかけ、競争的研究環境創出につとめている。 

【研究上の成果の公表、発信、受信等】 

「経営戦略研究会」を立ち上げ、研究成果の発表を行う『ビジネス＆アカウンティングレビュー』

を刊行し、2006 年３月に創刊号（第１巻第１号）、2007 年３月に第２号（第２巻第１号）を発行した。

本冊子は年 1回発行し、毎年６名の研究者が成果を公表している。また、研究成果と共に教育の実践、

企業での事例、会計制度の解説、学生が参加したプロジェクトの報告などを掲載することを目的とし、

一般向け雑誌として『IBAジャーナル』を 2007 年４月に刊行した。 
【研究活動】 

・2005 年度に１名、国際学会において研究発表した。 

・2005 年度３件 230 万円、2006 年度１件 100 万円、2007 年度３件 1,299 万円の科学研究費補助金

を得た。 

・教育プロジェクト「地方自治体改革に貢献する会計専門職の養成」が、2005 年度文部科学省の「法

科大学院等専門職大学院経営支援プログラム」に選定された。 
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＜点検・評価＞ 

「経営戦略研究会」を立ち上げ、『ビジネス＆アカウンティングレビュー』および『IBAジャーナル』
を刊行したこと、４種類の文献等データベースの導入等を行ったこと、国際学会で研究発表を行ったこ

と、さらには科学研究費補助金の採択件数や助成金額の伸び等で順調に計画通り進行していることは評

価できる。 

 

＜今後の方策＞ 

「経営戦略研究会」、『ビジネス＆アカウンティングレビュー』および『IBA ジャーナル』、電子図書
導入に関する検討、国際学会で研究発表及び科学研究費補助金の採択件数については維持していく。 
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＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

930 経営戦略研究科ホームページ（文中） D275 

931 大学院要覧 2004 p.330 関西学院大学研究叢書 S01 

932 関西学院大学欧文紀要 S12 

933 関西学院大学白書（大学自己点検評価報告書） S13 

934 関学ジャーナル S14 

935 ＫＧ－ＴＯＤＡＹ S15 

936 ポプラ S16 

937 経営戦略研究科パンフレット S08 

938 研究誌「ビジネス＆アカウンティングレビュー」 S09 

939 研究情報誌「関学ＩＢＡジャーナル」 S10 
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9-4 情報の保管 

9-4-1 

評価の基礎となる情報について、適宜、調査及び収集を行い、適切な方法で保管されていること｡

解釈指針 9-4-1-1 

｢評価の基礎となる情報｣には、基準 9-2-1 に規定する自己点検及び評価に関する文書並びに基準 9-3-2 に規定する

公表に係る文書を含む｡ 

解釈指針 9-4-1-2 

評価の際に用いた情報については、評価を受けた年から 5年間保管されていること｡ 

解釈指針 9-4-1-3 

｢適切な方法での保管｣とは、評価機関の求めに応じて、すみやかに提出できる状態で保管することをいう｡ 

□保管されている情報の種類及び保管方法が把握できる資料 

 

 

＜現状の説明＞ 

9-4-1 

解釈指針 9-4-1-1～9-4-1-3 

本学では、1980 年６月 12 日施行の文書取扱規定があり、それに従って文書を保管している。ただし、

試験等答案は５年保存となっているが、2000 年４月から成績評価疑義申請について各学部内規に明文化

されてからは、本学では、運用上、成績疑義申請期間が過ぎた試験等答案については担当教員の判断で

廃棄をしている。事務室に保管を依頼された場合は５年間保存している。 

また、学部事務室文書分類表が 1974 年 11 月に作成され、1992 年４月に改訂され、その分類表に従い

保管している。 

 

＜点検・評価＞ 

文書取扱規程、学部事務室文書分類表で決められている内容と、実態に齟齬がでてきている部分があ

るので、その部分を洗い出し、規程や分類表を改める必要がある。 

 

＜今後の方策＞ 

今回、認証評価を受けるにあたり、本研究科では制度を見直し、試験等終了後５年間は本研究科の収

密書庫にて保管する。また、学部事務室文書分類表については、全学の学部等事務室にも働きかけ、現

状に即した内容にするよう改善する。 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

941 文書取扱規程 B16 

942 学部事務室文書分類表 B17 
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第 10 章 施設、設備及び図書館 

10-1 施設の整備 

10-1-1 

会計大学院には、その規模に応じ、教員による教育及び研究並びに学生の学習その他当該会計大

学院の運営に必要十分な種類、規模、質及び数の教室、演習室、実習室、自習室、図書館、教員

室、事務室その他の施設が備えられていること｡これらの施設は、当面の教育計画に対応するとと

もに、その後の発展の可能性にも配慮されていること｡ 

解釈指針 10-1-1-1 

教室、演習室及び実習室は、当該会計大学院において提供されるすべての授業を支障なく、効果的に実施すること

ができるだけの規模、質及び数が備えられていること。 

解釈指針 10-1-1-2 

教員室は、少なくとも各常勤専任教員につき 1室が備えられていること、非常勤教員については、勤務時間に応じ

て、授業等の準備を十分かつ適切に行うことができるだけのスペースが確保されていることが望ましい｡ 

解釈指針 10-1-1-3 

教員が学生と面談することのできる十分なスペースが確保されていること｡ 

解釈指針 10-1-1-4 

すべての事務職員が十分かつ適切に職務を行えるだけのスペースが確保されていることが望ましい｡ 

解釈指針 10-1-1-5(後段のみ) 

学生の自習室については、学生が基準 10-3-1 で規定する図書館に備えられた図書資料を有効に活用して学習する

ことを可能とするよう、その配置及び使用方法等において、 図書館との有機的連携が確保されていることが望ま

しい｡ 

自習室は、学生総数に対して、十分なスペースと利用時間が確保されるよう努めていること。 

解釈指針 10-1-1-6 

会計大学院の図書館等を含む各施設は、当該会計大学院の専用であるか、又は、会計大学院が管理に参画し、その

教育及び研究その他の業務に支障なく使用することができる状況にあること｡ 

□会計大学院管理の施設の概要・見取り図等 

□施設の設備計画・利用計画が把握できる資料 

 

＜現状の説明＞ 

10-1 施設の整備 

10-1-1：教育研究上の施設・設備 

1. 施設・設備の整備 

会計専門職専攻の設立趣旨とその目的を実現するために、その施設・設備として、次のように整備

している。ただし、本研究科経営戦略専攻と共用施設である。 
会計専門職専攻の教育活動は、主に「西宮上ケ原キャンパス」で行われる。また、西宮上ケ原キャ

ンパスの補完的施設・設備として、「大阪梅田キャンパス」として開設する梅田アプローズタワー（ 
14階：1218.3㎡）においても各種の施設・設備を用意している。 
①西宮上ケ原キャンパス 

ａ．全学共用棟（１・２・３・４階） 

教室：大教室（143㎡：171人、121㎡：154人）2室 

中教室（ 91㎡： 51人）３室 

小教室（ 61㎡： 30人）２室（うち、１室パソコン30台） 

図書資料室：124㎡:17席（書架、複写機、AVブース、パソコン12台、プリンター） 
約3,000冊の図書を収納。 

共同研究室（91㎡：30人）１室 

教材準備室：22㎡（パソコン３台、プリンター、複写機） 

教員用個人研究室：１室当たり22㎡・36室 

これら以外に、研究科長室、講師控室、会議室、事務室及び印刷室がある。 

ｂ．大学院１号館（３階） 
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共同研究室：100㎡・40席 １室（パソコン10台、プリンター） 

            75㎡・30席 ２室（各室パソコン10台、プリンター） 

               （合計 100席） 

②大阪梅田キャンパス（梅田アプローズタワー） 

大阪市北区の阪急電鉄梅田駅至近距離に、161ｍの高層ビル「アプローズタワー」（ホテル阪急イン

ターナショナルを含む都市型複合ビル）があり、その14階全スペース（1,218.3㎡）・10階1/2フロア(559.

9㎡)を専用に使用する。 

ａ．１４階 

教室：大教室（174㎡：96人）１室 

中教室（ 87㎡：42人、89㎡：45人）２室 

小教室（ 51㎡：24人、45㎡：24人）４室 

共同研究室：45㎡・20席（パソコン20台、プリンター2台） 

図書資料室：113㎡・22席（書架、複写機、AVブース等） 
約3,400冊の図書を収納する。 

パソコンコーナー：約118㎡・32席（パソコン32台、プリンター2台、複写機） 

教員控室：32㎡・12席 

学生控室：72㎡・28席 

学生応対室：12㎡・１室、21㎡・１室 

ｂ．10階 

教室：大教室（174㎡：96人）１室 

中教室（ 74㎡：42人、72㎡：45人）２室 

小教室（ 42㎡：30人、42㎡：25人）２室 

2. 施設・設備の利用方法 

会計専門職専攻は、西宮上ケ原キャンパスの全学共用棟において授業を実施し、学生は授業の受講

とともに、パソコンの利用や、共同研究室、図書資料室において学習活動を行う。ただし、経営戦略

専攻との共通開講科目の履修や経営に関係する科目の履修を希望する場合は、大阪梅田キャンパスに

おいて授業を受講する。 
特に、会計専門職専攻では、公認会計士試験に向けての関係授業科目の実施や受験準備のための学

習支援を行う必要があり、夏季・春季休暇期間を含め１年間を通じて、西宮上ケ原キャンパスの教育

施設を利用するとともに、補完的に大阪梅田キャンパスの教育施設を効果的に使用する。 
このように、学生のための教育施設設備を西宮上ケ原キャンパスに設置するとともに、補完的に大

阪梅田キャンパスをも利用し、西宮・大阪両キャンパスの施設設備を有効に利用して教育内容を提供

する。また、教学支援のコンピューターシステムでは、どのキャンパスにおいても利用できるよう設

計し、授業や教育内容に関わる必要な情報を得ることができ、教員とコミュニケーションがはかれる

よう整備している。 
3. 施設・設備の利用時間 

西宮上ヶ原キャンパスの利用時間は、次のとおりである。 

①全学共用棟 
共同研究室 ８：00～21：00（休日も開室） 

②大学院1号館 

共同研究室 ８：00～23：00（休日も開室） 

大阪梅田キャンパスの利用時間は、次のとおりとする。 
共同研究室 

パソコンコーナー 

９：00～22：00（休日も開室） 

９：00～22：00（休日も開室） 

（土曜日は21：00まで、休日は10：00～18：00） 

4. ２つのキャンパスの利用と配慮 
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(1)学生への配慮 

会計専門職専攻の学生は、本専攻の授業科目を主に西宮上ケ原キャンパスで受講するとともに、

国際会計士連盟（IFAC）の会計教育基準に沿った経営関係の科目を、経営戦略専攻との共通開講
科目からも受講する。したがって、西宮上ケ原キャンパスでの学習と共に、大阪梅田キャンパスで

の受講も重要である。 

こうした２つのキャンパスの利用は、会計専門職専攻の学生に、都市空間での活性化した学習を

促進するとともに、社会人学生との共同授業により、実業界の最先端の課題を吸収する機会になる

と考えられる。このような２つのキャンパスの有効利用をはかるため、キャンパス間の移動時間（約

40 分）を十分にとれるよう配慮している。加えて、両キャンパスにおいて自習できる共同研究室や

教室、図書・資料室、パソコン室等学習環境も整えている。 

(2)教員への配慮 

会計専門職専攻の教員は、個人研究室を西宮上ケ原キャンパスに設け、研究活動は主に西宮上ケ

原キャンパスで行われる。主に昼間に西宮上ケ原キャンパス、夜間に大阪梅田キャンパスで授業を

担当する。大阪への移動時間は約 40 分程度であるが、大阪キャンパスで授業を行う場合は、その

間の移動時間を十分とって授業を実施できるよう配慮される。大阪梅田キャンパスにおいても、控

室や教材準備のスペースが確保され、また、個人研究や学生指導のための部屋も用意されている。 

また、教育効果を十分に上げるため、インターネットによる教学支援システムを導入し、学生へ

の予習指示や教材配布、またシラバスの提示を容易にするとともに、教員と学生のコミュニケーシ

ョンツールとして活用し、教員と学生との緊密な教育環境を整備する。 

 

＜点検・評価＞ 

10-1-1 

会計専門職専攻の在学生は、概ね次のように分類できる。①公認会計士試験合格を目指し受験のため

の学習と IFACに示される会計士に相応しい学習をする学生、②企業内等の財務会計担当の専門職者と
して相応しい学習をする学生（主に社会人）及び③地方自治体職員で行財政改革のため公会計を中心に

学習する学生（主に社会人）。 

こうした学生を対象とした教育は、それぞれに適した学習環境が必要である。①の学生は主に西宮上

ケ原キャンパスで昼間に授業を受けさせ、②③の学生は、平日は夜間に大阪梅田キャンパスで授業を受

けさせている。土曜日は、主に③の地方自治体職員を中心に、①②の学生も対象に西宮上ケ原キャンパ

スで授業を受けさせている。このように２つのキャンパスを有効に活用して授業を展開している。 

現在のところ自習室の不足や利用時間帯等で問題は発生していない。西宮の大学図書館の図書利用は、

大阪梅田キャンパスから借りる場合は、借り出しの申込をさせて２日程度で受領できるように配慮して

いる。敢えて問題を挙げるとすれば、会計大学院では、本学ロースクールのように専用に自習するため

のキャレルは現在整備していない。現在のところ共用でキャレルの数は充足しており、学生は十分利用

できている。 

 

解釈指針 10-1-1-1 

 基準 10-1-1 における説明より、大中小の教室、共同研究室、図書資料室、教員控室、教材準備室及

び事務室等が確保されている。 

 

解釈指針 10-1-1-2 
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 本会計大学院の専任教員は 12 名である。それぞれの専任教員について研究室１室（22 ㎡）が割り当

ている。みなし専任教員は 10 名であり、彼らに対しては、２名ないしは３名に対して１室が割り当て

られ、それぞれの教員に対してデスクが配置されている。みなし専任教員については、勤務時間が重複

することが少ないので、共同利用ではあっても講義等の準備に支障は出ていない。 

 

解釈指針 10-1-1-3 

 本会計大学院では学生個々人に対して担当教員制を採用しており、履修相談等は通常、西宮上ヶ原キ

ャンパスの各教員の個人研究室で行われている。また、必要に応じて大阪梅田キャンパス 14 階にある

教員控室（32 ㎡）も利用されている。教員の研究室は履修相談や学生との面談を行うための十分なスペ

ースを有しており（22 ㎡）、別途教員控室も利用できる。 

 

解釈指針 10-1-1-4 

 経営戦略研究科としての事務業務は、西宮上ヶ原キャンパスの全学共用棟１階の事務室（91 ㎡）で行

われており、机椅子､パソコン等職務を行うに十分なスペースと備品が確保されている。また、大阪梅

田キャンパス事務室においても同様の事務スペース・備品が用意され、事務処理を行っている。 

 

解釈指針 10-1-1-5 

 経営戦略研究科には、経営戦略専攻と会計専門職専攻の学生が共通して利用できる西宮上ヶ原キャン

パスの全学共用棟の図書資料室（124 ㎡；17 席）と大阪梅田キャンパスの図書資料室（113 ㎡；22 席）

があり、会計大学院生は、これら２箇所の図書資料室および上ヶ原キャンパスの大学図書館（22,163 ㎡；

2,135 席）の図書と各種のデータベースを自由に利用し、学習に役立てることができる。 

なお、会計大学院生に対しては共用研究室として５室（150 席）が確保されているほか、複数の教室

が学生の自習用に開放されており、いずれにおいても電卓の使用が可能である。ちなみに、西宮上ヶ原

キャンパスの学生用共同研究室の利用時間は午前８時から午後 11 時であり、休日も開室している。 

 

解釈指針 10-1-1-6 

 本会計大学院が専用及び共用で利用可能な施設は基準 10-1-1 で示したとおりである。これらの施設

は経営戦略研究科専用であり、一部は経営戦略専攻との共用である。本会計大学院はその管理に参画し

ながら教育及び研究その他の使用に支障なく使用できている。 

 

＜今後の方策＞ 

・全学共用棟の教室は本棟や他棟の教室が新しいものに整えられるにしたがって、旧式なため設備基準

に格差が生じており、可能な限り早い時期に改修していく必要がある。 

・毎年度の予算における教育研究に関する予算は準備しており、教員や学生からの要請に対して対応で

きる財政上の条件は整えている。ただし、全学共用棟の一部老朽化した教室の改修はすぐに行うこと

は難しいため、大学全体の年次計画に組み込み、できるだけ近い将来に改修したいと考えている。 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

1011 施設見取り図 B18 
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10-2 設備及び機器の整備 

10-2-1 

会計大学院の各施設には、教員による教育及び研究並びに学生の学習その他の業務を効果的に実

施するために必要で、かつ技術の発展に対応した設備及び機器が整備されていること｡ 

 

□施設に備えられた設備・機器リスト等 

 

＜現状の説明＞ 

10-2 設備及び機器の整備 

10-2-1：教育の設備・備品 

会計専門職専攻の施設には、教育及び研究並びに学生の学習等を効果的に実施するための設備及び教

育機器を整備している。 

教室に整備している教育機器は、以下のとおりである。 

全学共用棟

教室名 階 人員
卓上
マイク

ﾜｲﾔﾚｽ
マイク

ｽｸﾘｰﾝ
ﾓﾆﾀｰ
テレビ

ＯＨＰ ＯＨＣ
ＶＨＳ
ﾋﾞﾃﾞｵ

VTRﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾀｰ

ｽﾗｲﾄﾞﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾀｰ

ｶｾｯﾄ
ﾃﾞｯｷ

CD･LD
DVD

ﾊﾟｿｺﾝ
設置

ﾊﾟｿｺﾝ
接続

ﾈｯﾄﾜｰｸ利
用

○=可
暗幕

机*1移動
○＝可

BA301講 Ⅲ 51 ○ ○ ○ ○ ○ DVD ○ ○*2 機器可般式
BA302講 Ⅲ 51 ○ ○ ○*2
BA303演 Ⅲ 30 ○ ○ ○ ○ ○ DVD ○ ○ ○*2 機器可般式

BA304講 Ⅲ 171 ○ ○ ○ ○ ○ ○ DVD ○ ○*2
ﾙｰﾌﾟ装置・Lap

Top用ｺﾝｾﾝﾄ対応

BA401講 Ⅳ 154 ○ ○ ○ ○ ○ ○ DVD ○ ○*2
ﾙｰﾌﾟ装置・Lap

Top用ｺﾝｾﾝﾄ対応

BA402講 Ⅳ 51 ○ ○ ○ ○ ○ DVD ○ ○*2 機器可般式
BA403演 Ⅳ 30 ○ ○ ○*2

*1　机3人掛け
*2  全室PC接続可（情報コンセントBA304→104口、BA401→94口、BA303・BA403→30口、BA301・BA302・BA402→3口）、ネットワーク接続可(IPアドレスの設定不要)

大阪梅田キャンパス(阪急アプローズタワー14･10階）

教室名 階 人員
卓上
マイク

ﾜｲﾔﾚｽ
マイク

ｽｸﾘｰﾝ
ﾓﾆﾀｰ
テレビ

ＯＨＰ ＯＨＣ
ＶＨＳ
ﾋﾞﾃﾞｵ

VTRﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾀｰ

ｽﾗｲﾄﾞﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾀｰ

ｶｾｯﾄ
ﾃﾞｯｷ

CD･LD
DVD

ﾊﾟｿｺﾝ
設置

ﾊﾟｿｺﾝ
接続

ﾈｯﾄﾜｰｸ利
用

○=可
暗幕

机移動
○＝可

OC1401演 14 24 ○*2 ○ ○*3
OC1402演 14 24 ○ ○*3
OC1403演 14 24 ○*2 ○ ○ ○*2 DVD ○ ○*3
OC1404演 14 24 ○*2 ○ ○*2 ○ DVD ○ ○*3

OC1405講 14 96 ○ ○ ○ ○ ○ ○ DVD ○ ○*3
ﾙｰﾌﾟ装置･Lap

Top用ｺﾝｾﾝﾄ対応
OC1406講 14 45 ○*2 ○ ○ ○*2 DVD ○*１ ○*3 ○
OC1407講 14 24 ○*2 ○ ○*2 ○ DVD ○*１ ○*3 ○
OC1408講 14 42 ○*2 ○ ○ ○*2 DVD ○*１ ○*3 ○
OC1001講 10 25 ○ ○*5 ○
OC1002講 10 30 ○*2 ○ ○*5 ○ 多目的室
OC1003講 10 42 ○*2 ○*2 ○*4 ○ ○*3

OC1004講 10 99 ○ ○ ○ ○ ○ ○ DVD ○ ○*5 ○
Lap Top用ｺﾝｾﾝﾄ

対応
OC1005講 10 45 ○*2 ○ ○*5 ○

*１無線ＬＡＮ　 *2可般
*3全席よりネットワーク接続可(IPアドレスの設定不要) 貸出用プロジェクター３台
*4全席にPC(ノート型・有線)備付*5教卓のみネットワーク接続可 貸出用ＰＣ120台

2007.10.6 教務課

《事務室》

       

（上記備品以外に可動式ﾊﾟｿｺﾝﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰを用意している） 

   大学院１号館 

所 属 教 室 名 階 人 員

2 0 1 S C W M O C V T P R C D D V L T R A Ⅱ 7 2

2 0 2  演 S C L T Ⅱ 2 4

2 0 3  演 S C O C V T P R C D D V L T Ⅱ 2 4

2 0 4  演 S C L T Ⅱ 2 4

S C W M R E O C V T P R C D D V P C

L T R A

2 0 6  演 S C L T Ⅱ 1 8

2 0 7 S C W M O C V T P R C D D V L T R A Ⅱ 4 1

2 0 8 S C W M O C V T P R C D D V L T R A Ⅱ 4 1

2 0 9  演 S C O C V T P R C D D V L T Ⅱ 3 6

2 1 0  演 S C O C V T P R C D D V C T L T Ⅱ 3 6

2 1 1  演 S C L T Ⅱ 2 4

2 1 2  演 S C L T Ⅱ 1 8

大
学
院
１
号
館
　
一
部
R
A

5 4Ⅱ2 0 5

設 備
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設備記号一覧 
  BC = 暗幕 SL = スライド WM = ﾜｲﾔﾚｽﾏｲｸ OC = OHC PR = Projector LT = Lap Top 用ｺﾝｾﾝﾄ対応 
  PC = パソコン CD = CD Deck RE = 遠隔装置 SC = スクリーン OP = OHP RA = ループ装置 
VT = VHS Video Tape Deck CT = Cassette Tape Deck LL = ＬＬ DV =DVD Deck LD =LD Deck 

ネットワークについて：URT =上ヶ原ｷｬﾝﾊﾟｽで持込接続申請、登録済の PC がつながる。（IP ｱﾄﾞﾚｽ設定は行わないが、URT 接続用ｿﾌﾄｳｪｱ
をｲﾝｽﾄｰﾙする必要がある） 無線 =専用無線 LAN ｶｰﾄﾞが必要。 

 

 各教室において、教室の規模によって配置している設備・備品は異なるが、基本的な教育機器はすべ

て使用できるようになっている。授業時間割編成時に、各教員から教育機器等の要望を調査し、各授業

科目の規模や教育機器の使用内容に応じて適切な教室・設備・備品を配置している。 

 

＜点検・評価＞ 

10-2-1 

上記のとおり、会計専門職専攻の施設には、教育及び研究並びに学生の学習等を効果的に実施するた

めの設備及び教育機器が整備されている。本会計大学院のネットワーク環境は充実しており、有線・無

線 LANを通じて常時これを利用できることに加え、教室には講義に必要な AV機器が設置されている。
これらは、IFAC教育委員会が IT教育を重視していることに鑑みて、努めて学生の PC設備状況・利用
環境を整備した結果である。 

 

＜今後の方策＞ 

 現在のところ、授業担当者から教育機器設備・備品の苦情を寄せられていることはないが、教育機器

は、数年で新しい機器が登場することによって老朽化していくので、配置された設備・備品の更新が必

要になってくる。来年度から３年計画で、全学的に AVを中心に教育機器を更新していく予定である。 
 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

1021 教室機器一覧（文中） D28 
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10-3 図書館の整備 

10-3-1 

会計大学院には、その規模に応じ、教員による教育及び研究並びに学生の学習を支援し、かつ促

進するために必要な規模及び内容の図書館及び蔵書が整備されていること｡ 

 

解釈指針 10-3-1-1 

会計大学院の図書館は、当該会計大学院の専用であるか、又は、会計大学院が管理に参画し、その教育及び研究そ

の他の業務に支障なく使用することができる状況にあること｡ 

解釈指針 10-3-1-2 

会計大学院の図書館には、その規模に応じ、専門的能力を備えた職員が適切に配置されていること｡ 

解釈指針 10-3-1-3 

図書館の職員は、司書の資格及び情報調査に関する基本的素養を備えていることが望ましい｡ 

解釈指針 10-3-1-4 

会計大学院の図番館には、教員による教育及び研究並びに学生の学習のために必要な書籍、雑誌及び資料を 5万冊

以上有すること｡ 

解釈指針 10-3-1-5 

会計大学院の図書館の所蔵する図書及び資料については、その適切な管理及び維持に努めていること｡ 

解釈指針 10-3-1-6 

会計大学院の図書館には、図書及び資料を活用して、教員による教育及び研究並びに学生の学習を支援するために

必要な体制が整えられていること｡ 

解釈指針 10-3-1-7 

会計大学院の図書館には、その会計大学院の規模に応じ、教員による教育及び研究並びに学生の学習が十分な効果

をあげるために必要で、かつ、技術の発展に対応した設備及び機器が整備されていること｡ 

□図書館案内 

□図書館に携わる職員に関する資料 

□図書及び資料に関するデータ 

□図書館に備えられた設備・機器リスト 

 

＜現状の説明＞ 

10-3 図書館の整備 

10-3-1：図書資料の整備 

1. 整備の方針 
図書資料室は、西宮上ケ原キャンパス及び大阪梅田キャンパスの両方に設置する。西宮上

ケ原キャンパスには大学図書館がある。 

したがって、本専攻では西宮上ケ原キャンパスの図書資料室、大学図書館及び大阪梅田キ

ャンパスの図書資料室の３拠点に、総合的に必要とする図書・資料を整備していくことを基

本方針としている。  
西宮上ケ原キャンパスの図書資料室、大阪梅田キャンパスの図書資料室の整備方針は、次

のとおりである。  
ａ．設置図書は消耗図書と電子媒体を中心に整備する  
ｂ．学生の学習支援用の図書・資料を中心に配置する。研究用図書・資料は大学図書館に

整備する  
ｃ．会計関係の雑誌はできる限り電子媒体でカバーする  
ｄ．大阪梅田キャンパスでの大学図書館図書の利用は、配送して利用できるよう配慮する。 

2. 整備内容 
上記方針に基づき、各キャンパスの図書資料室には、学習用図書、参考図書、雑誌を中心

に整備し、会計用雑誌のバックナンバー等については電子媒体（外部データベース等）の契

約や購入により学生に提供している。  
電子媒体での提供にあたっては、安定した検索環境を整備している。  
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【整備内容】 

西宮上ケ原キャンパス
全学共用棟・図書資料室

大阪梅田キャンパス
図書資料室

合計

会計専門職専攻関係 826 539 1365

経営戦略専攻関係 172 863 1035

合計 998 1402 2400

西宮上ケ原キャンパス
全学共用棟・図書資料室

大阪梅田キャンパス
図書資料室

合計

和雑誌 19 24 43

洋雑誌 5 1 6

合計 24 25 49

図書資料室図書蔵書数

雑誌関係配架タイトル数

 

 

デ ー タベ ー ス 名 資 料 説 明 内 容 形 態 提 供 方 式 契 約 先 提 供 場 所

Japan
C o rp o ra te
W a tc h e r

日 本 企 業 (上 場 ・未 上 場 ・ベ ン チ ャー 等 )の 国 内 外 で の 活 動
と外 国 企 業 ・外 資 系 企 業 の 日 本 に お け る 事 業 活 動 を 企 業
・業 種 、活 動 目 的 ・形 態 ・地 域 ・時 期 な ど で 分 類 し 、毎 月 更
新 し 、イン ター ネ ッ ト上 で 提 供 す る 。

オ ン ラ イン
IPア ドレ ス 方 式
同 時 ア ク セ ス 1
ダ ウ ン ロ ー ド用 ID 1

紀 伊 国 屋
書 店

上 /三 /梅

P roQ u e s t
A B I/ IN FO RM
C om p le te

A B I/ IN FO RM  G lo b a l,T ra d e & In d u s t ry ,D a te lin eとい った
AB I/ IN FO RMの 各 エ デ ィシ ョン を 統 合 した 、ビ ジ ネ ス ・経 済
分 野 の 総 合 パ ッケ ー ジ 。全 文 収 録 誌 数 １８０ ０誌 以 上 。

オ ン ラ イン IPア ドレ ス 方 式
紀 伊 国 屋
書 店

上 /三 /梅

判 例 秘 書
判 例 述 べ ２０万 件 、大 審 院 判 例 ２万 件 、コ メン ト ・解 説 ８万
件 に 加 え て 、法 律 雑 誌 を PDFフ ァ イル で 紙 面 を そ の ま ま １ ６
万 ５０ ０ ０件 収 録 。

H D D蓄 積 型端 末 固 定 ３台 EO C
大 学 図 書 館
/全 学 共 用
棟 /梅 田

オ ン ライン イン ス トー ル 要 上 /梅

CD -R O M 端 末 固 定 4 ID 商 / IB A

イ ン テ グ レ ー テ ッ
ド ・デ ー タ ・サ ー
ビ ス (野 村 総 研 )

国 内 外 の 経 済 ・金 融 ・企 業 ・証 券 に 関 す る デ ー タとともに 、
デ ー タを 利 用 す る 際 の さま ざ ま な 課 題 に 対 す る ソ リュー
シ ョン を 経 験 豊 富 な デ ー タア ナ リス トが 提 供 す る 。

D V D -RO M 単 体
野 村 総 合
研 究 所

大 学 図 書 館
/
商 /経 済
/ IB A

D a ta  S tre am
(株 式 パ ッケ ー ジ
サ ー ビ ス )

金 融 ・経 済 分 析 を サ ポ ー トす る ヒス トリカル ・デ ー タベ ー ス と
配 信 ・分 析 シ ス テ ム を 提 供 す る グ ロ ー バ ル 情 報 サ ー ビ ス 。
（グ ロ ー バ ル 地 域 の 株 式 +マ ー ケ ット +経 済 デ ー タ ）

オ ン ラ イン
イン ス トー ル 要
同 時 ア ク セ ス 1

トム ソ ン
フ ァイナ ン
ス

三 田 図 書 館
/
商 /経 済
/ IB A

S c ie n c e  D ire c t
エ ル ゼ ビ ア 発 行 の 経 済 ・ ビ ジ ネ ス 学 術 専 門 誌 (14 3誌 )
の 電 子 ア ク セ ス (20 02年 か ら の 全 文 が 見 ら れ る ) オ ン ライン

ID ,パ ス ワ ー ド申 請
要

エ ル ゼ ビ ア 上 /三 /梅

iJAM P
自 治 体 関 係 者 、 行 政 関 連 の ビ ジ ネ ス に 関 わ る イ ン タ ー
ネ ッ ト で の 行 財 政 情 報 サ ー ビ ス 。 オ ン ライン

ID ,パ ス ワ ー ド方 式
3ラ イセ ン ス

時 事 通 信
社

大 学 図 書 館
/
教 材 準 備 室
/
自 治 体 NPM

ス タン ダ ー
ド＆ プ ア ー

ズ

ス タン ダ ー ド＆ プ ア ー ズ が 提 供 す る 世 界 ８０カ 国 以 上 の 企
業 財 務 デ ー タや 主 要 指 標 を 収 録 した 企 業 情 報 デ ー タベ ー
ス 。

IB A電 子 情 報 契 約 状 況 一 覧

Com pu s ta t
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■経営戦略研究科　視聴覚資料ﾘｽﾄ 
タイトル 本数 資料種別 制作　配給 図書館所蔵 配架場所 言語 附属資料

マイケル・ポーター教授の「競争の戦略」 2 VHS 米国 ＨＢＳ ○ ア ﾊﾞｲﾘﾝｶﾞﾙ

ﾕｰｻﾞｰﾏﾆｭｱﾙ（日本語版）、ﾋﾞｭｰｱｰｶﾞｲﾄﾞ（日本語
版）、ｹｰｽ･ｽﾀﾃﾞｨ「ｽｷﾙ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ」（日本語
版）、Summary Card(英語版)、User's Manual（英
語版）、Viewer's Guide（英語版）、Skil
Corporation(5冊)、論文「５つの環境要因を競争
戦略にどう取り込むか」、論文"How Competitive
Forces Shape Strategy"（5冊）

マイケル・ポーター教授の「国の競争優位」企業版 4 VHS 米国 ＨＢＳ ○ ア ﾊﾞｲﾘﾝｶﾞﾙ

解説ガイド<日本語版>、ｽﾗｲﾄﾞﾌﾞｯｸ企業版（OHP
ｺﾋﾟｰ用ﾏｽﾀｰ）<日本語版>、論文「投資ｼｽﾃﾑ改
革への提言」、論文「何が国の競争優位をもたら
すか」

マイケル・ポーター教授の「国の競争優位」政府版 4 VHS 米国 ＨＢＳ ○ ア ﾊﾞｲﾘﾝｶﾞﾙ

解説ガイド<日本語版>、ｽﾗｲﾄﾞﾌﾞｯｸ政府版（OHP
ｺﾋﾟｰ用ﾏｽﾀｰ）<日本語版>、論文「投資ｼｽﾃﾑ改
革への提言」、論文「何が国の競争優位をもたら
すか」

コア・コンピタンス経営 1 VHS 米国 ＨＢＳ ○ ア ﾊﾞｲﾘﾝｶﾞﾙ
解説ガイド<日本語版>、解説ガイド<英語版>、論
文「未来創造型企業へのｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ」、論文
"Competing for the Future"

タイム・ベース・コンペティション 3 VHS 米国 ＨＢＳ ○ ア ﾊﾞｲﾘﾝｶﾞﾙ
解説ガイド<日本語版>、解説ガイド<英語版>、テ
キスト"Competing Against

小売業のイノベーション 2 VHS 放送大学 × ア 日本語 なし

日本の企業家群像　ビジュアル日本経営史　第Ⅰ期 7 VHS 丸善 ○ ア 日本語

各巻に人物年表有①岩崎弥太郎・弥之助、渋沢
栄一、②長瀬富郎、鈴木三郎助、③鮎川義介、
豊田喜一郎、④小林一三、堤康次郎、⑤小平浪
平、松下幸之助、⑥井深大・盛田昭夫、本田宗
一郎・藤沢武夫、⑦中内功、鈴木敏文

日本の企業家群像　ビジュアル日本経営史　第Ⅱ期 7 VHS 丸善 ○ ア 日本語 なし

シナジー効果をつくる「戦略的提携と新規事業」 2 VHS 米国 ＨＢＳ × 全 英語

事例で学ぶグローバリゼーション  ミクロ編：新時代の企業経営 10 DVD 米国 ＦＦＨ × 全 英語 英語ﾃｷｽﾄ有、内容一覧ﾘｽﾄ（ｶﾀﾛｸﾞ抜粋）作成済

競争力 1 VHS BBC × 全 英語 Viewer's Guide（英語版）
ビジネス倫理 1 VHS BBC × 全 英語 英語テキスト有
ブランド 3 VHS BBC × 全 英語 各巻に英語テキスト有①ﾅｲｷ、②ﾊｲﾝﾂ、③ﾘｰﾊﾞ
企業革命 2 VHS BBC × 全 英語（日本語字幕有） なし

グローバル化の選択：ケース・スタディー 1 VHS ｽﾀﾝﾌｫｰﾄﾞ × 全 英語 Viewer's Guide（英語版）

人的資源の活かし方 1 VHS ｽﾀﾝﾌｫｰﾄﾞ × 全 英語 Viewer's Guide（英語版）

日経ビジネス縮小版DVD 2
DVD
ROM
５枚

日経BP ×
ア
全

日本語 取扱説明書

会社四季報CD-ROM　2005年４集秋号 2
CD
ROM
1枚

東洋経済新報社 ×
ア
全

日本語 取扱説明書

未上場会社CD-ROM　2005下期 2
CD
ROM
1枚

東洋経済新報社 ×
ア
全

日本語 取扱説明書

Mergent Industrial CD-ROM 1
CD
ROM
1枚

WILEY
極東書店

全 英語 会計の教員が消耗図書費で購入

Mergent OTC Industrial CD-ROM 1
CD
ROM
1枚

WILEY
極東書店

全 英語 会計の教員が消耗図書費で購入

Mergent Handbook of Common Stocks 1
洋書
4冊

WILEY
極東書店

全 英語 会計の教員が消耗図書費で購入

Mergent hand book of Nasdaq Stock 1
洋書
4冊

WILEY
極東書店

全 英語 会計の教員が消耗図書費で購入

自治体情報化年間2006 1
CD
ROM
1枚

日経BP ×
全

日本語 会計の消耗図書費で購入

2006年版日本マーケットシェア事典CD-ROM 1
CD
ROM
1枚

矢野経済研究所 × ア 日本語 経営の消耗図書費で購入

 

3. 図書資料室の利用時間 

西宮上ヶ原キャンパス  
図書資料室 ８：00～23：00（休日も開室） 

 

大阪梅田キャンパス  
図書資料室  ９：00～22：00（休日も開室） 

（土曜日は21：00まで、休日は10：00～18：00） 

大学図書館は、授業期間中の平日は８：50～22：00、 

土曜日は８：50～18：30、日曜日は12：00～18：00に開館する。  
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4. 大学図書館における整備状況 

関西学院大学図書館　図書・設備

学部等の名称
図書［ 外国書］
　 　 　 　 冊

学術雑誌
［ 外国書］
　 　 　 　 　 　 冊

視聴覚資料
        点

標本
　 　 点

　 経営戦略研究科
　  経営戦略専攻
　 　 　 　 　 　 　 　 　 ※

 175, 937 [ 89, 794]
 151, 745 [ 69, 644]
 151, 000 [ 69, 000]

2, 824 [ 1, 345]
2, 759 [ 1, 328]
2, 700 [ 1, 300]

1, 922
1, 890
1, 920

9
0
0

　  会計専門職専攻
　 　 　 　 　 　 　 　 　 ※

182, 747 [ 97, 585]
162, 434 [ 78, 850]
158, 000 [ 76, 000]

4, 034 [ 1, 994]
3, 928 [ 1, 960]
3, 840 [ 1, 920]

1, 499
1, 384
1, 360

9
0
0

計　 　 　 　 ※
205, 059 [ 107, 424]
183, 616 [ 88, 654]
180, 000 [ 86, 000]

4, 101 [ 2, 024]
3, 994 [ 1, 990]
3, 900 [ 1, 950]

2, 017
1, 963
1, 920

9
0
0

面積 閲覧座席数 収納可能冊数

22, 163 ㎡ 2, 135席 1,805,000冊

※上から、2007年度、2006年度、2005年度を表す。 5月1日現在

専  任 兼  任

人 人

2007年度 31 12

2006年度 31 0

2005年度 33 0

機械・ 器具
　 　 　 　 点

1, 135
1, 123
1, 116

図書［外国
書］、学術雑誌
［外国書］、視
聴覚資料につい
ては、経営戦略
専攻及び会計専
門職専攻の学問
領域が重なるた
め、重複するも
のがある。専攻
別に記載する箇
所については、
専攻ごとに延べ
数で記入し、合
計数について
は、２つの専攻
の合計数を実数
で記入してい
る。

3, 376
3, 360
2, 835

図　 　 　 書　 　 　 館

図
書

・

設
備

2, 241
2, 237
1, 719

職     種

図 書 館 専 門 職 員

 

 

＜点検・評価＞ 

10-3-1 

両キャンパスに設置している図書資料室は学習支援用の図書資料室で、学習に必要な図書･参考書･テ

キスト･雑誌等を配備しているが、閲覧用のみの利用となっており、貸出用の図書は大学図書館に配備

している。したがって、図書を借りる場合は大学図書館で借りることになるが、大阪梅田キャンパスの

場合は、借り出しの申込を行うことにより、大学図書館から２日後に入手することができる。 

図書資料室においては、消耗図書の扱いで、年々新しい図書を追加して配架している。 

両図書資料室ならびに大学図書館には、会計専門職関連図書約 18 万２千冊（うち外国書約９万７千

冊）と学術雑誌 4,034 冊（うち外国雑誌 1,994 冊）が配架されており、各種データベースや電子ジャー

ナルも利用できる。 

 

解釈指針 10-3-1-1 

 西宮上ヶ原キャンパスおよび大阪梅田キャンパスの図書資料室は、経営戦略研究科の専用図書資料室

である。したがって、本会計大学院の専用使用が保証されている。大学図書館の運営については、運営

委員会に会計大学院の教員が参加し、利用方法・内容に参画している。 

 

 

- 100 -
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解釈指針 10-3-1-2 

 両キャンパスの図書資料室は、その十分な管理・運営を行うため、図書専門の能力を有している職員

１名を配置しており、大学図書館には多くの図書専門の専任職員が配置されている。 

 

解釈指針 10-3-1-3 

 図書資料室の職員のうち１名は司書資格を有し、大学図書館と連携し継続的に図書室職員としての能

力向上に努めている。 

 

解釈指針 10-3-1-4 

教員の教育研究用の図書は、毎年度の図書資料予算を会計大学院用に用意し購入している。

購入した図書は、大学図書館及び各教員の個人研究室に配備している。学生用の図書資料は、

西宮上ケ原キャンパスと大阪梅田キャンパスの図書資料室に設置されているが、会計大学院生

の学習に必要な図書･参考書･テキスト･雑誌等を配備し、閲覧用のみの利用に限定しており、貸出用の

図書については大学図書館に配備している。本会計大学院では、これらの３拠点（大学図書館・両

キャンパスの図書資料室）に総合的に必要とする図書・資料を整備していくことを基本方針と

しており、これらの３拠点を合わせた場合には、書籍、雑誌及び資料の保有は約 16 万冊に及

んでいる。 

 

解釈指針 10-3-1-5 

図書資料室では専門知識を備えた職員が図書及び資料の管理・維持を行っているが、学生が図書を持

ち出し他の学生が閲覧できなくなることがあり、図書を喪失した場合は調査した上で追加配架している。

在庫不明図書の検索も難しいといった問題があるので、解釈指針 10-3-1-5 に関してより有効な措置を

検討しているところである。 

 

解釈指針 10-3-1-6 

 図書資料室は、西宮上ケ原キャンパスの場合は午前８時から午後 11 時まで（休日も開室）、また大阪

梅田キャンパスの場合は午前９時から午後 10 時まで（休日も開室）開室しており、学生の便宜を図っ

ている。また大学図書館の図書は、大阪梅田キャンパスからも借り出しできるようにしている。 

 

解釈指針 10-3-1-7 

 会計大学院教員の教育・研究ならびに会計大学院生の学習に関わる設備・機器としては、書籍・雑誌

のほか、複写機、AV ブース、パソコン、プリンター、電子ジャーナル、電子ブック及び各種データベ
ースが図書資料室に配置している。 

 

＜今後の方策＞ 

・大学図書館配置の図書、図書資料室の配置の図書及び今後共同研究室配置の図書も検討し、より効果

的・効率的な配備を検討するとともに、図書資料室における図書の管理、利用時間帯についても再検

討する必要がある。 

・学生から図書資料室の図書を借り出しする希望の場合もあるが、現在は貸出管理を行ってないので、

貸し出せていない。そうした背景もあり、図書資料室の図書を学生が持ち出して使用することがあり、
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10 施設、設備及び図書館 

他の学生が閲覧できなくなるといった事態が発生している。比較的新しい図書が喪失する場合は調査

して追加配架しているが、今後対応策を講じる必要がある。 

・現在のところ、図書資料室は、学生の自習活動のため、自習室と同様に昼夜間利用できるようにして

いるが、夜間には管理者はいないので、学生の自主管理にしている。学生の利用面からいえば、利用

しやすい図書資料室となっているが、管理面からは改善が必要だと考えている。 

 

＜関連資料＞ 

評価項目NO 分野別評価関連資料 資料 NO 

1031 図書資料室図書蔵書数（文中） D29 

1032 ＩＢＡ電子情報契約状況一覧（文中） D30 

1033 視聴覚資料リスト（文中） D31 

1034 図書館案内 S17 

1035 図書館職員数、図書・設備に関する資料（文中） D32 
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2008年4月1日

評価項目
NO

分野別評価関連資料 形態 資料NO ページ

322 時間割 文書 B01 添付資料 p.3

1011 施設見取り図 文書 B18 添付資料 p.7

111

121

211

212

315

316 大学院要覧2007 p.250　専門職大学院学則第17条第2項　授業科目名

333 大学院要覧2007 p.250　専門職大学院学則第18条　必要修得単位数

335 大学院要覧2007 p.206　内規Ⅰ．４．履修登録単位数の制限

411 大学院要覧2007 p.206　成績評価・試験内規

414 大学院要覧2007 p.251　専門職大学院学則第19条　単位認定 添付資料 p.49

422 大学院要覧2007 p.250　専門職大学院学則第18条　修了要件 添付資料 p.48

423 大学院要覧2007 p.252　専門職大学院学則第22条第2項　早期修了 添付資料 p.50

424 大学院要覧2007 p.207　内規Ⅰ．３．就業年限、在学期間の短縮 添付資料 p.23

426 大学院要覧2007 p.251　専門職大学院学則第19条　単位認定 添付資料 p.49

931 大学院要覧2007 p.330　関西学院大学研究叢書 -

124

213

321

511 授業評価（授業評価アンケート報告書2007年度春学期 p.16）

925 授業評価アンケート報告書

※　訪問調査時に提示する関連資料一覧 添付資料 p.67

 

 
 
 
 
 
 
 
 

冊子
（抜粋）

S03 添付資料 p.55

冊子
（抜粋）

S05 添付資料 p.65

シラバス

大学院要覧2007 p.202　会計専門職専攻の理念・目的・教育目標

大学院要覧2007 p.209　授業科目一覧：授業実施要綱

経営戦略研究科会計専門職専攻
自己評価報告書　添付資料

冊子
（抜粋）

S01

添付資料 p.18

添付資料 p.25

添付資料 p.48

添付資料 p.22

添付資料　p.1



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

添付資料　p.2



春学期  ACCOUNTING SCHOOL

月 火 水

　 配列
番号

授業科目・ｸﾗｽ 教員氏名
単
位

期間 教室 ｷｬﾝﾊﾟｽ
配列
番号

授業科目・ｸﾗｽ 教員氏名
単
位

期間 教室 ｷｬﾝﾊﾟｽ
配列
番号

授業科目・ｸﾗｽ 教員氏名
単
位

期間 教室 ｷｬﾝﾊﾟｽ

4261 + 財務会計論  1 山地　範明 2 春前 BA304 上ケ原 4261 + 企業法  1 岡本　智英子 2 春前 BA302 上ケ原 4281 + ビジネスコミュニケーション  1 マーク　シニア 2 春後 BA302 上ケ原

Ⅰ 4281 意思決定会計論 浜田　和樹 2 春後 BA302 上ケ原 4281 経営戦略 上野　恭裕 2 春前 BA301 上ケ原

4271 連結財務諸表論  1 山地　範明 2 春後 BA304 上ケ原

4272 商法  1 岡本　智英子 2 春後 BA302 上ケ原

4261 + 財務会計論  1 山地　範明 2 春前 BA304 上ケ原 4261 + 企業法  1 岡本　智英子 2 春前 BA302 上ケ原 4281 + ビジネスコミュニケーション  1 マーク　シニア 2 春後 BA302 上ケ原

Ⅱ 4281 意思決定会計論 浜田　和樹 2 春後 BA302 上ケ原 4281 経営戦略 上野　恭裕 2 春前 BA301 上ケ原

4271 連結財務諸表論  1 山地　範明 2 春後 BA304 上ケ原

4272 商法  1 岡本　智英子 2 春後 BA302 上ケ原

4281 環境会計論 阪　智香 2 春前 BA301 上ケ原

Ⅲ 4261 + 原価計算論  2 徳崎　進 2 春後 BA304 上ケ原

4271 統計学 甲斐　良隆 2 春後 BA303 上ケ原

4281 環境会計論 阪　智香 2 春前 BA301 上ケ原

Ⅳ 4261 + 原価計算論  2 徳崎　進 2 春後 BA304 上ケ原

4271 統計学 甲斐　良隆 2 春後 BA303 上ケ原

Ⅴ

4261 + 財務会計基礎  1 杉本　徳栄 2 春前 OC1405 梅田 4281 企業法課題研究 岡本　智英子 4 春 梅田５ 梅田 4271 行政経営論  1 石原　俊彦 2 春前 OC1405 梅田

Ⅵ 4262 + 租税法基礎  1 西尾　宇一郎 2 春前 OC1404 梅田 4271 公会計論  1 稲澤　克祐 2 春前 梅田14 梅田 4281 行政経営事例研究  1 梅村　仁 2 春後 OC1405 梅田

4271 簿記応用  1 山地　範明 2 春前 梅田10 梅田 4261 + 財務会計論  2 山地　範明 2 春後 OC1004 梅田

4272 予算管理論  1 小菅　正伸 2 春前 OC1406 梅田 4272 会社法会計論  1 池浦　良典 2 春後 OC1407 梅田

4263 + 管理会計論  2 浜田　和樹 2 春後 OC1405 梅田

4264 + 法人税法  1 西尾　宇一郎 2 春後 OC1406 梅田

4273 経済政策  1 新庄　浩二 2 春後 OC1403 梅田

4261 + 財務会計基礎  1 杉本　徳栄 2 春前 OC1405 梅田 4281 企業法課題研究 岡本　智英子 4 春 梅田５ 梅田 4271 行政経営論  1 石原　俊彦 2 春前 OC1405 梅田

Ⅶ 4262 + 租税法基礎  1 西尾　宇一郎 2 春前 OC1404 梅田 4271 公会計論  1 稲澤　克祐 2 春前 梅田14 梅田 4281 行政経営事例研究  1 梅村　仁 2 春後 OC1405 梅田

4271 簿記応用  1 山地　範明 2 春前 梅田10 梅田 4261 + 財務会計論  2 山地　範明 2 春後 OC1004 梅田

4272 予算管理論  1 小菅　正伸 2 春前 OC1406 梅田 4272 会社法会計論  1 池浦　良典 2 春後 OC1407 梅田

4263 + 管理会計論  2 浜田　和樹 2 春後 OC1405 梅田

4264 + 法人税法  1 西尾　宇一郎 2 春後 OC1406 梅田

4273 経済政策  1 新庄　浩二 2 春後 OC1403 梅田

2007年度　関西学院大学専門職大学院　経営戦略研究科　会計専門職専攻　授業時間割

 

 

■春学期（夏季集中講義）  <Accounting School>
配列 8/6 8/7 8/8 8/9 8/10 8/11 8/12-21 8/22 8/23 8/24 8/25 8/26 8/27 8/28 8/29 8/30 8/31 9/1
番号 月 火 水 木 金 土 日-火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土
4261 + 国際会計論 2 杉本　徳栄 2 春 OC1408 梅田 1,2,3,4 1,2,3 1,2,3 1,2,3,4
4262 + 会計倫理 3 西尾　宇一郎 2 春 OC1406 梅田 6,7 6,7 6,7 6,7 6,7 6,7 6,7
4271 行政経営論 2 石原　俊彦 2 春 OC1406 梅田 1,2,3,4,5 1,2,3,4,5 1,2,3,4
4272 租税法実務 1 宮口　定雄 2 春 OC1402 梅田 3,4,5,6,7 3,4,5,6,7 3,4,5,6
4281 中小会社会計論 宮口　定雄 2 春 OC1402 梅田 3,4,5,6,7 3,4,5,6,7 2,3,4,5
4282 監査役監査 木村　安寿 2 春 OC1406 梅田 1,2,3,4,5 1,2,3,4,5 2,3,4,5
4283 行政評価論 稲澤　克祐 2 春 OC1402 梅田 1,2,3,4,5 1,2,3,4,5 1,2,3,4
4284 行政経営事例研究 2 武久　顕也 2 春 OC1408 梅田 2,3,4,5,6 2,3,4,5,6 2,3,4,5
4285 信託法 杉浦　宣彦 2 春 OC1404 梅田 6,7 1,2,3,4,5 6,7 1,2,3,4,5

ｷｬﾝﾊﾟｽ

夏
季
休
暇

教員氏名
単
位

期
間

授業科目・ｸﾗｽ 教室

 

 

 

B01 時間割

添付資料　p.3



春学期  ACCOUNTING SCHOOL

木 金 土
配列
番号

授業科目・ｸﾗｽ 教員氏名
単
位

期間 教室 ｷｬﾝﾊﾟｽ
配列
番号

授業科目・ｸﾗｽ 教員氏名
単
位

期間 教室 ｷｬﾝﾊﾟｽ
配列
番号

授業科目・ｸﾗｽ 教員氏名
単
位

期間 教室 ｷｬﾝﾊﾟｽ 　
4261 + 簿記基礎  1 上田　耕治 2 春前 BA304 上ケ原 4261 + 管理会計論  1 浜田　和樹 2 春前 BA304 上ケ原 4261 + 国際会計論  1 杉本　徳栄 2 春前 BA304 上ケ原

4271 監査制度論  1 上田　耕治 2 春後 BA302 上ケ原 4262 + 経営学  1 加藤　雄士 2 春前 BA301 上ケ原 Ⅰ
4263 + 企業法  2 岡本　智英子 2 春前 BA401 上ケ原

4271 公会計論  2 稲澤　克祐 2 春前 BA402 上ケ原

4281 企業法要説  1 朝沼　晃 2 春前 BA302 上ケ原

4264 + 簿記基礎  2 上田　耕治 2 春後 BA304 上ケ原

4265 + 経営学  2 加藤　雄士 2 春後 BA401 上ケ原

4282 非営利法人会計論 稲澤　克祐 2 春後 BA302 上ケ原

4283 公会計事例研究 小市　裕之 2 春後 BA301 上ケ原

4261 + 簿記基礎  1 上田　耕治 2 春前 BA304 上ケ原 4261 + 管理会計論  1 浜田　和樹 2 春前 BA304 上ケ原 4261 + 国際会計論  1 杉本　徳栄 2 春前 BA304 上ケ原

4271 監査制度論  1 上田　耕治 2 春後 BA302 上ケ原 4262 + 経営学  1 加藤　雄士 2 春前 BA301 上ケ原 Ⅱ
4263 + 企業法  2 岡本　智英子 2 春前 BA401 上ケ原

4271 公会計論  2 稲澤　克祐 2 春前 BA402 上ケ原

4281 企業法要説  1 朝沼　晃 2 春前 BA302 上ケ原

4264 + 簿記基礎  2 上田　耕治 2 春後 BA304 上ケ原

4265 + 経営学  2 加藤　雄士 2 春後 BA401 上ケ原

4282 非営利法人会計論 稲澤　克祐 2 春後 BA302 上ケ原

4283 公会計事例研究 小市　裕之 2 春後 BA301 上ケ原

4281 財務会計課題研究  1 上田　耕治 4 春 BA302 上ケ原 4271 会計基準論  1 中島　稔哲 2 春前 BA304 上ケ原 4261 + 簿記原理  1 玉置　求己 2 春前 BA304 上ケ原

4261 + 簿記  1 中島　稔哲 2 春前 BA304 上ケ原 4272 民法  1 吉岡　祥充 2 春前 BA302 上ケ原 4262 + 監査論  1 西尾　宇一郎 2 春前 BA302 上ケ原 Ⅲ
4262 + 経済学  1 新庄　浩二 2 春前 BA402 上ケ原 4271 国際会計基準論  1 杉本　徳栄 2 春前 BA301 上ケ原

4272 財政学  1 稲澤　克祐 2 春前 BA403 上ケ原

4273 経営管理論  1 加藤　雄士 2 春前 BA401 上ケ原

4281 会計情報システム 木村　安寿 2 春前 BA303 上ケ原

4282 会社法事例研究 (代)岡本　智英子 2 春前 BA402 上ケ原

4263 + 会計倫理  2 西尾　宇一郎 2 春後 BA302 上ケ原

4274 会計制度論  1 上田　耕治 2 春後 BA402 上ケ原

4275 国際公会計論  1 稲澤　克祐 2 春後 BA403 上ケ原

4283 簿記実践  1 玉山　慶幸 2 春後 BA304 上ケ原

4284 + 国際比較経営 マーティン　コリック 2 春後 OC1404 梅田

4285 経営管理詳説 加藤　雄士 2 春後 BA301 上ケ原

4281 財務会計課題研究  1 上田　耕治 4 春 BA302 上ケ原 4271 会計基準論  1 中島　稔哲 2 春前 BA304 上ケ原 4261 + 簿記原理  1 玉置　求己 2 春前 BA304 上ケ原

4261 + 簿記  1 中島　稔哲 2 春前 BA304 上ケ原 4272 民法  1 吉岡　祥充 2 春前 BA302 上ケ原 4262 + 監査論  1 西尾　宇一郎 2 春前 BA302 上ケ原 Ⅳ
4262 + 経済学  1 新庄　浩二 2 春前 BA402 上ケ原 4271 国際会計基準論  1 杉本　徳栄 2 春前 BA301 上ケ原

4272 財政学  1 稲澤　克祐 2 春前 BA403 上ケ原

4273 経営管理論  1 加藤　雄士 2 春前 BA401 上ケ原

4281 会計情報システム 木村　安寿 2 春前 BA303 上ケ原

4282 会社法事例研究 (代)岡本　智英子 2 春前 BA402 上ケ原

4263 + 会計倫理  2 西尾　宇一郎 2 春後 BA302 上ケ原

4274 会計制度論  1 上田　耕治 2 春後 BA402 上ケ原

4275 国際公会計論  1 稲澤　克祐 2 春後 BA403 上ケ原

4283 簿記実践  1 玉山　慶幸 2 春後 BA304 上ケ原

4284 + 国際比較経営 マーティン　コリック 2 春後 OC1404 梅田

4285 経営管理詳説 加藤　雄士 2 春後 BA301 上ケ原

4261 + 会計倫理  1 西尾　宇一郎 2 春前 BA302 上ケ原

4271 会社法  1 岡本　智英子 2 春前 BA402 上ケ原 Ⅴ
4272 金融商品取引法  1 田中　庸介 2 春前 BA403 上ケ原

4281 地方自治体マーケティング 武久　顕也 2 春前 BA301 上ケ原

4262 + 原価計算基礎  1 稲澤　克祐 2 春後 BA401 上ケ原

4263 + 監査論  2 西尾　宇一郎 2 春後 BA302 上ケ原

4273 監査基準論  1 野呂　貴生 2 春後 BA304 上ケ原

4282 企業法詳説 田中　庸介 2 春後 BA301 上ケ原

4283 地方税実務 麻木　邦子 2 春後 BA403 上ケ原

4261 + 管理会計基礎  1 徳崎　進 2 春前 OC1406 梅田 4281 財務会計課題研究  2 山地　範明 4 春 OC1404 梅田 4261 + 会計倫理  1 西尾　宇一郎 2 春前 BA302 上ケ原

4262 + 簿記  2 中島　稔哲 2 春後 OC1405 梅田 4271 財務分析  1 井上　浩一 2 春前 OC1407 梅田 4271 会社法  1 岡本　智英子 2 春前 BA402 上ケ原 Ⅵ
4263 + 原価計算論  1 徳崎　進 2 春後 OC1406 梅田 4272 経営財務論  1 徳崎　進 2 春前 梅田14 梅田 4272 金融商品取引法  1 田中　庸介 2 春前 BA403 上ケ原

4281 経済学詳説  1 三木　潤一 2 春後 OC1001 梅田 4282 税務申告実務  1 瀬戸口　有雄 2 春前 梅田12 梅田 4281 地方自治体マーケティング 武久　顕也 2 春前 BA301 上ケ原

4282 + ＮＰＯマネジメント 太田　康嗣 2 春後 OC1404 梅田 4273 民法  2 吉岡　祥充 2 春後 OC1004 梅田 4262 + 原価計算基礎  1 稲澤　克祐 2 春後 BA401 上ケ原

4283 企業評価論 井上　浩一 2 春後 OC1405 梅田 4263 + 監査論  2 西尾　宇一郎 2 春後 BA302 上ケ原

4284 財務会計事例研究  1 西田　隆行 2 春後 OC1005 梅田 4273 監査基準論  1 野呂　貴生 2 春後 BA304 上ケ原

4285 経営財務詳説 徳崎　進 2 春後 OC1406 梅田 4282 企業法詳説 田中　庸介 2 春後 BA301 上ケ原

4283 地方税実務 麻木　邦子 2 春後 BA403 上ケ原

4261 + 管理会計基礎  1 徳崎　進 2 春前 OC1406 梅田 4281 財務会計課題研究  2 山地　範明 4 春 OC1404 梅田

4262 + 簿記  2 中島　稔哲 2 春後 OC1405 梅田 4271 財務分析  1 井上　浩一 2 春前 OC1407 梅田 Ⅶ
4263 + 原価計算論  1 徳崎　進 2 春後 OC1406 梅田 4272 経営財務論  1 徳崎　進 2 春前 梅田14 梅田

4281 経済学詳説  1 三木　潤一 2 春後 OC1001 梅田 4282 税務申告実務  1 瀬戸口　有雄 2 春前 梅田12 梅田

4282 + ＮＰＯマネジメント 太田　康嗣 2 春後 OC1404 梅田 4273 民法  2 吉岡　祥充 2 春後 OC1004 梅田

4283 企業評価論 井上　浩一 2 春後 OC1405 梅田

4284 財務会計事例研究  1 西田　隆行 2 春後 OC1005 梅田

4285 経営財務詳説 徳崎　進 2 春後 OC1406 梅田

2007年度　関西学院大学専門職大学院　経営戦略研究科　会計専門職専攻　授業時間割

 

 

【注】授業科目名の前に「＋」印があるものは、経営戦略研究科学生以外は履修できません。  
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秋学期  ACCOUNTING SCHOOL

月 火 水

　 配列
番号

授業科目・ｸﾗｽ 教員氏名
単
位

期間 教室 ｷｬﾝﾊﾟｽ
配列
番号

授業科目・ｸﾗｽ 教員氏名
単
位

期間 教室 ｷｬﾝﾊﾟｽ
配列
番号

授業科目・ｸﾗｽ 教員氏名
単
位

期間 教室 ｷｬﾝﾊﾟｽ

4262 + 企業法  3 岡本　智英子 2 秋前 BA302 上ケ原 4282 + ビジネスコミュニケーション  2 マーク　シニア 2 秋後 BA302 上ケ原

Ⅰ 4263 + 財務会計論  4 山地　範明 2 秋後 BA304 上ケ原

4273 会社法  2 岡本　智英子 2 秋後 BA302 上ケ原

4262 + 企業法  3 岡本　智英子 2 秋前 BA302 上ケ原 4282 + ビジネスコミュニケーション  2 マーク　シニア 2 秋後 BA302 上ケ原

Ⅱ 4263 + 財務会計論  4 山地　範明 2 秋後 BA304 上ケ原

4273 会社法  2 岡本　智英子 2 秋後 BA302 上ケ原

4261 + 監査論  3 西尾　宇一郎 2 秋前 BA302 上ケ原 4272 経営財務論  2 徳崎　進 2 秋前 BA301 上ケ原 4281 企業法要説  3 朝沼　晃 2 秋後 BA302 上ケ原

Ⅲ 4271 簿記応用  2 杉本　徳栄 2 秋前 BA304 上ケ原

4272 国際会計基準論  2 杉本　徳栄 2 秋後 BA304 上ケ原

4281 経済学詳説  2 三木　潤一 2 秋後 BA302 上ケ原

4261 + 監査論  3 西尾　宇一郎 2 秋前 BA302 上ケ原 4272 経営財務論  2 徳崎　進 2 秋前 BA301 上ケ原 4281 企業法要説  3 朝沼　晃 2 秋後 BA302 上ケ原

Ⅳ 4271 簿記応用  2 杉本　徳栄 2 秋前 BA304 上ケ原

4272 国際会計基準論  2 杉本　徳栄 2 秋後 BA304 上ケ原

4281 経済学詳説  2 三木　潤一 2 秋後 BA302 上ケ原

Ⅴ

4281 租税法課題研究 西尾　宇一郎 4 秋 OC1005 梅田 4282 簿記課題研究 中島　稔哲 4 秋 OC1407 梅田 4272 国際公会計論  2 稲澤　克祐 2 秋前 OC1403 梅田

Ⅵ 4265 + 国際会計論  3 杉本　徳栄 2 秋前 OC1408 梅田 4262 + 財務会計論  3 山地　範明 2 秋前 OC1405 梅田 4273 + コストマネジメント  1 窪田　祐一 2 秋前 OC1004 梅田

4266 + 経済学  2 新庄　浩二 2 秋前 OC1004 梅田 4263 + 企業法  4 岡本　智英子 2 秋前 OC1408 梅田 4282 簿記実践  2 玉山　慶幸 2 秋前 OC1408 梅田

4274 予算管理論  2 小菅　正伸 2 秋前 OC1406 梅田 4273 会社法会計論  2 池浦　良典 2 秋前 OC1402 梅田 4283 企業法要説  2 朝沼　晃 2 秋前 OC1405 梅田

4282 地方自治体ファイナンス (代)石原　俊彦 2 秋後 OC1408 梅田 4283 + 金融機関経営 ジョン　ホング 2 秋前 OC1403 梅田 4274 コストマネジメント  2 窪田　祐一 2 秋後 OC1004 梅田

4284 地方自治体情報システム 羽室　行信 2 秋前 OC1003 梅田 4275 財政学  2 稲澤　克祐 2 秋後 OC1405 梅田

4274 商法  2 岡本　智英子 2 秋後 OC1406 梅田 4284 英文会計 前原　啓二 2 秋後 OC1408 梅田

4285 監査事例研究  2 池浦　良典 2 秋後 OC1403 梅田

4281 租税法課題研究 西尾　宇一郎 4 秋 OC1005 梅田 4282 簿記課題研究 中島　稔哲 4 秋 OC1407 梅田 4272 国際公会計論  2 稲澤　克祐 2 秋前 OC1403 梅田

Ⅶ 4265 + 国際会計論  3 杉本　徳栄 2 秋前 OC1408 梅田 4262 + 財務会計論  3 山地　範明 2 秋前 OC1405 梅田 4273 + コストマネジメント  1 窪田　祐一 2 秋前 OC1004 梅田

4266 + 経済学  2 新庄　浩二 2 秋前 OC1004 梅田 4263 + 企業法  4 岡本　智英子 2 秋前 OC1408 梅田 4282 簿記実践  2 玉山　慶幸 2 秋前 OC1408 梅田

4274 予算管理論  2 小菅　正伸 2 秋前 OC1406 梅田 4273 会社法会計論  2 池浦　良典 2 秋前 OC1402 梅田 4283 企業法要説  2 朝沼　晃 2 秋前 OC1405 梅田

4282 地方自治体ファイナンス (代)石原　俊彦 2 秋後 OC1408 梅田 4283 + 金融機関経営 ジョン　ホング 2 秋前 OC1403 梅田 4274 コストマネジメント  2 窪田　祐一 2 秋後 OC1004 梅田

4284 地方自治体情報システム 羽室　行信 2 秋前 OC1003 梅田 4275 財政学  2 稲澤　克祐 2 秋後 OC1405 梅田

4274 商法  2 岡本　智英子 2 秋後 OC1406 梅田 4284 英文会計 前原　啓二 2 秋後 OC1408 梅田

4285 監査事例研究  2 池浦　良典 2 秋後 OC1403 梅田

2007年度　関西学院大学専門職大学院　経営戦略研究科　会計専門職専攻　授業時間割

 

 

■秋学期（冬季集中講義前半）  <Accounting School>
配列 2/2 2/3 2/4 2/5 2/6 2/7 2/8 2/9 2/10 2/11 2/12 2/13 2/14 2/15 2/16 2/17 2/18 2/19 2/20 2/21 2/22
番号 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金
4273 租税法実務 2 宮口　定雄 2 秋 OC1005 梅田 3,4,5,6 3,4,5,6 3,4,5,6 3,4
4286 地方自治体管理会計論 石原　俊彦 2 秋 OC1405 梅田 1,2,3,4,5 1,2,3,4,5 1,2,3,4
4287 内部統制論 遠藤　尚秀 2 秋 OC1405 梅田 1,2,3,4,5 1,2,3,4,5 1,2,3,4

授業科目・ｸﾗｽ ｷｬﾝﾊﾟｽ教室教員氏名
単
位

期
間

 

 

【学年・学期】 【教室】 ※教室変更は教学Webｻｰﾋﾞｽもしくはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸﾌｫﾙﾀﾞ(履修・成績)で連絡します
春学期：4/1～9/24 秋学期：9/25～3/31 BA：全学共用棟（上ケ原）　　　　　　　
前半(1Q)：4/9～6/10 前半(3Q)：9/25～11/20 院：大学院１号館（上ケ原）
後半(2Q)：6/11～8/3 後半(4Q)：11/21～1/31 梅田：ｱﾌﾟﾛｰｽﾞﾀﾜｰ13Ｆ
夏集中：8/6～9/1 冬集中前半：2/2～2/22　　　　　　　 OC14：大阪梅田ｷｬﾝﾊﾟｽ14F

冬集中後半：2/23～3/14 OC10：大阪梅田ｷｬﾝﾊﾟｽ10F  ※2007年6月にｱﾌﾟﾛｰｽﾞﾀﾜｰ10Fが大阪梅田ｷｬﾝﾊﾟｽと して増床される予定。  

B01 時間割
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秋学期  ACCOUNTING SCHOOL

木 金 土
配列
番号

授業科目・ｸﾗｽ 教員氏名
単
位

期間 教室 ｷｬﾝﾊﾟｽ
配列
番号

授業科目・ｸﾗｽ 教員氏名
単
位

期間 教室 ｷｬﾝﾊﾟｽ
配列
番号

授業科目・ｸﾗｽ 教員氏名
単
位

期間 教室 ｷｬﾝﾊﾟｽ 　
4281 業績評価会計論 浜田　和樹 2 秋前 BA302 上ケ原 4262 + 管理会計論  3 浜田　和樹 2 秋前 BA304 上ケ原 4284 公会計課題研究 稲澤　克祐 4 秋 BA302 上ケ原

4272 会計制度論  2 上田　耕治 2 秋後 BA302 上ケ原 4266 + 簿記原理  2 小市　裕之 2 秋前 BA401 上ケ原 Ⅰ
4267 + 財務会計基礎  2 杉本　徳栄 2 秋前 BA304 上ケ原

4268 + 経営学  3 加藤　雄士 2 秋前 BA402 上ケ原

4285 地方自治体財務分析 石原　俊彦 2 秋前 BA301 上ケ原

4269 + 簿記基礎  3 小市　裕之 2 秋後 BA304 上ケ原

4260 + 経営学  4 加藤　雄士 2 秋後 BA401 上ケ原

4286 地方自治体原価計算論 石原　俊彦 2 秋後 BA301 上ケ原

4287 地方自治体人事管理論 山中　俊之 2 秋後 BA402 上ケ原

4281 業績評価会計論 浜田　和樹 2 秋前 BA302 上ケ原 4262 + 管理会計論  3 浜田　和樹 2 秋前 BA304 上ケ原 4284 公会計課題研究 稲澤　克祐 4 秋 BA302 上ケ原

4272 会計制度論  2 上田　耕治 2 秋後 BA302 上ケ原 4266 + 簿記原理  2 小市　裕之 2 秋前 BA401 上ケ原 Ⅱ
4267 + 財務会計基礎  2 杉本　徳栄 2 秋前 BA304 上ケ原

4268 + 経営学  3 加藤　雄士 2 秋前 BA402 上ケ原

4285 地方自治体財務分析 石原　俊彦 2 秋前 BA301 上ケ原

4269 + 簿記基礎  3 小市　裕之 2 秋後 BA304 上ケ原

4260 + 経営学  4 加藤　雄士 2 秋後 BA401 上ケ原

4286 地方自治体原価計算論 石原　俊彦 2 秋後 BA301 上ケ原

4287 地方自治体人事管理論 山中　俊之 2 秋後 BA402 上ケ原

4263 + 簿記  3 中島　稔哲 2 秋前 BA304 上ケ原 4261 + 国際会計論  4 杉本　徳栄 2 秋後 BA304 上ケ原 4286 原価計算課題研究 玉置　求己 4 秋 BA303 上ケ原

4264 + 管理会計論  4 浜田　和樹 2 秋後 BA302 上ケ原 4273 ファイナンス 甲斐　良隆 2 秋後 BA302 上ケ原 4264 + 会計倫理  4 西尾　宇一郎 2 秋前 BA302 上ケ原 Ⅲ
4271 経済政策  2 新庄　浩二 2 秋後 BA402 上ケ原 4276 経営管理論  2 加藤　雄士 2 秋前 BA401 上ケ原

4282 企業ファイナンス 岡田　克彦 2 秋後 BA303 上ケ原 4287 地方自治体財務会計論 石原　俊彦 2 秋前 BA402 上ケ原

4283 コーポレート・ガバナンス 宮本　又郎 2 秋後 BA304 上ケ原 4288 地方自治体予算管理論 稲澤　克祐 2 秋前 BA301 上ケ原

4284 知的財産権法 小林　恵 2 秋後 BA401 上ケ原 4289 システム監査 木村　安寿 2 秋前 BA304 上ケ原

4265 + 監査論  4 西尾　宇一郎 2 秋後 BA302 上ケ原

4290 地方財政論 稲澤　克祐 2 秋後 BA301 上ケ原

4291 地方自治体人材開発論 加藤　雄士 2 秋後 BA402 上ケ原

4263 + 簿記  3 中島　稔哲 2 秋前 BA304 上ケ原 4261 + 国際会計論  4 杉本　徳栄 2 秋後 BA304 上ケ原 4286 原価計算課題研究 玉置　求己 4 秋 BA303 上ケ原

4264 + 管理会計論  4 浜田　和樹 2 秋後 BA302 上ケ原 4273 ファイナンス 甲斐　良隆 2 秋後 BA302 上ケ原 4264 + 会計倫理  4 西尾　宇一郎 2 秋前 BA302 上ケ原 Ⅳ
4271 経済政策  2 新庄　浩二 2 秋後 BA402 上ケ原 4276 経営管理論  2 加藤　雄士 2 秋前 BA401 上ケ原

4282 企業ファイナンス 岡田　克彦 2 秋後 BA303 上ケ原 4287 地方自治体財務会計論 石原　俊彦 2 秋前 BA402 上ケ原

4283 コーポレート・ガバナンス 宮本　又郎 2 秋後 BA304 上ケ原 4288 地方自治体予算管理論 稲澤　克祐 2 秋前 BA301 上ケ原

4284 知的財産権法 小林　恵 2 秋後 BA401 上ケ原 4289 システム監査 木村　安寿 2 秋前 BA304 上ケ原

4265 + 監査論  4 西尾　宇一郎 2 秋後 BA302 上ケ原

4290 地方財政論 稲澤　克祐 2 秋後 BA301 上ケ原

4291 地方自治体人材開発論 加藤　雄士 2 秋後 BA402 上ケ原

4264 + 租税法基礎  2 西尾　宇一郎 2 秋前 BA302 上ケ原

4274 金融商品取引法  2 田中　庸介 2 秋前 BA403 上ケ原 Ⅴ
4284 海外行政経営事情 武久　顕也 2 秋前 BA304 上ケ原

4265 + 原価計算基礎  2 稲澤　克祐 2 秋後 BA301 上ケ原

4266 + 法人税法  2 西尾　宇一郎 2 秋後 BA302 上ケ原

4275 監査基準論  2 野呂　貴生 2 秋後 BA304 上ケ原

4285 倒産処理法 田中　庸介 2 秋後 BA403 上ケ原

4283 財務会計課題研究  3 杉本　徳栄 4 秋 OC1406 梅田 4286 管理会計課題研究 浜田　和樹 4 秋 OC1005 梅田 4264 + 租税法基礎  2 西尾　宇一郎 2 秋前 BA302 上ケ原

4264 + 原価計算論  3 徳崎　進 2 秋前 OC1408 梅田 4261 + 管理会計基礎  2 徳崎　進 2 秋前 OC1408 梅田 4274 金融商品取引法  2 田中　庸介 2 秋前 BA403 上ケ原 Ⅵ
4271 会計基準論  2 中島　稔哲 2 秋前 OC1003 梅田 4274 財務分析  2 井上　浩一 2 秋前 OC1406 梅田 4284 海外行政経営事情 武久　顕也 2 秋前 BA304 上ケ原

4272 監査制度論  2 上田　耕治 2 秋前 OC1004 梅田 4287 監査事例研究  1 西田　隆行 2 秋前 OC1402 梅田 4265 + 原価計算基礎  2 稲澤　克祐 2 秋後 BA301 上ケ原

4265 + 簿記  4 中島　稔哲 2 秋後 OC1004 梅田 4288 税務申告実務  2 瀬戸口　有雄 2 秋前 OC1407 梅田 4266 + 法人税法  2 西尾　宇一郎 2 秋後 BA302 上ケ原

4266 + 原価計算論  4 徳崎　進 2 秋後 OC1408 梅田 4275 連結財務諸表論  2 山地　範明 2 秋後 OC1004 梅田 4275 監査基準論  2 野呂　貴生 2 秋後 BA304 上ケ原

4284 企業内容開示論 上田　耕治 2 秋後 OC1407 梅田 4289 財務会計事例研究  2 西田　隆行 2 秋後 OC1406 梅田 4285 倒産処理法 田中　庸介 2 秋後 BA403 上ケ原

4285 + 組織管理 奥林　康司 2 秋後 OC1405 梅田 4290 管理会計事例研究 徳崎　進 2 秋後 OC1403 梅田

4291 租税法事例研究 瀬戸口　有雄 2 秋後 OC1402 梅田

4283 財務会計課題研究  3 杉本　徳栄 4 秋 OC1406 梅田 4286 管理会計課題研究 浜田　和樹 4 秋 OC1005 梅田

4264 + 原価計算論  3 徳崎　進 2 秋前 OC1408 梅田 4261 + 管理会計基礎  2 徳崎　進 2 秋前 OC1408 梅田 Ⅶ
4271 会計基準論  2 中島　稔哲 2 秋前 OC1003 梅田 4274 財務分析  2 井上　浩一 2 秋前 OC1406 梅田

4272 監査制度論  2 上田　耕治 2 秋前 OC1004 梅田 4287 監査事例研究  1 西田　隆行 2 秋前 OC1402 梅田

4265 + 簿記  4 中島　稔哲 2 秋後 OC1004 梅田 4288 税務申告実務  2 瀬戸口　有雄 2 秋前 OC1407 梅田

4266 + 原価計算論  4 徳崎　進 2 秋後 OC1408 梅田 4275 連結財務諸表論  2 山地　範明 2 秋後 OC1004 梅田

4284 企業内容開示論 上田　耕治 2 秋後 OC1407 梅田 4289 財務会計事例研究  2 西田　隆行 2 秋後 OC1406 梅田

4285 + 組織管理 奥林　康司 2 秋後 OC1405 梅田 4290 管理会計事例研究 徳崎　進 2 秋後 OC1403 梅田

4291 租税法事例研究 瀬戸口　有雄 2 秋後 OC1402 梅田

2007年度　関西学院大学専門職大学院　経営戦略研究科　会計専門職専攻　授業時間割

 

 

【授業時間帯】

＜月～金＞ ＜土 （上ケ原）＞ ＜土 （梅田）＞ ＜日 （梅田）＞
第1時限   9:00-10:30 第1時限   9:10-10:40 第1時限   9:00-10:30
(ﾁｬﾍﾟﾙｱﾜｰ 10:35-11:05)第2時限  10:50-12:20 第2時限  10:30-12:00
第2時限  11:10-12:40 第3時限  13:10-14:40 第3時限  13:00-14:30 第3時限　13:00-14:30
第3時限  13:30-15:00 第4時限  14:50-16:20 第4時限  14:30-16:00 第4時限　14:30-16:00

第4時限  15:10-16:40 第5時限  16:30-18:00 第5時限  16:00-17:30 第5時限　16:15-17:45

第5時限  16:50-18:20 第6時限  18:00-19:30 第6時限  17:30-19:00 第6時限　17:45-19:15
第6時限  18:30-20:00 第7時限  19:30-21:00 第7時限  19:00-20:30
第7時限  20:00-21:30

【注】授業科目名の前に「＋」印があるものは、経営戦略研究科学生以外は履修できません。  
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授業評価アンケート授業別集計結果
2007年度春学期

授業番号 ： 専攻 ：

科目 ： 専門総合系列 ：

クラス、曜日・時限 ： 金曜 Ⅲ限

担当者 ：

履修者数 ：

7

回
答
数

所属専攻

その他

52

1

52102 1

理系 その他

出身学部

会計専門職専攻

ベーシック科目

設問1 授業内容は、シラバスで示された主題や目的に十分沿っていましたか。 7 5.0

中島　稔哲

会計基準論

7

平均値
どちらとも
言えない

あまりそう
思わない

設問2 教員は十分に準備をして授業に臨んでいましたか。 6 4.71 7

設問3 教員は、担当科目の授業を行うのに十分な専門知識を持っていましたか。 6 4.41 7

設問4 授業で指定された教科書や配布された資料は、学習の助けとなりましたか。 6 1

設問5 教員は学生が発言したり議論をすることに十分な配慮を払いましたか。 4 4.13 7

4.97

そう思わ
ない

有効
回答数

設問内容 そう思う
だいたい
そう思う

設問6 教員は、個々の学生の内容理解の水準を考慮していましたか。 4 1 4.32 7

設問7 この授業で与えられる課題の量は適正なものでしたか。 6 1 4.97

設問8 授業の内容と時間配分は適正なものでしたか。 5 1 4.41 7

設問9 教員は学生の質問に丁寧に答えていましたか。 6 1 4.97

設問10 この授業は将来の学習にとって有意義なものでしたか。 7 5.07

設問11 この授業を受けるに当たって十分な予習や復習を行いましたか。 4 3 4.67

専攻
平均値

4.6

4.6

4.8

4.5

4.2

4.2

4.3

4.3

4.5

4.5

3.9

設問12 この授業を受けるに当たって自分から文献を探すなどの努力をしましたか。 2 5 7 4.3 3.7

設問13 この授業は全般的に満足のいくものでしたか。 5 1 6 4.8 4.4

設問14 この授業を受けることで分析能力や批判力がついたと思いますか。 4 1 1 6 4.2 4.2

設問15 この授業を他の学生に勧めたいと思いますか 4 2 6 4.7 4.3

設問16 授業内容は、コア科目の内容と関連しているものでしたか。 6 1 7 4.6 4.4

設問17 授業内容は、理論と実践のバランスのとれたものでしたか。 6 1 7 4.7 4.3

設問18 この科目は、公認会計士試験の基礎的な受験対策として、役に立ちましたか。 6 1 7 4.2

設問19 （担当教員の指示があった場合のみ答えて下さい。） 4.7

１年 ２年 それ以上 経営戦略 会計専門職 商･経済･経営系 社会科学系

4.9

人文系

10

学年

11561

平均値

4.6
4.6

4.8

4.5

4.2

4.2

4.3

4.3

4.5

4.5

3.9

3.7

4.4

4.2

4.3

4.4

4.3

4.2

4.7

5.0

4.7

4.4

4.9

4.1

4.3

4.9

4.4

4.9

5.0

4.6

4.3

4.8

4.2

4.7

4.6

4.7

4.9

0.0

0

1

2

3

4

5
1

2

3

4

5

6

7

8

9

1011

12

13

14

15

16

17

18

19

専攻平均 授業別

平均値の見方

平均値は、評価の値で計算
しています。
評価の値は、
そう思う　　　　　：評価５
だいたいそう思う　：評価４
どちらとも言えない：評価３
あまりそう思わない：評価２
そう思わない　　　：評価１
となります。

S04 授業評価（抜粋）
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Sample 

教員の担当科目自己評価表 
 

教員氏名 :             

 

担当科目名:             

 

 

１．この科目を担当するにあたって最も力を入れたことは何ですか。 

 

ケース・スタディーや具体的なエピソードなどによって、国際公会計基準の理解を

深めようとした点 

 

 

２．この科目を担当し終えて受講学生の反応はどうだったと思いますか？クラスで実施した

小テストやレポートの内容、発問に対する学生の答え、学生の教員への質問などから総合

してお答えください。 

 

なじみのない事項ではあったにも関わらず、熱心に受講していた。 

 

 

３．この科目を担当するにあたって当初予定していた目標や、授業で最も力を入れたことを

踏まえて、ご自身の思っていた目標は達成されたと思いますか? 

 

ほぼ達成されたと思うが、事例の中には難しいものも若干あったようである。 

 

 

４．この科目に対しては学生の評価が行われますが、学生に最もアッピールしたと思われる

点はどこですか? 

 

国際公会計という全く異質な分野に触れたこと。 

 

 

５．この科目を担当するにあたって今後、改善ないし工夫をした方がよいと考えている点が

あればお書きください。 

 

国際会計基準の基本的な理解をしてから公会計にはいりたい。 

S04 授業評価（抜粋）
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経営戦略研究科会計専門職専攻
自己評価報告書　関連資料一覧

2008年4月1日

評価項目
NO

分野別評価関連資料 形態 資料NO 備考

322 時間割 文書 B01

613 入試問題、解答用紙 文書 B02

614
２００８年度春学期入学　経営戦略研究科入学試験
選考(「書類審査」・「面接」・「筆記試験」)実施要領

文書 B03 丸秘

615 合否判定資料 文書 B04 丸秘

617 入学者出身学部・所属企業等 文書 B05 丸秘

725 キャンパス・ハラスメント相談規程 文書 B06

726 キャンパス・ハラスメント調査委員会規程 文書 B07

727 キャンパス・ハラスメント防止と対策 文書 B08

813 専門職大学院教員任用規程 文書 B09

814 経営戦略研究科任期制実務家教員規程 文書 B10

861 特別研究期間制度規程 文書 B11

862 関西学院留学規程 文書 B12

863 学院留学者・特別研究員推薦中についての研究科内規 文書 B13

923 関西学院大学自己点検・評価規程 文書 B14

924 関西学院大学自己点検・評価規程細則 文書 B15

941 文書取扱規程 文書 B16

942 学部事務室文書分類表 文書 B17

1011 施設見取り図 文書 B18

812
831
822 大学基礎データ ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ DB2

921 関西学院評価指標データベース ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ DB3

111 大学院要覧2007 p.202　会計専門職専攻の理念・目的・教育目標

121 大学院要覧2007 p.202　会計専門職専攻の理念・目的・教育目標

211 大学院要覧2007 p.202　会計専門職専攻の理念・目的・教育目標

212 大学院要覧2007 p.209　授業科目一覧：授業実施要綱

315 大学院要覧2007 p.209　開講科目一覧

316 大学院要覧2007 p.250　専門職大学院学則第17条第2項　授業科目名

333 大学院要覧2007 p.250　専門職大学院学則第18条　必要修得単位数

335 大学院要覧2007 p.206　内規Ⅰ．４．履修登録単位数の制限

411 大学院要覧2007 p.206　成績評価・試験内規

414 大学院要覧2007 p.251　専門職大学院学則第19条　単位認定

422 大学院要覧2007 p.250　専門職大学院学則第18条　修了要件

423 大学院要覧2007 p.252　専門職大学院学則第22条第2項　早期修了

424 大学院要覧2007 p.207　内規Ⅰ．３．就業年限、在学期間の短縮

426 大学院要覧2007 p.251　専門職大学院学則第19条　単位認定

931 大学院要覧2007 p.330　関西学院大学研究叢書

122 学生の手引き p.4　アカウンティングスクールのカリキュラム概要

214 学生の手引き p.11,12　アカウンティングスクール教育課程表（文中）

334 学生の手引き2007 p.5　必要修得単位数

336 学生の手引き2007 p.8　履修単位数制限

412 学生の手引き2007 p.17,18　成績評価・ＧＰＡ

415 学生の手引き2007 p.14　単位認定

425 学生の手引き2007 p.6 (3)　早期修了

427 学生の手引き2007 p.14　単位認定

713 学生の手引き p.39　オフィスアワー（文中）

721 学生の手引き p.28,29　奨学金概要（文中）

124
213
321
416 授業科目別成績統計表、定期試験問題 冊子 S04 丸秘

511 授業評価（授業評価アンケート報告書2007年度春学期 p.16）

925 授業評価アンケート報告書

シラバス

研究業績データベース ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ DB1

S02冊子

冊子 S01

S03冊子

冊子 S05
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2008年4月1日

評価項目
NO

分野別評価関連資料 形態 資料NO 備考

123 入学試験要項2007 p.12,18　学生募集趣旨

611 入学試験要項（2008年春学期入学）

723 大学案内「学生生活編」p.66　学生支援センター

724 大学案内「学生生活編」p.67　保健館

728 大学案内「学生生活編」p.47　キャンパス・ハラスメント

731 大学案内「学生生活編」p.13-15　障がいをもつ学生とともに

612
937
512
832
938
513
833
939
913 KG Campus Record（2005-2007年度予算・決算書） 冊子 S11

932 関西学院大学欧文紀要 冊子 S12

933 関西学院大学白書（大学自己点検評価報告書） 冊子 S13

934 関学ジャーナル 冊子 S14

935 ＫＧ－ＴＯＤＡＹ 冊子 S15

936 ポプラ 冊子 S16

1034 図書館案内 冊子 S17

研究情報誌「関学ＩＢＡジャーナル」

経営戦略研究科パンフレット

研究誌「ビジネス＆アカウンティングレビュー」

S07冊子

S08冊子

S06冊子

S09冊子

S10冊子

添付資料　p.68
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